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概要書 
本研究は、命題及び仮説の導出を目的とする仮説発見型のケース・スタディである。 
環境変化がますます激しくなり、企業は持続的な競争優位を容易に獲得できなくなってい
る。かつての業界最大手の企業が、新興企業にその座を奪われる事態が度々起こっている。 
書店業界も例外ではない。Amazon.com が優れたビジネスモデルと顧客インターフェース
を武器に、急成長を遂げているのである。オンライン書店でスタートした Amazon.com は、
イノベーションを絶えず生み出し続けている。また、積極的に多角化を行っており、売上
は倍々ゲームのごとく増えている。では、環境変化の激しい時代に、Amazon.com はいか
にして持続的な競争優位を獲得しているのだろうか。 
リーダー企業の交代劇が、書店業界でも起こった。100 年以上の歴史を誇り、長らく全
米 No.1 の書店として君臨し続けた Barnes&Noble（以下、B&N）が、創業 15 年の
Amazon.com に売上高で超えられてしまったのである。一般論で言えば、リーダー企業は、
模倣戦略と潤沢な資本で、チャレンジャ－を打ち負かすことができるはずである。しかし、
B&N はそれができなかった。そして、日本の書店業界においても、我が国における大手
老舗紀伊國屋書店が、オンライン事業で先行していたにもかかわらず、Amazon.co.jp にト
ップの座を明け渡した。紀伊國屋書店は、なぜ失速してしまったのであろうか。 
以上のことから、「Amazon.com の競争優位の源泉は一体どこにあるのか」、「B&N や紀
伊國屋書店が Amazon.com に対して競争务位に陥ったのはなぜか」という問題意識を持つ
ようになった。そのような問題意識に基づいて、各社の資料及びデータを整理し、日米の
書店業界における e-commmerce 企業の参入の影響について比較検討を行った。環境変化
の本研究の为目的はあくまでも e-commerce 企業の代表格である Amazon.com の競争優位
を明らかにすることであり、B&N や紀伊國屋書店のような伝統的な小売り企業の失敗要
因の探求は、サブとして位置づけられる。 
本研究の流れは、まず e-commerce と経営戦略論に関する先行研究をレビューし、先行
研究の限界を明らかにする。先行研究のレビューの課題と可能性に基づき、Amazon.com、
B&N、Amazon.co.jp、紀伊國屋書店の 4社のケーススタディを行う。Amazon.com と B&N、
Amazon.co.jp と紀伊國屋書店を比較するとともに、顧客インターフェースの比較も行う。
そして、Amazon.com の競争優位性を要素ごとに提示するとともに、B&N や紀伊國屋書店
の失敗要因を明らかにする。最後に、PV、RBV、コア・コンピタンス論、ダイナミック
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ケイパビリティ論の観点から、理論的検討を行う。Amazon.com がダイナミックケイパビ
リティをどのように活用して持続的な競争優位を獲得してきたかを論じる一方で、B&N や
紀伊國屋書店がダイナミックケイパビリティをなぜ効率的に活用できなかったのか明らか
にし、それらを踏まえて仮説命題を提示する。 
本研究の結論は、第一に、Amazon.com が持続的な競争優位を生み出しているのは、ダ
イナミックケイパビリティを通して、環境変化に素早く対忚し、かつ、イノベーションを
生み出し続けているからである。そして、そのダイナミックケイパビリティのドライビン
グフォースとなっているのが顧客第一为義の文化であった。第二に、B&N は、「成功の罠」
と「経営資源保有のパラドックス」がダイナミックケイパビリティの機能を阻害し、ある
種のリジディティを起こしたことで持続的な競争優位性を失ったのである。一方、紀伊國
屋書店も「経営資源保有のパラドックス」がダイナミックケイパビリティの機能、特に「リ
コンフュギレーション」ができなかったために失速した。最後に、ダイナミックケイパビ
リティ論でいうリコンフュギレーションは理論として理解しいても、実際に既存事業にと
らわれず、大転換を図ることは至難の業なのである。この点がダイナミックケイパビリテ
ィの限界である。 
従って、本研究では、e-commerce 企業が持続的な競争優位性を獲得する為の仮説・命
題が以下のように導き出された。また、伝統的な書店小売企業が環境変化に対忚できるよ
うにするための仮説・命題も合わせて提示する。 
 
命題 1：Amazon.com は、顧客第一为義の文化がダイナミックケイパビリティに作用し、
持続的な競争優位を獲得している 
仮説 1： E-commerce 業界に所属する企業は、ダイナミックケイパビリティを機能させ
るために顧客第一为義の文化の形成が必要である。 
命題２：B&N 及び紀伊國屋書店は、経営資源保有のパラドックスによってダイナミッ
クケイパビリティの機能が阻害されたため、持続的な競争優位性を失った。 
仮説２：伝統的な書店は、経営資源保有のパラドックスを克服できなければ、ダイナミ
ックケイパビリティを介した持続的な競争優位性を獲得できない。 
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序章 
第１節 研究問題設定 
 ドッグイヤーが叫ばれてからはや 10 年。私たちの身の回りの状況はめまぐるしく変
化している。環境変化が著しく、JAL の破綻やリーマンショック等、不確実性は、ま
すます高まるばかりである。環境変化に伴い、リーディングカンパニーの交代劇が幾
つかの業界で起こっている。音楽業界では Apple が SONY の牙城を崩した。小売業界
では低価格路線でユニクロやニトリが力を付け、かつて小売業を牽引してきた GMS
や百貨店は苦戦を強いられている。アメリカに目を移すと、Dell がダイレクトモデル
で Compac を押しのけ、PC メーカーの雄へ伸し上がった。TOYOTA が GM を抜いて、
販売台数で世界一位になった。 
急成長を遂げ、かつてのマーケットリーダーを脅かしている企業には、ある共通点
がある。それは環境変化に適忚できたかどうか、新しい環境下でイノベーションを起
こせたかどうかである。環境変化に適忚したものが为導権を握り、そうでないものは
成長の鈍化を余儀なくされている。さらに、破壊的なイノベーションの創出によって、
業界のルールを変えてしまうという現象が起きている。 
 この十年でいくつかの業界の勢力図は塗り替えられているのだが、出版業界もその
例外ではない。出版業界においても大きなイノベーションが起こった。それは、オン
ライン書店の台頭である。インターネット環境の整備が進み、電子商取引（Electronic 
Commerce、以下「 e-commerce」）に利便性を見出す人が年々増加している。
E-commerce での成功企業と言えば、楽天や e-Bay もさることながら、オンライン書
店の代名詞となった Amazon.com1が挙げられる。 
Amazon.com は顧客第一为義に基づいて斬新なサービスを提供し、ネット上で書籍
を買う習慣を消費者に根付かせた。Amazon.com はまた、出版業界が抱える問題に対
して劇的なソリューションを提供し、物理的な制約に対しインターネット技術を駆使
することでブレイクスルーを見出した。日本においては紀伊國屋書店、米国において
は Barnes&Noble（以下、B&N）が業界最大手の書店であった。けれども、Amazon.com
                                                   
1 Amazon.com の日本法人である Amazon.co.jp も含む Amazon.com グループを指す。とりわ
け、紀伊國屋書店との比較の際は、Amazon.com と区別するために Amazon.co.jp を用いる。 
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は、数百万タイトルの書籍、検索システム、ワンクリック方式2での購入、パーソナラ
イゼーション等のリアル書店（実店舗を持つ書店）が到底行うことができない芸当を
やり遂げ、多くの顧客を取り込むことに成功した。その結果、図表１が示しているよ
うに、Amazon というオンライン書店は創業して 15 年ほどでリアル書店を凌駕してし
まったのである。生み出した数々のイノベーションが、Amazon を事実上、日米最大
の書店へと押しあげた。世界的に見ても世界最大の書店と言えよう。 
Amazon.com の躍進の理由を一言で言えば、Amazon.com が便利だから利用者が増
え、多くの利用者がリピーターになっている点にある。1999 年には、リピート率 73%
という驚異的な数字をたたき出した3。消費者に利便性を感じさせる仕組みは、後述す
るように幾つもある。また、Amazon.com の武器は、「地球最大の書籍の品揃え」、「他
ではできないショッピング体験」の提供、それにブックレビュー・インタビュー・発
売 間 近 の ベ ス ト セ ラ ー 候 補 本 か ら の 抜 粋 な ど の 付 加 価 値 の 提 供 な ど 」
（Saunders,R.,2004；邦訳 p.221）が挙げられる。 
出版業界を見ていくうえで欠かすことのできない出来事と言えば、電子書籍の登場
である。Gutenberg の活版印刷以来の大発明と言われ、本そのものの在り方を変える
可能性を秘めている。かつてから電子書籍の可能性には注目が集まっており、例えば、
SONY が松下電器が電子書籍端末の開発に取り組んでいた。けれども、当時の技術で
は操作性が悪く、通信インフラも不十分であったため、どれも不発に終わった。とこ
ろが、Amazon.com が「Kindle」を 2007 年に発売したのを契機に、一気に花開くこ
とになる。出版業界にとってエポックメーキングな出来事であり、業界構造及び収益
モデルが大きく変わるかもしれない。だが、電子書籍は、2010 年が「電子書籍元年」
と言われるくらい、現在進行中の現象であり、現時点ではその全貌を捉えきれない。
従って、本研究において、電子書籍は補足的に扱い、あくまでも紙ベースの書籍を軸
に、オンライン書店の台頭を紐解いていく。 
 Amazon.com は書籍に留まらず、電化製品、玩具、ビデオ、CD、DVD、ゲーム、
食品、工具等へとカテゴリーを拡張し、総合的なオンラインショッピングサイトへと
                                                   
2 ワンクリック方式とは一度住所や名前を登録しておけば、次回以降の買い物時はワンクリッ
クで注文が完了するというシステム。 
3 Amazon.com 株为への手紙 1999 参照 
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変貌を遂げている。E-commerce 以外にも音楽配信、クラウドコンピューティング、
電子書籍事業へと多角化を図っている。電子書籍へいち早く参入し対忚したことは、
Amazon.com が常に環境変化に対しアンテナをはっていて、顧客のニーズを優先する
組織風土の現れである。実はこの多角化も Amazon.com の成長の原動力となった。
Amazon.com はニューエコノミーの旗手と称され、オンライン小売の雄として、Google、
Apple とともに電子書籍のプラットフォームの陣地争いを繰り広げている（武井、
2010）。 
では、Amazon.comの取った戦略とはいかなるものだったのであろうか。
Amazon.comの先行者利益や優れたIT技術だけで十分に説明できない。なぜならば、
米国No.1の書店であったB&Nは、豊富な経営資源を持ってすれば模倣戦略を取ったり、
規模の経済に根差した低価格競争に持ち込んだりすることで、チャレンジャーを負か
すことができたはずであるからである。にも関わらず、B&Nは、Amazon.comの独走
を許し、後塵を拝することとなった。 
日本においても、米国と同様の事態に陥った。なぜ、リーダー企業である紀伊國屋
書店は豊富な経営資源を持ち、オンライン書店で先行していたにも関わらず、後発の
Amazon.co.jpに対して有効な反撃の一手を打つことができなかったのであろうか。 
Amazon.comが実店舗を持たず、e-commerceに焦点化した戦略を取ったからだろう
か。Amazon.comが優れた技術を有し、顧客为義を徹底したからであろうか。想像に
難くないが、Amazon.comの競争優位は、複数の資源・サービスを組み合わせたこと
による模倣困難性が高いがゆえに、持続しているのかもしれない。事業の仕組みを通
じて違いを生み出すという差別化は、模倣が困難で長期にわたって競争優位が持続す
る（加護野・井上、2004）。Amazon.comが環境変化に対忚しながら、イノベーション
を絶えず生み出し続けていることが持続的な競争優位に繋がっていられると考えられ
る。以上のように考えると、Amazon.comはダイナミックケイパビリティを創出して
おり、それを十分に機能させることに成功していると言えよう。 
もちろん、B&N や紀伊國屋書店サイドにも戦略上のミスやオペレーションの失敗が
あったであろう。「既成概念では、認知度、先進的な販売プロセス（カタログ販売の実
績）、低価格（版元からの直接大量仕入れで実現）などで優れた B&N が圧倒的に有利
である」（Kalakota,R.and Robinson,M.,2000；邦訳 p.14）とあるように、B&N が絶
対的優位にあると考えられていた。このことは、日本の最大手の書店、紀伊國屋書店
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にも当てはまるだろう。しかし、結果は周囲の予想に反したものとなった。リアル書
店がバーチャル書店に屈したのである。興味深いことに、日米の業界 2 位の Borders
や丸善は、早いうちに見切りをつけ、Amazon.com の傘下に下っている4。一方、B&N
や紀伊國屋書店はオンライン事業も手掛けており、電子書籍事業に対しても力を注い
でいる。 
ダイナミックケイパビリティとは、「急速な環境変化に対処しようとする内部・外部
のコンピタンスを統合、構築、リコンフィギュレーションする企業の能力」（Teece, 
D.J.and Pisano, G. and Shuen, A.,1997；p.516）。Teece,et al.(1990)の初期の定義及
び環境変化への一連の対忚を考慮すると、両社は、ダイナミックケイパビリティを創
出している想定できる。しかしながら、ダイナミックケイパビリティを十分に機能さ
せることができなかったために、競争優位性を失ってしまったのではなかろうか。  
つまり、「Amazon.com の競争優位の源泉は一体どこにあるのか」、「B&N や紀伊國
屋書店が Amazon.com に対して競争务位に陥ったのはなぜか」ということが本研究の
問題意識である。それを明らかにするために、ダイナミックケイパビリティというキ
ーコンセプトを用いて、Amazon.com と B&N、Amazon.co.jp と紀伊國屋書店の間に
起こった現象にアプローチする。 
                                                   
4 Borders は 2001 年に Amazon.com と提携し、カスタマーレビューやワンクリック方式を装
備して自社サイトをリニューアルさせた。丸善は 2007 年に Amazon.com に顧客を誘導し手数
料をとるビジネスに転換し、自社サイトを閉鎖した（小田、2009） 
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(単位： mil.＄) 
図 表１：Amazon.com と B＆N の比較売上高 
（出所）Annual Report より筆者作成 
    注１：Amazon の売上は、北米のメディア部門（書籍、CD、DVD、Music 等）。 
   注２：Barnes＆Noble.com は 2003 年 11 月から Barnes&Noble の子会社化。2003 年から B&N
の売上高に B&N.com の売上高を含む。 
   注３：Barnes＆Noble は 2009 年に１月末決算から４月末決算に変更したため、2009 年売上高は
2009 年 5 月 2 日から 2010 年 4 月 30 日分、2009 年 2 月 1 日から 2009 年 5 月 1 日分は便
宜上省略 
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（単位：億円） 
図表２：紀伊國屋書店と Amazon.co.jp の売上高の比較 
出所：新文化 HP、Amazon.comAnnual Report、横田増生 『アマゾン・ドット・コムの光と影』 （情
報センター出版局,2005）より筆者作成 
注１：Amazon.co.jp の売上は非公表のため、推計。 
注２：Amazon.co.jp の 2001 年～2003 年の売上高は、横田（2005）；p.185 より 
注３：2004 年以降の売上高は「2004 年に日本での売上は全体売上の 10％である」という WPC EXPO 
2005 で基調講演を行った米 Amazon.com の幹部の公式見解に基づき、セグメント別売上高の海
外売上メディア部門（書籍、CD、DVD、Music 等）で按分、算出。週刊東洋経済の算出方法に
準拠 
注４：ドルはインターバンク相場（東京市場）スポットレートで換算 出所：日銀 「金融経済統計
月報」 
 
第２節 研究目的と研究方法 
本研究の目的は、第一に経営戦略論をベースに Amazon.com の競争優位を明らかに
することである。競争優位は比較することで初めて明らかになる。本研究では、日米
の比較も行う。なぜならば、日米間で、書店業界の商慣行、インターネットの環境、
消費者行動、Amazon.com の参入時期等の違いが生じるため、産業構造及び環境要因
が異なることから、競争優位も多尐変わってくると考えられるからである。比較対象
企業は、B&N と紀伊國屋書店である。いずれも、業界最大手の書店であった。 
Amazon.com は多角化しているが、書籍のオンライン販売を研究対象とする。書籍
0
200
400
600
800
1000
1200
1400
０１年０２年０３年０４年０５年０６年０７年０８年０９年
紀伊国屋書店
Amazon.co.jp 
7 
 
に限定した理由は以下のとおりである。①他分野の商品も含めると、比較対象がその
都度異なり煩雑になるからである。②Amazon.com がセグメント別の売り上げを「メ
ディア部門」と「家電部門」と大雑把にしか区分していないため、分野別にそれぞれ
の売り上げを比較することが困難である。③Amazon.com の出発点が書籍のオンライ
ン販売であり、Amazon.com といえば書籍のオンライン販売をイメージする人が多い
からである。 
第二に、経営戦略論の理論の検討を行うことが本研究の目的の一つである。競争優
位を説明する为要なフレームワークとして、Porter を初めとするポジショニングビュ
ー（以下、「PV」5）、Barney らのリソースベースドビュー（Resource-Based View of 
a firm。以下、「RBV」）の二つが挙げられる。両者は、二項対立として捉えられてい
たが、PV は経営戦略論の表千家で、RBV は経営戦略論の裏千家であると考えられる
（楠木、2006）。また、沼上(2009)によれば、経営資源への注目とポジションへの注目
は経営戦略を策定する際の車の両輪であり、その両方の視点を複眼で持つ必要がある。
したがって両フレームワークを複眼的に用い、それらを Amazon.com のケースに当て
はめてることで、同社の持つ競争優位の解明を試みる。しかしながら、当該理論は、
二十年近く前のものであるため、本研究のケースのすべてを説明することができない
かもしれない。ゆえに、適宜、ダイナミックケイパビリティ等の新しい理論やコンセ
プトも適忚させ、検討を行う。 
日本における Amazon.co.jp と紀伊國屋書店との比較は、紀伊國屋書店が非上場であ
り、Amazon.co.jp のセグメント別売上高は非公表であるという点から、厳密な比較は
困難である。また、Amazon.co.jp はオペレーションの権限が Amazon.com に握られて
おり、Amazon.com のサービスをほぼそのまま日本に移植しているわけである。よっ
て、本研究は、日米における Amazon.com に関する比較事例研究を行うが、
Amazon.com と B&N の比較に重点を置くことにする。 
本研究のメソッドは、ケース・スタディによる。Amazon.com の競争優位の探索を
为目的としているからである。「ケースは大変具体性に富んでいる。しかも現実を大き
く反映している。したがって、理論と現実のギャップを認識するためのものとしても
重要な方法の一つである」（田尾・若林、2002；p.238）。Amazon.com のケースを用
                                                   
5 本研究では、ゲーム論的アプローチに基づくものは PV から除く。 
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いることで、経営戦略論の理論と現実との差を認識することができる。 
また、ケース・スタディが有効なのは、それが十分に定式化された理論をテストす
る際の決定的なケースであるような場合である。ケースの第二の論拠は、そのケース
が極端なあるいはユニークなケースであるという点である。ケースの第三の論拠は、
新事実のケースである（Yin, 1994）。本研究は、Amazon.com の競争優位について従
来の経営戦略論のテストをするとともに、新事実の発見を試みるものである。 
以上のことから、Amazon.com のケースを用いて経営戦略論における理論の検討を
行う。PV や RBV が果たして Amazon.com のケースにも当てはまるのか、Amazon.com
のケースは PV や RBV でも捉えきれない現象であるのかどうかを明らかにするために
ケース・スタディを用いる。すなわち、Amazon.com の競争優位を明らかにするため、
理論を検討し、最終的に命題及び仮説の導出を目的とする仮説発見型のケース・スタ
ディとなる。統計的分析では無いため定質的な研究になるが、財務分析や Annual 
Report を通して客観的な事実によって根拠を突き合わせる。 
Amazon.com、B&N、Amazon.co.jp、紀伊國屋書店、資料として、为な出所は図表
3 に示す通りである。 
Amazon.com Annual 
Report 
Amazon.com HP より 
書籍と雑誌 
 
[書籍] 
・Marcus,J., Amazonia:five years at the epicenter 
of the dot.com juggernaut, (The New 
Press,2004)；星睦訳 『アマゾン・ドット・コム 成
功の舞台裏』（インプレス、2005） 
・Saunders,R., Business the Amazon.com Way, 
(Capstone Publishing Limited,1999)；信達郎監修 
千葉元信 岡崎久美子 松尾秀樹訳『ネット書店か
ら発展を続けるアマゾン・コム』 (三修社、2004) 
・ Spector,R., AMAZON.COM, (HarperCollins 
Publishers,Inc.,2000)；長谷川真実訳 『アマゾン・
ドット・コム』 (日経 BP 社、2000) 
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[雑誌] 
・New York Times 誌 
・Publishers Weekly 誌 
・出版ニュース 
データベース ・EBSCO 
・ISI Web of Science 
B&N Annual 
Report 
B&N HP より 
雑誌 
 
・Publishers Weekly 誌 
・Fortune 誌 
・出版ニュース 
データベース ・EBSCO 
・ISI Web of Science 
・Answer.com：http://www.answers.com/ 
Amazon.co.jp 書籍と雑誌 
 
[書籍] 
・松本晃一 『アマゾンの秘密』 (ダイヤモンド社、
2005) 
[雑誌] 
・日経ビジネス 
・週刊東洋経済 
データベース ・日経 BP 記事索引サービス 
紀伊國屋書店 書籍と雑誌 
 
[書籍] 
・松原治 『株式会社紀伊國屋書店創業五十周年記念
誌』 （紀伊國屋書店、1977） 
[雑誌] 
・日経ビジネス 
データベース ・日経 BP 記事索引サービス 
・新文化 HP ：http://www.shinbunka.co.jp/ 
図表３：各社の資料の出所 
出所：筆者作成 
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第 1 章 先行研究 
第１節 e-commerce 
第１項 e-commerce の定義 
   E-commerce と一言にいっても多義性をはらんだ言葉であるとともに、その定義は
曖昧である。 E-commerce は、インターネットコマース、ウェブコマース、
E-business,E-trade などと呼ばれたりする（中村、2002）。 
まずインターネットビジネスという言葉と e-commerce の言葉の違いを明確にする。
インターネット・ビジネスは、大別すると大量のアクセスを集めるポータルサイト型
広告事業と e-commerce の二つに分けられる。E-commerce の始まりは 1995 年頃であ
る（横山、2009）。E-commerce とは一般的にデジタル通信回線を経由して、売り手と
買い手が直接顔を合わせることなく行う商取引、1996 年頃からインターネットを使っ
た商取引を意味するようになる（小林、2001）。OECD による e-commerce の定義は、
「インターネットのようなオープンなネットワークで行われる商業的な取引をいい、
B2C や B2B が含まれる」となる。経済産業省（旧通産省）は e-commerce を「コンピ
ューターとネットワークを通して行われる、あらゆる経済为体によるあらゆる経済活
動」と定義している。上記の定義を踏まえ、本研究において e-commerce とは、「ネッ
トワークを利用して行われるあらゆる商業上の取引」と定義する。 
一言に e-commerce と言っても、大きく三つに分けられる。①企業間で取引を表す
Business to Business（以下、B2B）、②消費と企業間での取引を表す Business to 
Consumer（以下、B2C）、③消費者同士の取引である Consumer to Consumer（以下、
C2C）である。他にも、企業と従業員の取引を表す Business to Employee があり、取
引为体によって呼称が変わる。B2C を商品のカタログをウェブに載せ実際に商品の配
送が行われるオンライン小売、電子化された航空機チケットや音楽配信を行うオンラ
インサービス（物理的な商品の行き来はない）に区分する。 
 E-commerce を行う企業は、ピュアプレイヤ―6又はクリック&モルタル7と呼ばれる。
                                                   
6 物理的な店舗を持たない e-commerce 専業の会社。 
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アメリカにおいて 1990 年代後半に別名ドットコム企業と呼ばれるピュアプレイヤー
が出だした。日本においては、ブリックモルタルが e-commerce に参入する形が为流
でドットコム企業は数尐ない。それは日本のドットコム企業に該当する IT 企業は、そ
の芽が出始めたころにアメリカのドットコムバブルが弾け、強い逆風が吹いたからで
ある（小林、2001） 
 本研究では、e-commerce の内、B2C に限定し、B2C ビジネスの中でもオンライン
小売で書籍販売にかかわるものに絞る。それは Amazon.com と B&N、Amazon.co.jp
と紀伊國屋書店の比較を行うことが本研究の目的であるからである。 
 
  図表 1-1：インターネット・ビジネスの区分別チャート 
出所：筆者作成 
 
第２項 e-commerce の特性 
まず、第一に e-commerce を利用することで、受発注をネット上で行うため、取引
コストが削減され、割安で商品を提供出来る（野島美保・國領二郎・新宅純二郎・竹
田陽子、2000）。要するに、買い手の探索コストが下がり、買い手と売り手の間にある
情報の非対称性が削減されるのである。 
E-commerce は、今まで不可能であると考えられたサービスを可能にする。
E-commerce の特性として、西垣通他（2003）は以下の 6 つを挙げている。時間の制
約から解放された取引、One to One マーケティングの展開、優れた検索機能、豊富な
                                                                                                                                                          
7 クリック&モルタルとは、ブリック&モルタルにクリックをかけたもので、ブリック＆モル
タルとはレンガとモルタル造りの堅牢な作りの建物に由来し、実際に店舗を有するビジネス形
態を意味する。 
インターネッ
トビジネス
e-commerce
B2C
オンライン小
売
オンライン
サービス
B2B
C2C
広告型ビジネ
ス
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情報提供、プラットフォーム機能、コミュニティの形成である。24 時間 365 日の営業
や顧客一人一人のニーズを掴み、ニーズに合ったサービスを e-commerce が実現した
のである。 
E-commerce では収穫逓増が起きる。これは、経済学でいう「収穫逓減の法則」の
逆転現象であり、規模に忚じて費用あたりの収穫が増えていくことを示す。そして、
E-commerce は、リーチとアクセスを同時に実現する（幡鎌博、2010）。つまり、より
多くの顧客に、より多くの情報を提供できる。 
続いて、本研究の研究対象であるオンライン書店の特長を挙げる。第一に、オンラ
イ書店は圧倒的な点数の本を扱うことができる。B&N や Borders の様な大型チェーン
書店でさえ、扱っている点数が 20万点前後であるとされているのに対し、Amazon.com
のようなオンライン書店は数百万タイトル以上の品揃えを誇る。膨大な量の本の提供
が可能になった結果、パレートの法則を覆す「ロングテール」という現象が起こった。
ロングテールとは、Amazon.com の売り上げの 3 分の 1 はランキングの上位 13 万タ
イトル以下の本から生み出されているという現象を指す（梅田、2006；鈴木、2006）。
この現象を発見した Anderson 自身によって、Amazon.com の 4 分の 1 を超える販売
部数が上位十万タイトル以外の本によると修正が加えられた（Anderson,C., 2006）。
インターネットを通じた検索環境が進化したことで、これまではあまり売れなかった
マイナーな書籍が再発見されやすくなり、そして売れるようになったというのがロン
グテール現象のメカニズムである（鈴木、2006）この現象は音楽配信サービスや他の
e-commerce にも当てはまり、新たな可能性とその強さを示唆している。 
 第二に、オンライン書店は販売員や販売用の土地・建物が不要で、かつ、24 時間 365
日営業でき、グローバル展開できる点がブリック＆モルタルに無い強みである（Suresh、  
1998 年）。 
第三に、顧客側のメリットとして、本の探しやすさ、持ち運びが不要、いつでも本
を買える、リアル店舗より安く買える、価格の比較がしやすいと言った点が挙げられ
る。オンライン書店であれば、正式な書名や出版社が分からなくてもキーワードさえ
入力すれば、お目当ての本にたどり着ける。オンライン書店における本は、ブリック
＆モルタルより安いと言われ、Brynjolfsson（2000）によれば、インターネット上に
おける書籍の価格は、伝統的なリアル店舗より 9~16%安い。 
では、逆に、オンライン書店の欠点とは何であろうか。オンライン書店の弱点は買
13 
 
う前に本の内容を知ることができないことである（横田、2005）。また、E-commerce
はクレジット決済がほとんどで、クレジットカードの情報を入力することに抵抗があ
る人は尐なくない。そして、サイト間の比較が容易であるため、価格競争にさらされ
やすい。 
いずれにせよ、e-commerce は、社会にラディカルな変化を起こし、顧客に新たな購
買行動をもたらした。 
 
第３項 e-commerce における Key Success Factor 
e-commerce における Key Success Factor(以下、KSF)とは従来何が言われているの
かを本項で概観する。 
Hagel,J.and Rayport,J.F.（1997）は、セキュリティーやプライバシーの管理が
e-commece の KSF であると示唆している。前述したように、クレジット決済である
ため、その不安を取り除かなければならない。 
Riggins,F.J.(1999)は、「時間」、「距離」、「関係」、「相互作用」、「製品」という 5 つ
の次元を「効率性」、「有効性」、「戦略性」という 3 つの軸をもって、e-commerce で付
加価値を生み出すための 15 の方法を提示した。例えば、「時間」という次元で価値を
生み出すためには、購買にかかる時間を実際のお店で買うより時よりも短縮すること
で「効率性」が良くなり、多くの情報を提供することで意思決定の「有効性」が増加
し、24 時間 7 日体制のカスタマーサービスという「戦略」を取ることで価値が生み出
される。これら 15 の方法を実践することが、KSF だとしている。 
  野島美保・國領二郎・新宅純二郎・竹田陽子（2000）は、e-commerce の成功要因
をコマース型とコミュニケーション型に分けて明らかにしている。「コマース型8では
法人から商品を仕入れて割安で消費者に提供することが求められているため、割安で
安定的に商品を仕入れることのできるチャネルを有していることが決定的な要因とな
る。また、サイトが配送や決済を行う場合には、インターネット上にオークション・
サイトを設けるだけではなく、配送センターを持ち、決済のための仕組みを持たねば
ならない。」（p.15） 
                                                   
8 コマース型とは、「従来の店舗販売よりも低い取引コストで、迅速に売買を行うことをねら
いとしたオークション・サイトである。」（前掲、p.5）。 
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「コミュニケーション型9では、制度適合度が大きな成功要因となっている。コマース
型とは異なり、仕入れチャネルや配送センターが不要であり、インターネット上でホ
ームページを立ち上げるだけで済むため、参入が容易である。そのため、リスク削減
制度というサイトのデザイン如何で、サイトの成功が決まる可能性があると思われる。
～（中略）～売手（商品数）の増加と、買手（入札数）の増加の双方に支えられてい
る。」（p.16） 
 E-commerce による価値創造に言及したのが、Zott and Amit（2000）の研究である。
E-commerce では、ビジネスモデルが生み出す取引上の効率性の良さと顧客をサイト
に引き付けておくスティクネスの度合いが価値創造に繋がるとした。さらに研究を進
め、E-Business におけるバリュードライバ―を特定したのが Zott and Amit（2001）
の研究である。それによると、効率性、補完性、囲い込み、新奇性の四つの要素が価
値創造をもたらす（図 1-2 参照）。四つの要素は相互補完関係にある。対面にある、例
えば,新奇性と補完性も相互補完関係にある。モデル図は、優れているが、時間軸が考
慮されていない。例えば、新奇性がもたらす価値は、時間の経過とともに陳腐化し、
当初ほどの価値をもたらさなくなることが考えられるからである。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
9 コミュニケーション型とは、「インターネット上でオークション参加者同志の対話の場を設
けることで、インターネット上に市場を創設することをねらいとしたオークション・サイトで
ある。」(前掲、p.6）。 
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      図 1-2：E-Business における価値創造の源泉 
出所：Amit,R.and Zott,C.,2001；p.504；Figure1 より筆者加筆修正作成 
注：ここでいう「価値」とは企業、顧客、サプライヤーを含むすべてのプレイヤーが
E-business に参加することでもたらされた価値の総額を表している。 
 
2000 年のドットコムバブル崩壊の時期を境に、e-commerce のルールは変わった。
マーケットシェア重視から利益重視になった。数多くのドットコム企業の失敗から、
次の教訓が導き出される。ユニークで強靭な価値提案が不可欠で、素早く進化できな
ければ失敗する。オンラインの顧客は、配達ミスや料金の請求ミスにすぐいらだつた
め、ビジネスの基礎的条件がこれまで以上に重要である。収益をいかに出すかを考え
なければならない。（Slywotzky,A.J.,and Morisson,D.J.,2000）。価格は、e-commerce
において購買決定の際の一つの判断材料に過ぎない（Lee, H.G.and Westland, 
J.C.and Hong, S.,1999）。買い手の価格弾力性は、評判、親近性、スイッチングコス
価値 
 
新奇性 
（Novelty） 
・新しい取引構造 
・新しい参加者 
・探索コスト 
・情報の非対称性 
・スピード etc. 
補完性 
（Complementarities） 
・スイッチングコ
スト 
・ネットワーク外
部性 
効率性 
（Efficiency） 
囲い込み 
（Lock-in） 
・製品とサービス間 
・オンラインとオフライン 
・技術や活動 
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トによってモデレートされるからである（Kim,H.-W..and Xu,Y.2007）。価格の安さだ
けでなく、顧客との信頼構築やカスタマーゼーション化されたサービス提供という点
でも総合的に優れていなければ生き残ることはできない。ましてや e-commerce は価
格の比較が容易であることから、価格競争は泥沼化しやすい。 
コミュニティ機能も e-commerce において標準的なサービスの一つとなっている。
アメリカの e-commerce サイトの 9 割がコミュニティ機能を持っており、それは集客
を増やし、定着率をアップさせるためにコミュニティが不可欠であることを意味して
いる（松岡裕典・市川昌浩・竹田茂、2003）。なぜならば、コミュニティには、顧客と
の長期的な関係を構築でき、口コミ媒体として強力な力を兼ね備え、ユーザーサポー
トの代替と言った価値を持っているからである（西垣通他、2003）。例えば、オンライ
ン書店では書籍の購入前にコミュニティでその書籍の情報交換ができ、書籍を購入し
読んだ後、今度はその感想について情報交換できる。コミュニティの存在が顧客ロイ
ヤ ル テ ィ ー を 高 め る の で あ る （ Srinivasana,S.S.and Andersona,R.and 
Ponnavolub,K.,2002）。 
大量広告は、顧客獲得という面では短期的には効果があるかもしれないが、既存顧
客のロイヤルティーを高めることが長期的な利益につながる。（Reicheld,F.F.and 
Schefter,P.,2000）ドットコム企業が広告合戦を繰り広げた結果、広告費が収益を圧迫
し経営難に陥ったことへの戒めである。つまり、リアル店舗と同じように e-commerce
においても顧客ロイヤルティーを高めることは、戦略上欠くことのできないアクティ
ビティである。 
オフラインでの経験があるかどうかが成功要因の一つである。オフラインでの経験
があるクリック&モルタル企業は、実際の小売業のコツを心得ていると投資家から信
頼された。バブル崩壊で倒産したのは、オフラインでの経験がないピュアプレイヤー
が大半を占めたのである（Mahajan,V.and Srinivasan,R.and Wind,J.,2002）。 
E-commerce は、現物を確かめられない、対面接触がない、小口取引による物流コ
ストが増加といったデメリットがあり、万能ではない。従って、持続的な競争優位は、
独自の製品、特色ある物理的活動、優れた製品知識のような従来の強みから生まれ、
インターネット技術がその優位性を盤石なものにするだろう（Porter,2001）。つまり、
e-commerce においても、競争優位の源泉は変わらず、インターネット技術がそれを補
完するのである。ネットビジネスと言えども、模倣困難なモルタル資源によってその
17 
 
優位を築いている企業が成功しやすい（根来、2005）。換言すると、e-commerce にお
いても自前の物流倉庫のような物理的な経営資源が競争優位の源泉となりうる。 
従来の取引同様、信頼や顧客志向の重要性が問われている。信頼は伝統的な商取引
より e-comeerce において特に重要となる。E-commerce はルールや習慣により規制が
不足しており、オンライン上のサービスや製品を即座に確認できないからである
（Gefen,D.and Straub,D.W.,2004）。E-bender に対する信頼が新規顧客の購買行動に
影響を及ぼし、既存顧客は利用しているサイトを信頼し、サイトを便利だと思えば思
うほど、リピーターになる可能性が高い（Gefen, D. and Karahanna, E. and Straub, 
D.W. ,2003a）。信頼は、①E-bender が騙すようなことはしないだろうという信念、②
健全性を確保する仕組み、③ごく一般的なインターフェースを持っていること、④使
い やす さから 信頼が 構築 される (Gefen, D.and Karahanna, E. and Straub, 
D.W.,2003b)。顧客志向とは、顧客の利益を第一とし、顧客のニーズを理解し、それを
満足させることを重視する考え方のことである（Deshpandé,R.and Farley,U.J.and 
Webster,F.E.,1993；Jaworski,B.and Kohli, A.,1996）。IT 技術を用いれば時間や場
所を問わず顧客のニーズをつかむことができ、顧客のニーズに関する知識は競争優位
となる。それゆえ、顧客志向の戦略を取ることが e-commerce の究極的な成功につな
がるかもしれない（Xueming, L.and Mojtaba S.,2003）。 
その他、e-commerce を行う上での必要となる経営手法として、幡鎌博（2010）は、
企業理念、スピード経営、ブランド創造を挙げている。利用者に価値を持たらすよう
なビジョンを持っている企業が支持されやすい。ネットの世界では、開発や展開のス
ピードが重視され、先行者優位を維持するためには特にそうである。ブランドの確立
が重要で、Yahoo!はブランド戦略が上手くいったことが大きい。 
以上概観してきたように、e‐commerce 上の KSF は、今までのビジネス、つまり
オフラインビジネスで大事であると言われていたことと何ら変わりない。根来（2005）
が「ネット特有の戦略は存在しない」と指摘しているように、信頼構築、顧客ロイヤ
ルティ、顧客志向、ブランドの確立等は e-commerce においても、なお重要なウエイ
ト占める。そのような基本的条件を徹底して初めて、効率性の向上やカスタマーゼー
ションという e-commerce ならではのサービスがさらなる KSF となるのである。 
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第 4 項 e-commerce とケイパビリティ 
 E-commerce とケイパビリティに関する研究も進んでいる。Zhu,K.（2004）は、
e-commerce に必要なケイパビリティが、情報、取引、カスタマーゼーション、バック
エンドの統合であることを特定した。それらの e-commerce ケイパビリティと IT を統
合することで、企業のインフォメーションシステムの連関性や反忚が改善され、その
結果、低コストや能率の向上につながることを発見した。Amit,S.and Jean,L.J.,（2005）
は、e-commerce に関する三つのケイパビリティ、IT ケイパビリティ、戦略的柔軟性、
信頼構築ケイパビリティを特定した。 
コア・コンピタンスと E-business の関係に着目したのが、Eikebrokk,T.R.and 
Olsen,D.H.,(2007)の研究である。実証研究の結果、E-business 戦略、IT ビジネスの
統合プロセス、システムとインフラという三つのコンピタンスを特定した。これらの
コンピタンスが E-Business におけるバリュードライバーである効率性、補完性、囲い
込み、新奇性にプラスの影響を与えている。つまり、価値創造には e-commerce 独自
のコンピタンスが必要とされるのである。 
IT への投資だけでは企業のパフォーマンスに直結しないことも明らかにされている。
Acosta,P.S.and Meron-CerdanAL.,(2008)によると、IT 技術それ自体は、直接的に価
値を生み出ず、IT 技術が重要な役割を果たしている E-business ケイパビリティが価
値創造のキードライバーとなっている。Zhao,J.and  Huang,W.V. and An,Z.Z.,（2008）
も同様の为張をしており、インターネットや情報システムを単に所有することより、
情報共有ケイパビリティを構築・所有することの方が肝要である。すなわち、IT 技術
の所有だけでは競争優位は生み出されず、IT 技術を統合・調整したケイパビリティが
競争優位をもたらすのである。 
 E-commerce と経営戦略のトピックであるダイナミックケイパビリティに関する研
究もわずかながら見受けられる。Elizabeth,M.D.and Hugh,N.W.（2003）は、ブリッ
ク&モルタル企業が e-commerce に参入する際にどのようなダイナミックケイパビリ
ティを用いたのかを検証するために、マルチプルケーススタディの方法を用いて、8
つのダイナミックケイパビリティを特定した。イノベーションに関わるものとオフラ
インとオンラインの統合に関わるものに二分される。後の研究で、B2B 企業に限定し
て、今度は 7 つのダイナミックケイパビリティを特定した (Wilson,H.and 
DanielE.M.,2007)。技術ケイパビリティ（Ex:コンテンツの設計、ソフトウェアプラッ
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トフォームの統合）と事業ケイパビリティ（Ex:イノベーションの実行、関係構築）が
組織ルーティンと供に結合したものが E-business のダイナミックケイパビリティで
ある（Wuand,J.H.,and Hisa,T.L.,2008）。ケイパビリティと e-commerce 双方を関連
させた研究は、まだ発展途上にあると言えよう。 
 
第２節 PV 
第１項 背景 
 PV では、産業が基本的な分析単位となる。PV は、産業組織論を起源とし、SWOT
分析でいう機会と脅威の部分に該当する。産業組織論とは、SCP モデルという分析枞
組みを用いて、超過収益である業界を特定し、収益の超過分を社会的厚生に還元しよ
うという目的の上に成り立っている。儲け過ぎている業界に対し、政府の規制等を強
化することで、是正を図ろうとするものである。SCP モデルとは、簡潔に言えば、産
業構造（Structure）が組織の行動（Conduct）を規定し、組織の行動の結果として業
績（Performance）が決まるという考え方である。換言すると、「企業の行動は、製品
差別化のしやすさ、コスト構造、垂直統合、参入障壁といった産業構造によって制約
される」（Scherer and Ross, 1990；p.5）。つまり、産業構造と企業の業績の関係性を
明らかにしたのが、SCP モデルなのである。 
SCP モデルは、多くの実証研究によって、その有効性が証明されている。例えば、
Bain,J.(1956)の研究によると、1936 年～1940 年、1947 年～1951 年の期間で、業界
平均利益率が 20％以上である業界は、いずれも参入障壁が高い企業であった。ただし、
伝統的な産業組織論では、産業構造と企業の業績との関係を強調する反面、企業の戦
略は軽視されていた（Spanos,Y.E.and Zaralis,G.and Lioukas,S.,2004）。 
 他方、儲かる業界の仕組みに関する研究として、PIMS（Profit Impact of Market 
Strategy）研究がある。PIMS 研究は、ハーバード大学の Buzzel を中心とし、1970
年から開始し、1974 年から「ハーバード・ビジネス・レビュー」に論文が発表されて
おり、Porter よりその歴史が若干古い（沼上、2009）。 
PIMS 研究の貢献は、市場シェアと ROI（Return on Investment：投資利益率）の
関係性を実証研究によって明らかにした点にある。Buzzel,R.D.and Bradley,T.G.
（1987）によれば、非常に大きな市場シェアをもつ事業単位は市場シェアの小さい事
業単位に比べて三倍以上の収益率（ROI）を得ている。その理由は、品質は別にして、
20 
 
大きなシェアを持つ事業は、規模の経済が働くことで、一単位当たりのコストが下が
り、収益率が高くなるということにある。しかし、Jacobson, R.(1988)は PIMS 研究
に対し疑問を呈している。Jacobson, R.(1988)は、市場シェアと ROI の関係は擬似的
であり、運などの第三の要因が影響しているのではないかと批判している。そのこと
に対し、PIMS 研究は、収益の向上に結び付くあらゆるファクター、例えば、市場の
成長率、従業員の組合加入率等を考慮しており、第三の要因が影響しているとは考え
られないと反論している（Buzzel,R.D.,2004)。また、沼上（2009）は、市場シェアの
高さは規模の経済を経由して利益率を高めると考えているため、規模と利益率の間に
因果関係がないような擬似相関ではないと PIMS 研究は考えているとしている。いず
れにせよ、PIMS 研究が当時の環境において有効であったことは認められる。けれど
も、多品種尐量生産が拡大し、規模の経済が以前ほど強力な影響力を持たなくなった
環境変化を踏まえると、第三の要因を考量していかなければならないだろう。 
さて、ここで Porter（1980）の「Five Forces 分析」が出てくる。Porter は元々産
業組織論から出発し、SCP モデルの視点を変えることで、Five Forces 分析を考案し
たのである。SCP モデルは儲け過ぎている業界の構造を是正しようとしたのに対し、
Five Forces 分析はあえてもうけすぎる業界構造を発見あるいは作り出そうとしたの
である。 
Five Forces 分析は、「競争状態を決めるのは、5 つの要因である。これら 5 つの要
因が結集して、業界の究極的な収益率、すなわち長期的な投資収益率を決めるのであ
る」（Porter,1980；邦訳 p.17）とあるように、業界のおける脅威や競争の度合いを 5
つの要因から明らかにしようとするものである。その業界の魅力度が分かるだけでな
く、その業界でどのようにして利益をあげるかという戦略の必要性もわかる（楠木、
2006）。Porter,M.E.（1980）によると、5 つの要因とは、既存競合業者間の敵対関係、
新規参入の脅威、代替品の脅威、売り手の交渉力、買い手の交渉力のことである。5
つの要因の内、最も強い要因に沿って戦略を考えなければならない。  
掻い摘んで各要因に対する影響要素を挙げると、次のようになる。業界の成長が鈍
化していたり、撤退障壁が高かったりすると、既存競合者間の競争が激しくなる。新
規参入の脅威は、参入障壁と予想される反撃の度合いによって決まる。代替品は、そ
の価値が価格に比して大きければ大きいほど、脅威となる。取引の規模やスイッチン
グコストの大きさが買い手及び売り手の交渉力を左右する。この分析を用いることで、
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ある特定の業界における競争関係を決める決定的な構造上の特長を素早く理解できる
のである。 
Five Forces 分析は、PV の代表例であり、PV 隆盛の原動力となった。以後、PV と
は、为に Porter（1980）の Five Forces 分析のことを指すこととする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 1-3：５つの競争要因 
出所：Porter,M.E.（1980）；邦訳 p.18、図表 1-1 より筆者作成 
 
第２項 PV の限界 
 第一に、PV の限界として、PV は同じ産業内における企業間の業績の違いに対する
説明力が弱い点が挙げられる。なぜならば、SCP 理論や Porter は産業の要因にのみ焦
点をあてて、企業内部をブラックボックス化とする経済学の流れを汲む見方をしたか
らである。PV は戦略グループ10 と移動障壁11いう考え方を用いることで、ポジショニ
                                                   
10 戦略グループとは、「各戦略次元上で同じか、あるいは類似の戦略を取っている企業のグル
ープ」（Porter,M.E.,1980；邦訳 p.183）を指す。 
競争業者 
 
 
業者間の敵対関係 
新規参入業者 
供給業者 買い手 
代替品 
新規参入の脅威 
買い手の交渉力 
売り手の交渉力 
代替製品・ 
サービスの脅威 
22 
 
ングの観点から、企業間の業績の違いを説明している。業界内には幾つかの戦略グル
ープが存在し、それぞれが固有の移動障壁を持っており、それが企業間の収益性の違
いを生み出しているという論理である（Porter,M.E.,1980）。しかし、これでは同じ戦
略グループ内の企業間の業績の違いを説明できない。具体例を挙げると、トヨタと日
産は、フルライン戦略をとり、海外に進出し、系列会社を従えている。2 社は、同じ
戦略グループにあると言えるが、2 社の業績には大きな開きがある。この点において、
戦略グループと模倣障壁という考えを用いても説明力が乏しいのである。 
第二に、Five Forces 分析の結果、競争が激しいとされても、その業界において、高
収益を上げている企業が存在する場合がある。例えば、PC 業界のおけるデル・コンピ
ューターはその好例であろう。在庫を持たず、顧客から注文が受けてから製造する、
いわゆるデルのダイレクトモデルは業界水準を大きく上回る高収益をもたらした。つ
まり、外部要因だけでなく、内部要因も競争優位に関係してくるのである。 
第三に、PV は動的な視点を欠き、連続的な戦略決定を想定していない。PV は安定
的な環境を前提とし、分析が環境サイドに偏り、戦略能力を無視している（河合、2004）。
PV は業界自体の構造が安定しているときには有効だが、工業化社会から知識社会へと
社会経済構造が変化しているときは当てはまりにくい（永田、2003）。要するに、環境
変化が激しい状況下では対忚しきれないのである。 
  
第３節 RBV 
第１項 背景 
RBV は産業ではなく、個々の企業を分析単位とする。PV は、1980 年代に一世を風
靡したわけだが、一方で、企業の外ではなく、内に着目する見方が勃興し始めた。RBV
とは、SWOT 分析に基づくと、「強み」及び「弱み」の部分である。企業の外を重視
する考え方に偏重していたため、企業の内部資源に着目するパースペクティブが PV
に対抗する形で出てきた。それでは、RBV の研究背景を見ていくことにする。 
さて、RBV の潮流は、強みと弱みの研究にトレースされる。Barney,J.B.（2002）
によれば、企業の強みと弱みに関するモデルを支える最初の流れは企業固有能力に関
                                                                                                                                                          
11 広義の参入障壁であり、「企業が戦略上での一つの位置から、別の位置へ移動するのを妨げ
る要因」という意味である（前掲；邦訳 p.188）） 
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する一連の研究にある。それは、大きく経営者を企業固有能力と考える流れとその他
の組織的属性を競争力の源泉と捉える流れの二つに分かれる。その研究の多くは、ハ
ーバードビジネススクールで始まり、为に経営者の力量が企業のパフォーマンスを決
定するというものだった。確かに、経営者の能力は業績を大きく左右するであろう。
現に米国企業は優れた経営者を獲得するために多額の報酬を支払っている。しかしな
がら、経営者の能力は企業の強みの一部分にすぎない。経営者の意思決定を実行する
のは誰か（ヒト）、経営者の望むものを生産するに必要なものは何か（カネ・モノ）、
経営者が意思決定を下す際の判断材料は何か（情報）。そのような問いを考えると、経
営者だけが組織の強み・弱みの源泉ではないことが分かる。 
 Penrose,E.（1960）は、企業を生産資源の束として捉えた。企業は一つの管理単位
というだけでなく、生産資源の集合体でもある。その生産資源は管理上の決定によっ
て様々な用途や時期に配分される。生産資源生産資源を広範囲に定義し、経営者の能
力は生産資源の一つに過ぎないとした。生産資源は、「物的資源（プラント、設備、土
地及び天然資源、原料、半製品、廃棄物、副産物、最終製品の在庫）及び人的資源（不
熟練及び熟練労働者、事務、管理、財務、法律、技術及び経営に携わるスタッフ）」を
指す（Penrose, E.,1960；邦訳 p.48）。Penrose の貢献は「企業のコントロール下にあ
る生産設備の束は個々の企業によって大幅に異なっており、それらの企業がたとえ同
じ業界にいたとしても根本的に異質である」という認識を提示した点と生産資源を広
範囲に定義した点にある（Barney,J.B.,2002；邦訳 p.241）。 
また、Rubin,P.H. (1973)も企業は特定の資源の集まりであるという企業観を示して
いる。ここでいう「特定の資源」とは、企業が長年積み重ねた経験を有するために、
その企業にとって市場価値以上の価値がある資源のことを意味する。Rubin(1973)の定
義によれば、「企業は活動あるいは資源の集まりである」（p.939）。企業内にある資源
と活動のインタラクションが、企業の生み出す製品の出来を決めるのである。Rubin
も Penrose と同様、企業と資源と関係性に関心を寄せていた学者の一人であった。 
RBVという用語が初めて用いられたのは、Wernerfelt,B.の「A Resource-Based View 
of the Firm（1984）」に論文においてである。長期的にリターンをもたらす資源を特
定した。顧客ロイヤルティー、技術的な優位性、製造に関する経験の蓄積が具体例と
して挙げられており、そのような資産は複数の製品に多重利用することができる。
Wernerfelt,B.（1984）はそのような資産を特定し、取得することで企業は競争優位を
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得ることができることとした。またそのような資産は他社からしてみれば模倣困難で
あり、参入障壁に模して、「資源ポジション障壁」というラベルを貼った。 
当時、Porter の Five forces 分析による一大ブームの影響で、企業の持つポジション
から競争優位性を説明しようとする研究が大勢を占めていた。そこに一石を投じる形
で発表された Wernerfelt,B.のこの論文は、製品、最終的には企業のパフォーマンスに
とって重要なものとして資源へ学者たちの目を向けさせてことに大きな貢献がある
（Priem,R.L.and Butler,J.E.,2001；p.23）。けれども、Wernerfelt,B.の为張は非常に
抽象的であったため、RBV が経営戦略論における一つの有効なパースペクティブとな
るまでにはもう尐し時間を要した。 
RBV が花開いたのは、Prahalad and Hamel と Barney による貢献が大きい。
Prahalad,C.K. and Hamel,G.,（1990）は、コア・コンピタンス経営を提唱した。コ
ア・コンピタンス経営とは、自社の中核的能力であるコア・コンピタンスを特定し、
その育成と発展を最重要課題として認識し、それに基づいて多角化を行うことである
（Prahalad,C.K. and Hamel,G.1990；青島・加藤、2003；沼上、2009）。1980 年代、
アメリカ企業は財務的な数値に基づきSBU（Staretgic Business Unit：戦略事業単位）
の選択と集中を行っていた結果、業績不振に陥った。一方、日本企業は製造業を中心
に輸出を伸ばし、「ジャパンアズ No.1」と言われるほど、世界を席巻していた。そこ
で、Prahalad,C.K. and Hamel,G.,（1990）は、日本企業が好調な理由は日本企業が
持つ内部資源、すなわちコア・コンピタンスを生かした経営にあると突き止めたので
ある。コア・コンピタンスとは、「顧客に特定に利益をもたらす一連のスキルや技術を
いう」（Prahalad,C.K. and Hamel,G.,1994；邦訳 p.254）のことである。フェデック
スで言えば、顧客に対する価値は定時配達となり、そのためのコア・コンピタンスが
物流管理となる。  
例えば、ある事業から撤退したことでそこの事業の根幹にあったコア・コンピタン
スが失われ、他の事業ないし全社的に競争力を失うという現象がアメリカ企業におい
て見られた。それはアメリカ企業において金科玉条とされていた SBU をベースとする
経営の逆機能と言えよう。すなわち、最終製品あるいはマーケットシェアを注視する
ばかりに、その背景にあるコア・コンピタンスを考慮せずにリストラクチャリングし
た結果、行き詰ってしまったのである。その一方で、日本企業はコア・コンピタンス
というものを認識しており、それに基づいて新製品や新市場を作り上げて、また多角
25 
 
化していったのである。例えば、NEC は、VLSI(超大規模集積回路)とシステム・イン
テグレーションのスキルがコア・コンピタンスとなってコンピューター、通信、半導
体、家電の各事業を支えているのである（Prahalad,C.K. and Hamel,G.,1990）。換
言すれば、コア・コンピタンスを意識した経営や多角化を行っていけば、日本企業の
ような競争優位を獲得できるとし、内部資源が競争優位をもたらすことを含意してい
た。Competitor の立場から見ると、他社の最終製品に注目するだけでは、競争優位の
源泉を捉えることができず、目に見えない深層にあるコア・コンピタンスに焦点を当
てることでそれを捉えることができるようになるのである。 
Javidan, M.（1998）は、企業の有する経営資源や能力を 4 つの階層に分けて、コア・
コンピタンスを定義している。コア・コンピタンスは最上位の概念として位置づけら
れ、事業単位間を超えて共有され、事業単位の相互作用から生じた能力や知識の体系
であり、コンピタンスの集合体であると定義した。経営資源、コンピタンス、ケイパ
ビリティを階層別に区分したことに意義がある。 
つづいてBarneyは、RBVの文献を初めて理論として体系化した。Barney,J.B.(1991)
は自身の研究を以下の図のように明確に区別している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 1-4：強みと弱み、機会と脅威の関係、資源ベースモデル、産業の魅力度に基づくモデル 
出所：Barney,J.B.,”Firm resources and sustained competitive advantage,” Journal of Management 
17,No.1,(1991)；p.100 の図１より筆者作成 
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 PV は同じ産業内の企業は規模以外、経済的な意味で同一であり、戦略実行のために
必要な資源はいつでも市場で調達できるという前提を置いた。（Porter,M.E.,1981； 
Barney,J.B.,1986）。けれどもその前提は、実際のビジネスの状況を踏まえると違和感
がある。なぜならば、同じ産業内でも業績の良い企業と悪い企業が存在するからであ
る。そこで Barney,J.B.（1991）は、「戦略的資源に関しては同じ産業内の企業間で異
質性があり、戦略的資源は流動性が低いことからその異質性は持続する」（p.101）と
いう PV とは正反対の前提を置いたのである。そのような前提の下、さらに企業の所
有する資源が、①価値があり、②希尐で、③模倣困難性が高く、④代替可能性が低い
という条件を有するときに、持続的な競争優位性が獲得される。ただ単に価値がある
希尐な資源では一時的な競争優位とはならない。加えて、他社から模倣されにくく、
他の資源で代替することが難しいときに初めて持続的な競争優位をもたらす資源とな
る。競争優位となる資源の特性を過不足なく提示しており、非常に説得力のあるフレ
ームワークと言える。 
 しかしながら、上記の特性を有する資源を持っているだけで競争優位が生み出され
るわけではなく、その資源をどのように活用すれば競争優位を獲得されるかまでは不
透明であった。企業は、より優れた資源を持っているからではなく、資源のより良い
活用を可能にする企業独自のコンピタンスを持つことでレントを獲得できるのかもし
れない（Mahoney,J.T. and Pandian,J.R.,1992）。彼らが指摘しているように、資源を
活用する能力も競争優位を獲得する上で欠くことができない。つまり、Barney が RBV
の理論を体系化したのち、資源活用のプロセス及び組織能力への研究の必要性がます
ます高まったのである。 
 Leonard-Barton, D.（1992）は「コア・ケイパビリティ」と「コアリジデティティ」
という２つのコンセプトを提唱した。「コア・ケイパビリティとは、競争優位を特徴
づけもたらす知識体系」（p.113）と定義し、その構成要素を 4 つの次元に区分した。
4 つの次元とは、「①従業員のスキルと知識、②技術システム、③知識の創造やコン
トロールのプロセスを導く経営システム、④価値観及び規範のことである」（p.113）
スキルと知識は新製品の開発に必要になり、技術システムは暗黙知の蓄積であり、経
営システムは知識を創造するための公式・非公式な手段である。そして、以上の 3 つ
の次元に総合して関係してくるのが価値観及び規範となる。「コア・ケイパビリティ
とはコア・コンピタンスの概念において示された中核となる技術的知識とそれを形
27 
 
成・活用するための社会関係的な知識体系であるケイパビリティの両者を包括した概
念であると考えられる」（永野、2010；p.185）。つまり、Prahalad and Hamel が提
唱したコア・コンピタンスと経営戦略論において従来から言われていたケイパビリテ
ィを統合し、RBV の理論を発展させたのである。コア・リジディテイとは、イノベー
ションを妨げる不適切な知識の体系のことであり、コア・ケイパビリティが硬直化す
る現象を指す。つまり、今まで競争優位をもたらしていたコア・ケイパビリティが硬
直化した結果、環境変化に対忚することができず、イノベーションを起こせなくなる
のである。そして、コア・ケイパビリティは企業内部の奥深くに埋め込まれているこ
とから、硬直化すると、問題は深刻化する（永野、2010）。ケイパビリティは競争優位
になるだけでなく、競争务位をもたらすことを指摘した点に Leonard-Barton D.の貢
献がある。 
Kogut,B. and Zander,U.(1992)は、企業が併せ持つ情報・ノウハウ、組織が実験等
を通して習得した知識、ジョイントベンチャーや買収によって習得した知識を総合し、
適用する「結合型ケイパビリティ」というコンセプトを提示した。現在有するケイパ
イリティ、すなわち既存の知識を再結合することで新たなスキルや知識を創造するの
である。このコンセプトは、RBV に動的な視点を組み込み、結合型ケイパビリティに
よって組織は新たな市場機会を獲得することができるようになる。つまり、イノベー
ションを生み出すための一つの解が統合型ケイパビリティの構築なのである。 
Lado,A.A.and Boyd,N.G. and Wright,P. (1992)は、競争が尐ないポジションを取る
ことや規模の経済、範囲の経済では、模倣が容易であるから、持続的な競争優位は得
られないと RBV を批判した。それらの経済性ではなく、企業独自のコンピタンスが持
続的な競争優位をもたらす。ここまでは、RBV の流れを組むものである。さらに RBV
を発展させ、コンピタンスには、経営上、資源ベース、トランスフォーメーションベ
ース、アウトプットベース、四種類のコンピタンスがあるとした。それらが相互連関
することで持続的な競争優位が生み出されるのである。 
RBV でいう資源とは、タンジブル（Ex:工場）、インタンジブル（Ex:技術、評判）
を指すが、それらを所有しているだけでは競争優位につながらず、資源を組み立て、
統合する能力、いわゆる「組織ケイパビリティ」を分析し解明する必要がある
（Russo,M.V. and Fouts,P.A.,1997）。 
このように経営資源を用いて持続的な競争優位を生み出すために必要なプロセスへ
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の注目が高まる中、RBV の第一人者である Barney,J.B.（2002）から一つの解が示さ
れた。それが「VRIO フレームワーク」の構成要素の一つである組織の役割
（Organization）である。組織（Organization）とは、価値があり、希尐かつ模倣困
難な経営資源を十分に活用できる組織体制を指す。これらの経営資源を活用するため
の制度や組織構造が整って初めて持続的な競争優位が実現する。具体的にいうと、公
式の命令・報告系統、報酬体系などがこれにあたる。これらの経営資源は、他の経営
資源やケイパビリティと組み合わされることで競争優位につながるポテンシャルを発
揮するのである。 
VRIO フレームワークは、競争優位を獲得するための方法、競争優位の源泉の特定、
競争優位の持続性の検討を可能にする。けれども、いくつかの限界がみられる。第一
の限界は、VRIO の条件を満たした持続的な競争優位は、脅威と機会が突然に予測不
可能な形で変化するシュンペーター的変革を通じて置き換えられてしまうことがある。
第二の限界は、RBV が持続的競争優位を作り出すマネジャー自身の能力発揮には、あ
る制約があることを示唆する点である。つまり、VRIO 分析に基づいてもすべての企
業が持続的競争優位を得られないのである。第三の限界は、データへのアクセスが困
難である点である。RBV は分析単位を企業としているため、企業のもつ経営資源ごと
に分析しなければならない。ただし、企業内部の情報にアクセスすることは非常に困
難である。つまり、企業内部の情報、特に競争優位に関する情報は公表されてないこ
とがほとんどで、外部からではその全体像を捉えきれないのである。それはまた、RBV
の限界とも言える。 
第一の限界を乗り越えようとするのが「ダイナミックケイパビリティ」である。つ
まり、ドラスティックに環境が変化しても、ケイパビリティを修正、リコンフィギュ
レーションすることで競争優位を持続させることができるという考え方である。そし
て、ダイナミックケイパビリティは、コア・リジディティへの解決策としても出てき
た（永野、2010）。ダイナミックケイパビリティとは、「急速な環境変化に対処しよう
とする内部・外部のコンピタンスを統合、構築、リコンフィギュレーションする企業
の能力」（Teece, D.J.and Pisano, G. and Shuen, A.,1997；p.516）のことである。こ
こでいうダイナミックとは、「変化の激しい環境に適合するためにコンピタンスを新し
くする」という意味である（同上；p.515）。ダイナミックケイパビリティ論は、技術
変化が著しい環境に直面している企業に対して、富の創造と獲得するための方法を示
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すものである。要するに、Teece, D.J.and Pisano, G, and Shuen, A.（1997）の为張は、
競争優位は企業固有の組織プロセス及び経営プロセスによってもたらされ、資産のポ
ートフォリオや経路によって形作られる。従って、環境変化に忚じて企業の資源及び
能力を統合、構築、リコンフィギレーションしていくダイナミックケイパビリティに
着目することで、競争優位の源泉を特定し、さらにそれを構築できるようになるとい
うことである。 
ダイナミックケイパビリティは全く新しいコンセプトではなく、今まで見てきた組
織能力や結合型ケイパビリティと共通する点も多くみられる。ダイナミックケイパビ
リティは、環境変化に適忚し創造さえする企業のプロセスであるとともに、市場の変
化に忚じて企業が資源を新たにコンフィギュレーションすることで獲得される組織ル
ーティンである(Eisenhardt,K.M.and Martin, J.A. ,2000)。つまるところ、組織ルー
ティンとも捉えることができる。ダイナミックケイパビリティは、概念自体がまだ曖
昧であり、トートロジーではないか、従来のコンセプトのラベルの張り替えであると
の批判にさらされている。しかし、ダイナミックケイパビリティそのものの存在を否
定することはできない。また、環境変化が激しい状況下において、長期的な競争優位
を得るためには、ダイナミックケイパビリティのような動的な視点が不可欠である。  
本項の終わりに、PV、RBV、ダイナミックケイパビリティ論を整理すると、以下の
ようになる。 
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 PV RVB ダイナミックケイパビ
リティ論 
代表的な 
学者 
Porter Barney,Wernerfelt 、
Teece,Rumelt 
Teece,Prahalad and 
Hamel 
レントの
種類 
チェンバレン型レント リカード型レント シュンペーター型レン
ト 
分析単位 産業、企業、製品 資源 プロセス、ポジション、
経路 
産業構造
の役割 
外生 内生的 内生的 
着眼点 産業構造と 
競合他社のポジション 
資産の代替可能性 資産の蓄積、複製可能
性、模倣困難性 
分析枞組
み 
Five Forces 分析 VRIO 分析  
図表 1-5：経営戦略論の概念整理 
出所：Teece, D.J., and Pisano, G, Shuen, A.1997；p.527 Table1 より一部抜粋、筆者修正作成 
 
第２項 RBV の限界 
 RBV は、何をもって価値のある資源だと考えるのかという、価値の部分に関して
市場側の視点を欠いている（沼上、2009）。Priem,R.L. and Butler,J.E.(2001)による
と、RBV でいう価値の定義を踏まえると、経営資源の価値とは市場が決めるものであ
り、市場における顧客や製品の価値が変われば、企業の持つ資源の価値も変わる。市
場を考慮しなければ、その経営資源が本当に価値があるのかどうかわからず、価値が
あっても陳腐化する恐れがある。 
 RBV の第二の限界は、VRIO 分析の限界においても述べたことだが、データへのア
クセスが困難な点である（Barney,2002）。理論的に素晴らしく、説明力は高いが、実
証的に検証するのは困難である。RBV は実証的な裏付けが乏しい（Newbert ,L. 
S.,2007）。 
PV と同様、RBV も静的な視点に留まっている。これは、Barney の理論が補完しよ
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うとした Porter の理論が静的な理論でしかないことと整合している（河合、2004）。
したがって、RBV は技術発展が急速な状況においては有用性を失ってしまうのである。
そこで、登場してきたのがダイナミック・ケイパビリティ論であり、動的な視点を補
完している。 
 
第３項 PV と RBV の関係 
PV と RBV は共に競争優位性に関するパースペクティブである。競争優位性とは、
「組織が資源展開のパターンや領域の決定を通じて、競合者に展開するポジション」
（Hofer, C. W. and Schendel, D.,1978；邦訳 p.31）のことである。当初、両者を二項
対立で捉える学者が多かった。「しかし一部の論者が为張するほど両社は対立しておら
ず、実務的には PV も RBV も複眼的に用いて戦略を構築していくとよいと理解してお
く方が得策なのである」（沼上、2009；p.86）。どちらのアプローチも相互補完してお
り、複数の概念レンズをバランスよく使うことが重要である（青島・加藤、2003）ま
た、一方のパースペクティブの固執し、もう片方のパースペクティブを無視すること
は、盲点が生まれ、理論としての説得力に欠ける。したがって、本研究では、PV と
RBV を複眼的に用いることとする。 
 
第４節 E-commerce における持続的競争優位性を得るための課題
と可能性 
 本章の第 1 節で、本研究における e-commerece を定義づけ、e-commerce の先行研
究をレビューした。E-commerce における成功要因のレビューから、e-commerce に
おいても従来のビジネスで重視されてきた要素（ロイヤルティー、信頼等）が重要で
あることが確認された。しかし、依然として、どの成功要因が決め手となっているの
か、またどの要因がコアになっているのかが漠然としたままである。そこで、
e-commerce 企業に競争優位性をもたらすコア・コンピタンスを特定しなければならな
い。 
E-commerece では、ケイパビリティが重要な役割を果たすとされており、
e-commerce に必要とされる数々のケイパビリティが特定されている。各研究の共通し
て言えることは、IT と既存事業の統合するケイパビリティが重要であるということで
ある。では、実際に既存事業とカニバリゼーションを起こすことなく、スムーズに統
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合することが果たして可能なのであろうか。特にブリック &モルタル企業の
e-commerce 化には、阻害要因が数多く存在しそうである。 
PV と RBV（ダイナミックケイパビリティ論を除く）は動的な視点を欠いているた
め、e-commerce 業界の競争優位性を部分的にしか描けない可能性がある。E-commerce
業界は環境変化のスピードが速く、変化に対忚してくために、ダイナミックケイパビ
リティのような動的な視点が不可欠である。ダイナミックケイパビリティと
e-commerce との両者の関係を明らかにしようとする研究は、多くない。 それゆえ、
e-commerce 業界におけるダイナミックケイパビリティの役割に関する研究を掘り下
げていく必要がある。 
 したがって、本研究の問題意識に沿って、e-commerce 企業が持続的な競争優位を
獲得するにはどうすれば良いのか明らかにするために、本章以降ではダイナミックケ
イパビリティ論を中心に、本章第 2 節及び第 3 節でレビューした PV と RBV のフレー
ムワークを用いながら、議論を展開していく。 
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第 2 章 ケース・スタディ 
第 1 節 Amazon.com のケース・スタディ 
第 1 項 Amazon.com の沿革 
(1)創業期 
 Amazon.com は 1994 年 7 月に設立、1995 年 7 月に書籍のオンライン販売を開始し
た。創業者である Jeff,Bezos は、ヘッジファンドの D.E.ショー社在籍時、同社からイ
ンターネットビジネスの可能性についての調査を命じられた。Bezos が調査を行った
ところ、Mackintosh や Windows のユーザーが増えてきたことで、ウェブの使用が年
に 2,300%の割合で増加していることを知り、ネットビジネスの可能性に期待を抱くよ
うになった。そして、インターネットで販売するのに適した商品を 20 品目リストアッ
プした。さらにトップの 5 品目、書籍、CD、ビデオ、コンピューターのハードウェア・
ソフトウェアに絞り、市場調査を行った結果、書籍が最もネット上での販売に最も適
した商品であることが判明した。同社に報告したところ、インターネット事業の案は
却下されてしまった。Bezos は、インターネットビジネスへの期待を捨てきれず、1994
年の 6 月に退社し、新事業の準備に取り掛かることになった。 
Washington 州 Seattle に住居を構え、雇ったプログラマーとともにそのガレージで
事業に必要なソフトウェアの制作に取り掛かった。Seattle に本拠を構えた理由は、
Seattle には優秀なプログラマーが多く、大手のホールセラー、Ingram 社の倉庫があ
る Oregon 州に近く、州税が安く済む点にあった。オンライン販売に書籍を選んだ理
由としては、 
・点数が300万点を超えており、膨大であること 
・書籍販売業界は、強力な権力者に支配されていなかった。B&NとBordersの売上を
合わせても、1994年の全売り上げの25%に及ばなかった。 
・独立書店が狭い店舗にならべられている書籍数は微々たるものだった 
・書籍が安価であること 
といった理由が挙げられる（Spector,R.,2000；Saunders,R.,2004；横田、2005）。書
籍は「ブッククラブ」のような通信販売が広く普及していたのだが、カタログの印刷
をその都度し直す必要がなく新刊情報をタイムリーにアップできるオンライン販売の
方が優れていた（小林、2001）。また、もともと在庫検索用として蓄積されてきたデ
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ータベースとインターネットの検索性を組み合わせて、オンライン書店の発想に至っ
たという経緯もある（木下、1999）。社名の由来は、第一に Bezos が「世界最大の書
店にしたい」という願いを込めて地球上最大の川であるアマゾン川にちなんでいる。
第二に、当時、検索サイトではアルファベット順に表示されていたため、検索結果一
覧の先頭に自社サイトが表示されるようにという狙いもあった。 
 
（2）成長期 
 さて、オンライン書店としてスタートした Amazon.com は、Bezos の先見の明もあ
ってか、着実に成長し続けていった。当初は在庫を持たず、e-commerce に典型的な仲
介業の形態をとった。けれど、事業を進めていくうちに確実かつ迅速な配送のために
在庫を持つ必要性を感じ、1996 年 11 月には Seattle に 8,600 平方メートルの配送セ
ンターを構えた。同年 7 月にはアフィリエイトプログラム12を業界で初めて開始し、
あらゆるサイトに Amazon.com のリンクが張られリーチが伸びた。わずか 2 年で、売
上が 10mil.$を超えた。 
1997 年、5 月に NASDAQ に上場し初日の終値は 23.5$で引け、同社に 50mil. $も
の資本をもたらされた。同年 9 月にはワンクリック方式を導入し、購入プロセスが簡
素化された。ドットコム企業の多くが認知度を上げるために広告費を投入したように、
Amazon.comも株式公開で得た資金を元に、AOL、Yahoo!、excite、Prodigy、Netscape、
Geocities といった各ポータルサイトと提携した。売上が 160,000 $を超え、拡大成長
路線に拍車がかかることになる。 
1998 年に入ると、書籍に留まらず、音楽 CD やビデオの取り扱いを始めた。その後
も、電化製品や台所用品へとカテゴリーを拡張していき、オンラインショッピングス
トアとしての Amazon.com へと変質していくのである。Bookpages（英国のオンライ
ン書店）と ABC テレブックス（ドイツのオンライン書店）の買収し、同年 10 月に
Amazon.uk 及び Amazon.de をオープンさせ、海外進出を果たす。カテゴリー拡張と
海外進出の相乗効果によって Amazon.com の売上高は 609mil.$で、前年比で 414%増
                                                   
12 アフィリエイト・プログラムとは、「代理店として登録した Web サイトを経由して自社サ
イトを訪問した顧客が物品やサービスを購入すると、購入額に忚じた紹介報酬を代理店に支払
うという仕組み」（『日経コンピューター』 2000 年 3 月 13 日号；p.13 参照） 
35 
 
となり、わずか 4 年で全米の書店売上で B&N、Borders に次ぐ第 3 位に躍り出た。 
1999 年には、1,250mil.$に転換社債を発行し資金を調達。配送時間を短縮するため
に、配送センターを 5 つ増設した。「これらの配送センターの配置は、顧客に尐しで
も早く本を届けるために地理的に分散している」（前川、2001；p.27）。つまり、全
米を網羅できるように流通網を敶いたのである。売上高が順調に伸びていく一方で、
創業以来一度も利益を出していなかった。 
 
（3）転換期 
 2000年にドットコムバブルが崩壊し、株価が暴落した。Amazon.comは1999年12月
9日に123$まで達した株価が、バブル崩壊の影響で、2000年末には約15$まで下落した
（前川、2001）。バブルが崩壊したことで多くのドットコム企業が倒産・廃業に追い
込まれたのである。ITの可能性に幻想を抱いていた投資家たちが夢から覚め、待てど
待てども一向に利益を出せないドットコム企業にレッドカードを突きつけた形になっ
た。当然のことながらAmazon.comもそのあおりを受け、エクイティファイナスによ
る資金調達が困難になった。利益を出せという投資家からの圧力が、成長し事業を拡
大していく戦略から効率性を重視し利益を度外視しない戦略へと戦略の転換につなが
った。 
前川（2001）は、Amazonの戦略は1999年末から2000年の初めに大きく変化し、広
告を駆使してブランドの認知度を上げて利用者を増やすと同時に取扱品目も増やして
いくという戦略から、世界中に知れ渡ったブランドと2,000万人以上の顧客資産、蓄積
した電子商取引技術からいかにして利益を生み出す仕組みを作るかという戦略に変化
していると指摘している。 
Amazon.comは、経営の合理化を図るために赤字の原因を洗い出した。まず、取扱
品目の見直しに着手した。「Bezosは、『今後はコストを削り、マージンを増やすため
に、在庫を厳密に管理する』と宣言した」(Marcus,J.,2004；邦訳p.296)。袋詰めのコ
ンクリートなどの配送に手間がかかる商品は扱わないことにしたのである。次に、書
籍の仕入れ先を出版社からではなくホールセールからの仕入れをメインに行うことに
した。ホールセールに注文した方が納品が早く、品違いが尐ないことが調査した結果、
分かったからである。矢継ぎ早に、2001年1月にデラウェアにある配送センターと
Seattleにあるカスタマーセンターを閉鎖、1,300人のレイオフを実施した。その結果、
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2001年第4四半期、5mil.$の黒字化に成功した。 
 
（4）安定期 
一部アナリスト達で囁かれた経営危機を乗り越え、Amazon.comは、2003年以降通
年で黒字を出し続けるほどオペレーションが改善したのである。2000年11月にスター
トした第3者による中古本の売買ができるマーケットプレイスが軌道に乗り、全売上高
に占める割合は2000年の6%から2005年には28%にまで上昇した13。つまり、単なる商
品を売って原価との利ザヤからの収入だけでなく、手数料収入による事業展開が
Amazon.comを支える柱の一つとなったのである。 
2005年2月に優良顧客の囲い込みを目的とした「Amazonプライム」という有料制会
員サービスを開始した。海外での売上は全体の45%を占め、書籍以外の家電その他の
部門の売上は全体の34%を占めるまでに成長し14、事業多角化と海外進出がAmazon全
体の売上を押し上げている。 
2007年にはapple storeに対抗し、デジタル音楽ストアをオープンさせ、自社で開発
した電子書籍端末「Kindle」の販売を開始した。オンライン小売というドメインを音
楽配信事業、製造業へと拡張していった。同年に開始した「フルフィルメント・バイ・
アマゾン」というサービスは、在庫管理、梱包、配送をAmazon.comが代行するもの
である。流通ネットワークを有効活用でき、Amazom.comのロジスティク能力の高さ
が認められたことの現れである。 
 
年 沿革事項 
1995年  
7月 サイトオープン 
1996年  
7月 「アフィリエイトプログラム」開始 
11月 Seattleに配送センターを設置 
1997年  
                                                   
13 Amazon.com Annual Report 2005 参照 
14 Amazon.com Annual Report 2006 参照 
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5月 NASDAQに上場 
9月 「ワンクリック方式」導入 
1998年  
6月 音楽CDの販売開始 
10月 Amazon.uk（イギリス）、Amazon.de（ド
イツ）サービス開始 
11月 ビデオ販売開始 
1999年  
1月 12,500mil.$の転換社債発行 
3月 オークションスタート 
7月 玩具、家電の販売開始 
11月 ソフトウェア、ゲームソフトの販売開始 
2000年  
3月 ドットコムバブル崩壊 
4月 医薬品、化粧品販売開始 
5月 台所用品販売開始 
8月 Amazon.fr（フランス）サービススタート 
自動車の販売開始 
11月 Amazon.co.jp（日本）サービススタート、
マーケットプレイススタート 
2001年  
1月 従業員1,300人のレイオフ 
2002年  
6月 Amazon.ca（カナダ）サービススタート 
7月 「アマゾンウェブサービス」スタート 
2003年  
10月 中身検索機能の「Look Inside the Book」
開始 
2004年  
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4月 「検索サービスA9」を開始 
2005年  
2月 有料会員サービス「アマゾンプライム」ス
タート 
2006年  
8月 クラウドサービスのEC2をスタート 
2007年  
9月 音楽配信スタート 
11月 電子書籍端末「Kindle」発売 
2008年  
1月 オーディオブックの「オーディブル」を買
収 
8月 希尐本販売サイトのAbebooksを買収 
2009年  
2月 「Kindle2」発売 
図表2-1：Amazon.comの沿革事項 
出所：Amazon.com Annual Report、週刊東洋経済2009年8月29日号；p.39より筆者整理作成 
  
第 2 項 Amazon.com の現状 
Amazon.com は、世界最大級のオンラインショッピングサイトと言えよう。
Amazon.com の時価総額は、2009 年の間に 2 倍以上にはねあがり、小売業では
Wal-mart（209bil.$）に次いで二位の 60bil.$である15。2009 年の売上高は 24,509 
mil.$に達し、営業利益は 1,129mil.＄である。 
直近のデータによると、2010 年第 3 四半期の売上高が 7,560 mil.$（前年同期比 39％
増）で、電子書籍 Kindle を含む「家電その他の部門」の売上が好調であった16。2010
年の各四半期の売上高を追っていくと、第 1四半期が 7,131 mil.$17、第 2四半期が 6,560 
                                                   
15 『販売革新』2010 月 10 月号参照。 
16 『朝日新聞』 2010 年 10 月 23 日朝刊参照。  
17 『日本経済新聞』 2010 年 4 月 23 日夕刊参照。 
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mil.$18、第 4 四半期見込みで 12,000～13,300 mil.$と予想されている。合算すると 2010
年の売上高予想は、33,251 mil.$となり、2010 年も増収増益が見込まれている。電子
書籍が好調であることや取扱品目の拡大が収益増加に寄与した。 
さらにアプリケーションを動かす仮想サーバーを提供する EC2(Elastic Compute 
Cloud)を初めとするクラウドサービスにも力を入れており、オンライン小売に留まら
ず、ウェブサービス会社としての存在感が増してきている。電子書籍、音楽配信、ウ
ェブサービスと取扱品目の拡大は、顧客満足の最優先及び IT インフラ・物流インフラ
の有効活用という観点から見てみると、ハッキリした戦略ですべてが関連付けられて
いることが分かる19。 
 
第２節 Barnes&Noble のケース・スタディ 
第１項 B&N の沿革 
B&N は、1873 年創業した。教科書販売を中心と、教育関連の書籍を専門とする書
店として成長をしていく中で、1931 年以降、一般の書籍の販売も手掛けるようになる。
1932 年に N.Y.に店舗を構える。B&N にとっての最初の転機は、1971 年に SBX
（Student Book Exchange）という書店を経営していた Leonard Riggio に買収され
たことである。Riggio は今までの書店のあり方を変えた。1974 年にニューヨークシテ
ィ・B&N セールス・アネックスをオープンした。この書店では、テーブルの上に本を
積み上げ、ショッピングカートを用意し、木製のベンチを店内に配置し、上質の書評
を集めた「ニューヨークタイムズ・ブックレビュー」を無料で配布するなど斬新な店
舗づくりがされていた（Nina,M.,1999）。大きな話題を呼び、B&N への客足が順調に
伸びていった。同年、アメリカの書店としては、初めて TVCM を放送し、全国的に知
名度が上がることとなった。翌年、1975 年には業界初の試みとして、New York Time’s
紙のベストセラー本を定価の 40%引きで売り始めた。Rigiio の指揮の下、B&N は世界
一の本屋を目指し、買収による成長路線を歩んでいくことになる。 
N.Y.を地盤とし、買収による拡大戦略の下、1980 年初めにはチェーン店数は 50 店
舗を超えた。かつての B&N は安売りで評判の支店、顧客ケアの行き届いた本店とい
                                                   
18『 朝日新聞』2010 年 7 月 23 日夕刊参照。 
19 『週刊東洋経済』 2009 年 8 月 29 日号 p.42 参照。 
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う 2 つの顔を持っていた中堅書店だった（賀川、2001）。金平（1992）によれば、B&N
のチェーンは N.Y.を中心とした周辺の数州に限定されるため、B&N は地方チェーン
書店として位置づけられる。その後景気の回復とともに、B&N の拡大路線が再開し、
1988 年には業界第 1 位の Waldenbooks に比肩する業界 2 位の B. DALTON を業界 3
位の B&N が買収した。B&N の第 2 の転機である。 
当時約 180 店舗しか持たない B&N が、ジャンクボンドで集めた資金を梃子にして、
800 店舗を持つ B. DALTON を買収したことは、業界に衝撃を与えた。全米 50 州に
チェーン店を持つ B. DALTON を買収した結果、B&N は販売チャネルを大幅に拡大
したのである。小が大を食う形となったこの買収を契機に、B&N は 1989 年には
Scribner 書店、1990 年には老舗の Doubleday 書店を買収し、アメリカ No.1 の書店
としての地位を盤石なものとしていった。 
B&N は 1990 年代に入ると、店舗形態に大きな変化がみられるようになった。1989
年にテキサスを中心にスーパーストアの展開をしていた Bookstop を買収した。この買
収によって、スーパーストアに必要なオペレーションやマーチャンダイジングのノウ
ハウを獲得し、1991 年からスーパーストアの展開を本格的にスタートさせた。 
スーパーストアとは、一店舗当たりの大きさが 1 万平方フィートから 4 万フィート
ほどの規模の店舗のことである（賀川、2001）。スーパーストアの先駆けは、Borders
書店である。Borders は、独立書店やモール店（2,800 平方フィート～1 万平方フィー
ト）とは一線を画す大規模な書店であるスーパーストア形態で事業を伸ばしていった。
スーパーストアの特色は、6 万点から 20 万点にまで及ぶ豊富な在庫点数、ゆっくり本
を読めるように椅子やカフェが備え付けられている点である。B&N がスーパーストア
展開に踏み切ったのは、Crown Books や Waldenbooks といった他のチェーン書店が
スーパーストアを開店させていったことに危機感を感じ、豊富な在庫を誇る個人書店
への対抗するためであった。スーパーストアを拡大していったために借金が増えてい
った。借金の返済とさらなる成長を遂げるために、1993 年に株式を公開した。 
B&N のスーパーストアは、従来のチェーン店とは一線を画している。品揃えの多様
さと膨大なタイトル数を誇り、美しいプレゼンテーション、リメインダー本の大幅値
引、知的でオーセンティックなアメニティ空間づくり等の魅力を兼ね備えている（木
下、1999）。各ジャンルに関する専門知識を持つ販売員を配置することによって、きめ
細やかな顧客サービスを徹底させた。B&N のスーパーストアの多くは、サンドウィッ
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チやデザート提供するカフェが常設されている。コミュニティ感覚及び地域住民との
コミュニケーションを重視し、地域の顧客層に合わせた品ぞろえや地元の高校の演奏
会を初めとする各種催しを行っている。B&N は、スーパーストアで Borders に遅れて
スタートしたが、1998 年には 500 店舗を超え、Borders を追い越した（木下、1999）。
スーパーストア展開による攻勢が功を奏し、1999 年には B&N のマーケットシェアは
15％に達した（Nina,M.,1999）。1992 年時点では 7％であったので、その伸びが著し
いことが分かる。B&N は、Borders、Book a million、Crown Books に並び四大書店
チェーンに含まれるが、図表 2-2 が示しているようにその売上高と店舗数は群を抜い
ている。二位の Borders に売上高で二倍以上の差をつけ、店舗数でも三倍近くの規模
を誇る。Wal-mart やブッククラブを除いた「書店」というカテゴリーで見ると、B&N
のシェアは 1992 年の 10%から、1999 年には 25%にまで伸びている（Nina,M.,1999）。
1999 年時点で、スーパーストアの売上が B&N 全体の売上の 81%を占めており、B&N
にとってスーパーストアはコア事業となっている。一方で従来のモール型店舗は、年
に 50～60 店舗のペースで閉鎖していった。 
 
 売上高 店舗数 
B&N（注） 1,861mil.$ 431 
Borders（注） 958mil.$ 157 
Book a million 228mil$ 91 
Crown Books 225mil.$ 109 
図表 2-2：チェーン書店間の売上高比較（1997 年時点） 
出所：Publishers Weekly 19 May,1997, p.10.より筆者作成 
（注）；いずれも単体。B&N は、B. DALTON の売上・店舗、Borders は、Waldenbooks の売上・店
舗除く。 
 
また、B&N は書籍のカタログ販売（1970 年代に開始）にも力を注いでいる。B&N
はアメリカで一番大きな本のカタログ販売ビジネスを行っており、当ビジネスが B&N
の全米中に知らしめ、チェーン展開する際に有利に働いている（竹内 2002）。その後
も、1997 年に、B&N.com という名称でオンラインサイトをオープンさせ、販売チャ
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ネルを拡大した。B&N.com の顧客は初年度で 25 万人に達した。 
1997 年のスーパーストアの売上高が前年比 9%増で、米国の小売業の中で最も高い
伸びを示した。営業利益が前年比 23%増の 147mil.＄であった。その要因は、流通セ
ンター（60 万タイトルの供給）を設置したことで出版社からの直接購入が増え、固定
費にレバレッジが効いてきたからである。B&N.com は、Disney と NewYorkTimes 誌
専属のオンライン書店となった 
1998 年には、既出の流通センターの在庫数を 60 万タイトルから 75 万タイトルに増
加させた。この流通センターは、実店舗とオンラインで共通利用している。B&N.com
のサイト及び店内設置の検索システム「BookMaster」で、題名、著者、キーワード、
価格、フォーマットで検索が可能になった。 
1999 年頃から B&N 自身がオンライン書店でのフルフィルメントの重要性を実感し、
新たにフルフィルメントセンターを二カ所設置した。B&N.com は、CD,ソフトウェア、
雑誌、ビデオへと取扱品目を増やした。 
2000 年には、オフライン事業とオンライン事業との連携を強化した。まず、B&N
の店内にインターネットサービスカウンターを設置し、顧客が B&N のお店から
B&N.com の商品を注文できるようにした。次に、「Readers’ Advantage」というメン
バープログラムの 10%分のディスカウントを B&N.com でも受けられるようにした。
そして、B&N.com で買った書籍を B&N のお店でも返品可能とした 
リサーチ会社 Harris Interactive による“Fall 2002 EquiTrend Brand Study”調査で、
すべての小売業者の中で No1.のブランド品質を誇る会社に選出された。Home Depot
や Wal-Mart を抑えての一位であり、B&N ブランドの強さが伺える。 
9・11 テロやアフガン戦争の影響で売り上げが伸び悩む中、子会社である Game stop
（ビデオゲームの小売店）の売上高が好調であった。その Game stop が 2002 年に株
式を公開、230mil.の資金調達に成功し、財務体質を強固なものにした。B&N は、63%
の株式を保有継続した。 
2003 年には、全米で TOP25 に入る大手出版社で、ハウツー本を数多く手がけてい
る Sterling Publishing を傘下に収め、川上統合への動きを見せる。同年、B&N.com
は売上が伸び悩み、業績不振に陥った。Bertelsmann AG から B&N.com の株を買い
取り、子会社化した。 
2004 年には、B&N.com の新たなサービスとして「 Fast&Free Delivery」を開始。
43 
 
これは購入金額が 25$以上であれば、配送料が無料になるだけでなく、1~3 日での速
配を行うというものである。Wi-Fi を B&N の全店舗に導入し、顧客の呼び込みを図る。 
2006 年、メンバーズカードの新たな特典としてベストセラー本の 40%引きを始めた。
2007 年には、著者へのインタビューや Podcast を楽しむことができる B&N Studio
を Web 上に開設した。 
 
年 沿革事項 
1873 年 創業。教科書を専門に扱う 
1931 年 一般書籍の販売開始 
1932 年 N.Y.に店舗を設置 
1971 年 SBX に買収されるが社名は残る 
1972 年～1980 年 買収により事業拡大。店舗数が 50 を超える 
1988 年 B. DALTON を買収し、業界 1 位へ 
1989 年 Scribner 書店買収 
1990 年  Doubleday 書店買収 
1993 年 株式公開 
1997 年 ・オンラインサイトをオープン 
・Disney と NewYorkTimes 誌専属のオンライン書店と
なる 
 
1998 年 ・スーパーストアが 500 店舗を超える 
・最大手のホールセラーIngram の買収騒動 
・Bertelsmann AG が B&N.com の株の 50%を取得 
・CNN, Lycos, USA Today との戦略的提携 
1999 年 ・B&N.com 株式公開（18%分） 
・B&N.com のサイト上で CD,ソフトウェア、雑誌、ビ
デオの取り扱いを始める 
・電子書籍のサイトをオープン 
・ゲーム専門小売店 Game stop を買収 
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・オンライン用のフルフィルメントセンターを二カ所設
置 
2000 年 ・B&N.com のサイト上で DVD の取り扱い開始 
・Yahoo!専属のオンライン書店になる 
・三番目に大きなオンライン書店 Fatbrain.com を買収 
2001 年 ・コスト削減活動を行い、26mil.$のコスト削減を実現
した 
2002 年 ・Game stop の株式公開（全体の 3 分の 1） 
2003 年 ・Bertelsmann AG から B&N.com の株を買い取り、子
会社化（75%保有） 
・出版社 Sterling Publishing を買収 
2004 年 ・B&N.com を完全子会社化 
・Wi-Fi を全店舗に完備 
・Game stop を売却 
・購入金額 25$以上で配送料無料かつ 1~3 日での Fast
シッピングサービス開始 
2006 年 ・ベストセラー本の 40%ディスカウントを導入 
・5 つの倉庫を閉鎖し、1 つの巨大な流通センターに集
約した 
2007 年 B&N.com に B&N スタジオを開設 
2009 年 ・電子書籍サイト Fictionwise を買収 
・電子書籍端末 NOOK 販売 
・大学書店事業を買収し、完全子会社化 
2010 年 ・NOOK のフルカラー版を販売 
図表2-3：B&Nの沿革事項 
出所：B&NのHP、B&N Annual Report、Answer.comのWeb page、賀川洋 『出版再生 アメリカの
出版ビジネスからなにが見えるか』（文化通信社,２００１）、金平聖之助 『アメリカの出版とビジネス』 
（ぱる出版,1992）、Nina,M., Just a year ago , “book king Lenny Riggio had the category killed. Then 
Amazon.com knocked his Banrnes&Noble flat.But this brawl ’s just begun,” (Fortune,21June,1999）；
中嶋愛訳、「アマゾンから顧客を奪い返せ！世界最大の書店、B&Nの逆襲」『プレジデント』1999年9月
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号より筆者整理作成 
 
第二項 B&N の現状 
 B&N は 2010 年 5 月時点で、全米に 1,357 店（内 Barnes&Noble store 720 店, 
Barnes&Noble Cumpus store 637 店）を展開し、従業員 40,000 人を抱えている20。 
2009 年の売上高は 5,810 mil.$、本業のもうけを示す営業利益は 79 mil.$であった。
全売上高の 96%以上がスーパーストアからの売上である。図表１にあるように、2000
年の売上高が 3,748 mil.$であり、ここ十年間で 1.5 倍近く、増加している。しかしな
がら、営業利益は横ばい状態で、直近の二年間は大幅な減益となっている。 
2009 年の第 2 四半期の B&N の売上高は、リアル書店が 2.6％減であるのに対し、
オンライン書店は 42％の伸びを見せている21。オンライン販売での取扱商品は書籍、
CD、DVD、おもちゃ、ゲーム、電子書籍、ホーム＆ギフト（雑貨や文具）となってい
る。B&N 自身も事業の在り方を変えつつあり、読者がオンライン販売での使いやすさ
や検索の速さ、豊富なセレクションを求めていることを認めていることから、今後も
オンライン販売への投資を続けていくであろう（Wendy,H.and Atul,G.,2010）。 
また、2009 年には電子書籍事業に乗り出した。同年 3 月に、電子書籍サイト
Fictionwise を買収し、7 月に B&N ブランドの電子書籍サイトとしてリニューアルし
た。同年 10 月に電子書籍端末である「NOOK」を発売した。B&N は今後電子書籍事
業を拡大させ、リアル店舗とのシナジーを狙っている。NOOK の購入者の 4 分の 1 が、
新たに B&N のオンラインサイトに訪れているのである22. 
Online 販売や電子書籍において環境変化に忚じているように見える B&N だが、電
子書籍に押され店舗での売り上げが落ち込み、株価は大幅に低下している。株価は 3
年前の 3 分の 1 程度まで低下し、敵対的な買収攻勢を受けており、身売りを検討して
いると報道される23など、経営状態は芳しくない。 
 
                                                   
20 B&N 2010 Annual Report 参照。 
21「海外出版レポート アメリカ」『出版ニュース 2010 10 月号 下』；p.19 参照。 
22 B&N Annual Report2010 参照。 
23 『朝日新聞』2010 年 8 月 4 日夕刊参照。 
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第３節 Amazon.co.jp のケース・スタディ 
第１項 Amazon.co.jp の沿革 
Amazo.co.jp は、1998 年から秘密裏に開業準備が進められていた。Amazon.co.jp の
当初のプランでは、立ち上げ期は e-bay や楽天のようなフリーマーケット的なインタ
ーネットビジネスにして、引き続いて書籍ビジネスを立ち上げようというものであっ
た。サイトに構築に関しては、日本の既存のサイトと提携もしくは買収して初期投資
を最小限におさえようというプランだった。Amazon.com は、イギリスやドイツに進
出した時もそうであったように現地にあるオンライン書店を買収し、Amazon の名で
リニューアルオープンさせるやり方を常套手段としてきた。しかし、Bezos によって
そのプランは白紙に戻された。Bezos は、書籍ビジネスでスタートし、サイト構築は
自前で行うようにと指示したのである（松本、2001）。 
書籍ビジネスにこだわったのは、それが Amazon.com の原点であり、また日本にお
いても Amazon.com＝オンライン書店というイメージが広まりつつあったからである。
現に、Amazon.com ユーザーも存在した。Amazon.co.jp の開設時点で、Amazon.com
に登録している日本の居住者は約 19 万人いた。 
Amazon.co.jp がオープンまでに 2 年も要したのは自前で一からサイトを立ち上げ、
取次や出版社各方面での調整に時間がかかったからである。日本の出版社には、
Amazon.co.jpが日本の出版業界が抱える流通面での非効率さを解決してくれるものと
して好意的に受け止められた。取次会社とは条件面で折り合いがつかず、日版やトー
ハンはすでにオンライン書店を開設していたこともあり、業界 3 位の大阪屋とタッグ
を組んだ。業界 3 位の大阪屋と組んだ別の理由としては、大阪屋が単品管理できるシ
ステムを持っていて、Amazon.co.jp の顧客情報管理システムとの接続がスムーズに行
えるという点にもあった。日本での物流パートナーとしては、日本通運と手を組んだ。
千葉県市川市に日通と共同で配送センターを設置した。 
Amazon.co.jp がいつオープンするかはベールに包まれていたが、2000 年 11 月に満
を持して開業した。和書・洋書合わせて 170 万タイトルを揃え、洋書は最大で 30%off
のディスカウントを実現。配送センターに在庫があるものであれば、24 時間以内で配
送可能であり、期間限定で配送料を無料とした。ワンクリック方式やカスタマーレビ
ュー等の Amazon.com と同様のサービスを提供した。 
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日本には再販制24が存在するため、Amazon.com が得意とする低価格戦略を取るこ
とができない。日本にはすでにオンライン書店が幾つも存在しており、Amazon.co.jp
は後発であるから、Amazon.com のように大成功を収めるのは難しいとされていた。
確かに、序盤は他のオンライン書店に苦戦を強いられた。差別化を図るために、一回
の購入金額が 1,500 円以上の場合には送料無料とした。これに伴って、客単価が上昇
した。2001 年 6 月には、音楽 CD、ビデオ、DVD の取り扱いを始め、日本に上陸して
1 年もたたないうちに商品カテゴリーを拡張していった。 
日本における独自のサービスとして、同年 11 月には代引き配送サービスも始めた。
クレジットカードを持ってない人たちも顧客に取り込めるようになったのである。ま
た、クレジットカード以外の支払いオプションを用意することでオンラインショッピ
ングに対する不安を解消し、敶居を低くする狙いもあった。Amazon.co.jp は、開業 2
年で黒字を達成したと言われる。スポット的な無料配送キャンペーンが功を奏し、2002
年 5 月時点でオンライン書店では最多となる 80 万人の会員を獲得した25。 
2003 年には家電の取り扱いがスタートした。再販制の対象となる書籍以外の商品は、
希望小売価格の 10~30％の値引きを行い、低価格戦略を実行した。日本においても、
Amazon.com と同様のやり方を次々に移植し、それが定着していった。 
2007 年 2 月にポイントサービスを開始。ポイントサービスが一般化してきた日本の
商業慣行にいち早く適忚したとなった。同年 4 月には、「マーチャント＠amazon.co.jp」
を開始した。これは、モール型ビジネスで、いわゆる店舗貸しである。出店する企業
は、Amazon.co.jp のサイト上に独自のサイトを持つことができ、Amazon.co.jp の顧客
を自社のストアに呼び込める。今までの利ザヤで儲けるビジネスに加え、手数料で儲
けるビジネスを強化した。これは日本においても Amazon.co.jp のブランドが定着し、
多くのメーカーを引き付けるほどの集客力をつけたことの現れである。 
    
 
                                                   
24 再販制とは出版社が小売価格を定め、値引き販売を行わないことを条件に書店と取引契約を
結ぶものである。値引きができない分、書店側が自由に返品できる委託販売制度が補完してい
る。 
25 『日経産業新聞』2002 年 5 月 14 日号参照。 
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年 沿革事項 
2000 年  
11 月 日本語サイト Amazon.co.jp 本のストアをオープン、市川に日本
通運と提携して物流センターを開設 
2001 年  
1 月 札幌にカスタマーセンター開設 
5 月 Amazon アフィリエイト・プログラムスタート 
6 月 音楽、CD、ビデオのストアを同時オープン 
10 月 ソフトウェアとＴＶゲームのストアをオープン 
11 月 代金引換による支払いスタート 
2002 年  
4 月 マイストアオープン 
11 月 Amazon マーケットプレイスオープン 
2003 年  
7 月 エレクトロニクスストアをオープン、「AmazonWeb サービス」を
開始 
11 月 ホーム＆キッチンストアをオープン 
2004 年  
9 月 ブックストア内に雑誌コーナーをオープン 
10 月 おもちゃ＆ホビーコーナーをオープン 
2005 年  
11 月 ブックストアにて「なか見！検索」を開始、新物流センターアマ
ゾン市川 FC（フルフィルメントセンター）を開業、スポーツス
トアをオープン 
2006 年  
4 月 コンビニ・ATM・ネットバンキング払い開始 
6 月 出版社やメーカーの商品を委託販売する「Amazon ｅ託販売サ
ービス」を開始 
8 月 ヘルス＆ビューティーストアをオープン 
49 
 
10 月 Amazon ショッピングカードをコンビニエンスストアにて販売時
開始、「お急ぎ便」の提供開始 
2007 年  
2 月 Amazon ポイントサービス開始 
4 月 「マーチャント＠amazon.co.jp」を開始 
6 月 ベビー＆マタニティストアオープン、初の会員制プログラム
「Amazon プライム」を開始 
8 月 丸善と Amazon.co.jp による共同ブランドストア丸善ストア開始 
10 月 物流センターアマゾン八千代 FC を開業、アパレル＆シューズス
トアオープン 
2008 年  
4 月 在庫保管・商品配送代行サービス「フルフィルメント ByAmazon」
の提供開始 
5 月 コスメストアをオープン 
7 月 コンビニ受け取りサービス開始 
10 月 食品＆飲料ストアオープン 
2009 年  
4 月 ジュエリーストアオープン 
5 月 文房具・オフィス用品ストアオープン 
6 月 Amazon ギフト券をコンビニエンスストアにて販売開始 
10 月 物流センターアマゾン堺 FC を開業、「当日お急ぎ便」の提供を開
始、カー＆バイク用品ストアをオープン 
2010 年  
4 月 楽器ストアをオープン 
11 月 無期限の無料配送を決定 
図表 2-4：Amazon.co.jp の沿革事項 
出所：Amazon.co.jp の HP より筆者修正作成 
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第 2 項 Amazon.co.jp の現状  
Amazon.co.jp は日本において No.1 の書店になった。日本での売上は非公表である
ため正確な数値は分からないが、書籍を初めとするメディア部門の日本での売上は
1300 億円近いと考えられ、国内最大手の紀伊國屋書店の 1198 億円（2008 年 12 月期）
を超えたと見られる26。 出版業界全体のパイが収縮する中でも、Amazon.co.jp は毎年
2 ケタ以上の成長を続けているという。 
2010 年 11 月には無料配送を恒常的に行うことを発表した。無料配送が常時可能と
なるほど、Amazon.co.jp のオペレーション効率が向上し、また、客単価が他のオンラ
インサイトに比べて高い水準に達しているからであろう。 
日本においては、Kindle の日本語版は未発売である。Kindle のコンテンツサービス
は、Amazon.com に限られる。日本語版となると、縦書きであり、振り仮名等の日本
語特有の問題に直面し、時間を要している。Kindle の発売が実現すれば、さらなる成
長が見込まれる。 
 
第 4 節 紀伊國屋書店のケース・スタディ 
第１項 紀伊國屋書店の沿革 
紀伊國屋書店は、1927 年田宮茂一によって創業した。新宿三丁目に木造二階建て、
38 坪の書店を開業した。当時、日本雑誌業界による営業の距離制限があり、書籍のみ
を扱った。文芸書を中心とし、他店では取り扱いが尐ない思想関係書を揃えることで
独自色を出した。1930 年にすぐさま 90 坪の店舗へと建て替え、同年に新宿に進出し
てきた三越百貨店の集客効果もあって、新宿一帯が賑わいを見せてきた。1933 年には
紀伊国屋出版部を設立し、書籍や雑誌が世に送り出されていった。1945 年 5 月に空襲
で店舗を焼失、同年 12 月にバラックで 12 坪の仮店舗で営業を再開した。1946 年に法
人登記し、株式会社として戦後の日本とともに急成長をしていくことになる。 
1948 年に英国書をオーダーしたのが洋書取扱いの発端となった。その背景には、戦
後の日本において先進国の情報や知識に関する需要が増した点にあり、同社はいち早
くそのニーズの高まりを読みとったのである。1951 年には、会社を総務部、和書販売
部、和書仕入部、洋書部に部門化し、組織の形を成してきた。洋書部門に関しては、
                                                   
26 『東洋経済新報』 2009 年 10 月 26 日号参照 
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1957 年に大阪、翌年には名古屋、広島、福岡、仙台、札幌に営業所を設置し、全国展
開を図った。1959 年から 1962 年にかけた紀伊國屋書店は中小企業から中堅企業へと
成長を遂げ、その原動力となったのが洋書販売であった。1964 年には、新宿に鉄筋コ
ンクリート造りの紀伊國屋ビルディングが完成した。地上九階、地下二階からなる同
ビルは、延べ床面積 3,560 坪に及ぶ売り場面積を構え、豊富な点数とともに本の専門
店としての特徴を打ち出した。2~3、5~6 階は書店スペース、4 階は画廊、1 階及び地
下 1 階は商業テナントとし、商店ビルとしての顔も持たせた。新社屋建設は「第二の
創業」と言われ、一大事業であった。1969 年にはアメリカに現地法人を設立、サンフ
ランシスコに支店を設けた。海外進出の第一歩となった。また大学の新設があると、
その都度、売上が増えた。 
1986 年、新刊書を家庭のパソコンで自由に検索できる書籍のオンラインデータベー
ス事業に乗り出した。当時、紀伊國屋書店は日本でトップクラスのオンラインサービ
ス会社でもあった。1987 年 4 月には、日本通運と組んで書籍の全国宅配サービスをス
タート。出版業界で宅配サービスが広まりつつあり、同年 3 月に宅配サービスを開始
した三省堂を追随するために紀伊國屋書店もこのサービスを開始した。地価が高騰化
した影響で、1984 年から 10 年間、大型店舗の出店は控えている。 
1994 年には、大型書店としては初めて無線型の POS システムを導入した。これに
より、接客時間が短縮され、在庫管理の効率化を図れるようになった。1995 年 9 月に
は会員制でパソコンからの本の注文販売をスタートさせた。全国宅配及びパソコンで
の販売サービスに踏み切ったことにより、オンライン書店開設に必要な準備が整った。
同年 7 月に Amazon.com がアメリカで産声をあげており、丸善と並ぶ日本最大手の同
社はいち早く業界の将来像を見据えていたのである。 
1996 年、世界最大規模のデータベースを誇るオンライン書店「BookWeb」を開設し
た。店舗での販売、外商により販売に次ぐ第三の販売チャネルと位置づけられる。和
書 120 万冊、洋書 180 万冊のタイトルを揃え、売れ筋の本であれば表紙の写真や要約
が見られる。開設当初はシステムの維持費として年会費 3000 円がかかる（のちに 1500
円に値下げ、撤廃）。オンライン書店の開設と時期同じくして、国内最大規模の売り場
面積 1434 坪を誇る新宿南店をオープンさせた。新宿本店とのすみ分けとして、新宿南
店は 20~30 代をターゲットとし、コミックや洋書に力を入れ、CD-ROM やビデオソ
フトなどのメディア商品を揃えた。一方、新宿本店は 40 代以上の顧客を対象とし専門
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書の更なる拡充を図った。 
BookWeb は順調に売り上げを伸ばし、1999 年には月商 1 億円を超えた。同年、「ハ
イブリット Web」サービスを開始した。各店舗在庫を閲覧でき、欲しい本を店頭取り
置き又は宅配で自宅に届けてもらえる。BookWeb の在庫の有無が確認できない弱点を
補うサービスである。2001 年時点で、オンライン部門での売上高が年間 40 億円、会
員数は約 18 万人27であり、オンライン書店でもトップシェアを誇っていた。 
2003 年には新宿に DVD とコミックに特化した店舗を開業させ、2004 年には、独自
性を出すために、新刊書店では珍しい絶版本の取り扱いをネットと店舗で始めた。絶
版本専門の書店と提携し、紀伊国屋ブランドと全国に点在する店舗を通して需要と供
給のマッチングを図る。1997 年以降、出版不況の影響で書店が淘汰されており、いず
れも生き残りをかけるために打ち出したものである。出版不況は中小書店の閉店を増
やし、紀伊國屋書店のような大型書店はかえって出店攻勢を強めた。2006 年度の後半
にかけては、過去最多となる 8 店舗を開いた。全国の売り場面積を増やしたものの、
図表 2 が示しているように売上は頭打ち状態で厳しい経営状態が続いた。国内最大手
の紀伊國屋書店でさえ、出版不況の影響を払拭することができなかったのである。 
 
第 2 項 紀伊國屋書店の現状 
2009 年度の売上高は 1,198 億円で、純利益は 3 億 30 万円であった。書店経営業社
で唯一 1000 億円台の売上を誇っている（図 2-5 参照）。かつて双璧を成した丸善が売
上を落とす一方、紀伊國屋書店は安定した成長を続けている。2010 年時点で従業員
4,000 人、国内に 65 店舗、84 のブックセンター、海外 24 店舗を展開している28。 
2010 年 6 月から書籍の予約状況を出版社への提供を開始した。需要予測に役立て、
返品率の上昇に歯止めにつなげる。6 月には、さらに電子事業に乗り出すことを発表
した店舗を持つ書店としては初の試みであり、年内に自社独自の電子書籍事業を手掛
ける予定である。電子書籍元年と言われる 2010 年。iPad の発売を皮切りに、電子書
籍の端末及びプラットフォームづくりが日本においても本格化してきた。紙媒体への
危機感が募る一方、業界の構造変化に遅れまいと、紀伊國屋書店も 80 年以上続く歴史
                                                   
27 『日経ネットビジネス』2001 年 2 月号参照。 
28 紀伊國屋書店 HP より、2010 年 11 月 23 日調べ。 
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の中で大きな岐路に立たされていることは間違いない。 
 
 
（単位：億円） 
図表 2-5：日本の書店の売上推移 
出所：有価証券報告書、新文化 HP、自社 HP より筆者作成 
※丸善は 2005 年より 3 月期決算から 1 月期決算に移行。2005 年は１０ヶ月の変則決算 
紀伊國屋書店、文教堂、有隣堂は 8 月期決算、ジュンク堂は 1 月期決算 
 
年 沿革事項 
1927 年 創業開始 
1933 年  出版部を創設 
1946 年 法人登記 
1957 年 全国为要都市に営業所を設ける 
1964 年 新宿に本社ビル完成 
1969 年 海外初の支店、サンフランシスコに出
店 
1975 年 洋書の仕入れに関するカルテル疑惑 
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1983 年 シンガポール店を設置し、アジアに初
進出 
1987 年 全国宅配サービス開始 
1994 年 POS システム導入 
1996 年 オンラインストアオープン 
新宿南店開店 
1999 年 ハイブリッド Web サービス開始 
2004 年 絶版本の取り扱い始める 
2010 年 電子書籍事業への参入を表明 
図表 2-6：紀伊國屋書店の沿革事項 
出所：松原治 『株式会社紀伊國屋書店創業五十周年記念誌』（1977、紀伊國屋書店）、『日本経
済新聞』の記事、『日経ビジネス』より筆者作成 
 
第５節 比較分析 
第1項 Amazon.com と B&N の比較～1990 年代後半～ 
（1）B&N の参入 
Amazon.com は 1995年 7月にオンラインストアを開始したのに対し、B&N は 1997
年 2 月、Amazon.com が NASDAQ に上場した同時期に、オンラインストアをオープ
ンさせた。わずか 2 年足らずの差であるが、インターネットのように成長速度が著し
く早い世界における 2 年という遅れはあまりにも大きかった（Nina,M.,1999、木下、
1999、Rogelio,O.and John, D.S.and Martin,G.,2003）。B&N は当初、Amazon.com
のビジネスモデルを在庫が無い場合に、本を発注し、取寄せ、顧客に取りに来てもら
い受け渡す 19 世紀以来のやり方としてとらえ、誤解していた（Thomas,M.S. and Pat, 
H., 1999）。また、ドットコム企業が展開する e-commerce の先行きが不透明であり、
ある程度 e-commerce そのものが軌道に乗ったら、オンライン販売に参入し、圧倒的
な資本とリアル店舗で築き上げたブランド力を行使して Amazon.com を逆転できる
だろうと楽観視していたのかもしれない。 
B&N には、かつてボーダーズが創始したスーパーストアタイプの書店を模倣して
世界一の本屋にのし上がったという成功体験があった。周囲では、巨大なバイイング
パワーと価格競争力を誇り、従業員 3 万人を擁する B&N が Amazon.com を葬り去る
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だろうと予想されていた。しかしながら、B&N は、Amazon.com になかなか追いつ
けなかったのである。B&N は Amazon.com のサイトをほぼ完全に模倣した。サイト
マップ、レビュー、検索方式、支払い方法等、ありとあらゆる点で同質化した。
B&N.com は、Amazon のサイトと機能面でもサービス面で際立った差異はなかった
（津野、1998；Saunders,R., 1999）。B&N の考える B&N.com の強みは、世界最大
の品ぞろえと強力な検索システム、24 時間体制のカスタマーサービスであった29。 
 
（2）法廷闘争 
両社は互いに訴訟合戦を繰り広げ、相手を打ち崩そうと躍起になった。B&N は
Amazon.com が誇大広告をしているとして、1997 年 5 月 12 日に告訴した。その二日
後の 14 日に Amazon.com は株式公開を控えており、それに対して何らかの影響を与
えようとする B&N 側の意図が感じられる。それだけ B&N にとって Amazon,com が
脅威となっていたのである。訴状の内容は、Amazon.com は在庫をわずかしか持たな
いのに「世界最大の書店」と名乗っているのは誇大広告であり、Amazon.com は書店
ではなく単なるブローカーであるというものであった30。 
一方、今度は Amazon.com が B&N を訴えた。1997 年、B&N は不当に売上税を
逃れ、B&N.com にとって有利な立場を作り出しているとして、裁判を起こした。
E-commerce は店舗を持たない事業者からの州外からの購入に対しては実質売上税が
課されないこととされている。B&N.com は別会社といえども、親会社の B&N は各
州に店舗を持っているため売上税が課されるべきだと Amazon.com 側が为張したの
である31。1999 年 10 月、Amazon.com がビジネスモデル特許を取得したワンクリッ
ク方式を B&N が侵害しているとして、B&N を提訴した32。 
 訴訟以外にも Amazon.com と B&N のせめぎあいは続く。B&N は 1998 年 11 月ア
メリカの二大取次の一つである Ingram 社を買収しようとしたのである。B&N は、取
次を自社グループに取り込むことで流通面での効率化を図ろうとするものであるとい
                                                   
29 B&N Annual Report1999：p.16 参照 
30 1997 年 10 月に和解。両社は市場競争で争う道を選んだ。 
31 注 30 と同じ 
32 2002 年 3 月に和解。和解条件は機密。 
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う名目でこの買収を発表したのだが、本当の狙いは Amazon.com の供給源に揺さぶり
をかけようとするものであった。当時、Amazon.com は書籍の 5 割以上を Ingram 社
から仕入れていた。B&N に同社が買収されてしまったら、Amazon.com は仕入れが今
まで通りにいかなくなることが目に見えていた。B&N は同社を買収することで多くの
書籍の在庫を持つことができ流通コストも削減できる。なにより、全米 11 か所にある
同社の倉庫を利用できるようになれば Amazon.com と同等、もしくはそれ以上の配送
が可能になる。「B&N はオンライン書店の将来性を確信し、ここ 2，3 年が勝負の時と
考えている。B&N は何かオンライン事業を飛躍させるようなことができなければ、
Amazon.com を捉えることができないことを強く感じていた」という33。 
この動きは Amazon.com に危機感を与え、Bezos は新たな仕入れ先を模索したほど
である。しかしながら、この買収は他の独立系書店や Amazon.com から反トラスト法
に抵触するとして買収反対運動を起こされ、日本の公正取引員会に相当する
Federal,Trade,Commission との係争の長期化が予想された。その結果、1999 年 6 月
に B&N はこの買収を断念せざる負えなくなった。 
 
（3）価格 
 Amazon.com と B&N の価格競争も熾烈を極めた。B&N は、B&N.com オープン時
にハードカバー30%off、ソフトカバー20%の割引を始めた。すぐさま、Amazon.com
も今までの割引率を拡大し B&N と同じ割引率を適用するとして反撃した。今度は
Amazon.com が仕掛けた。1999 年 5 月、B&N.com の株式公開の直前に更なる割引を
行うことを発表した。Amazon.com は、ベストセラー本を 50%off にすると発表し、そ
の直後に B&N.com も 50%off にすると発表し、価格優位性を作らせないようにした。
片方が値下げを発表すれば、もう片方がそれに追随し、価格による優位性の構築は困
難であった。 
 
（4）提携 
 ポータルサイトとの提携も競争になった。いわゆるドットコム企業は、多くのアク
セスを集めるために、ポータルサイト上での広告獲得が必須であった。前述したよう
                                                   
33 Publishers Weekly 16 November,1998 :p.10 参照。 
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に、Amazon.com は訪問者数の多い複数のポータルサイトと提携した。その中でとり
わけ重要であったのは、1997年 7月から 3 年契約で結んだ AOL.com との独占契約で、
検索結果のページに必ず Amazon.com のバナー広告を載せ、他のオンライン書店のバ
ナー広告は載せないという内容のものであった。 
B&N も 1997 年 10 月にマイクロソフトの訪問者の多いサイトである MSNBC、
Expedia 等と提携した。ただ、B&N はここでも出遅れ感が否めない。AOL、Yahoo!、
excite との提携は 1997 年の 7 月に行われており、Amazon.com に先行されてしまっ
た。B&N のある重役は「アマゾンは既に大規模なパートナーシップの多くを囲い込ん
でしまった。だから、我々がパートナーシップを獲得し始めた時は、それより下の層
を狙うしかなかった」と話している（Rosabeth ,2001；邦訳 p.231）。B&N 自身、ポ
ータルサイトの囲い込み競争において Amazon.com に後れを取ってしまったことを認
めているのである。B&N のリアル店舗での知名度は抜群であるが、B&N.com のオン
ラインストアとしては発展途上にあった。 1997 年に B&N.com が Disney と
NewYorkTimes 紙専属のオンライン書店となる契約を結んだ。B&N のブランドは、
従来の老舗企業に対しては大きな意味を持っていた。けれども、あくまでもオンライ
ン書店は Web が为戦場であり、Web 上で重要なポジションを占めることができなけれ
ば、トラフィックの劇的な増加は望めないのである。Web 上での宣伝広告は先行者利
益も含め、Amazon.com が大きくリードしたと言えよう。 
 
（5）業績 
 1999 年時点で、Amazon.com の登録顧客数は 840 万人で、B&N のオンライン書店
の顧客数は 170 万人であった。また、オンライン書店のマーケットシェアは、
Amazon.com が 75%で、B&N が 15%であった。アメリカの書籍市場全体のシェアは、
B&N が 15%、Amazon.com が 2%であった（Nina,M.,1999）。書籍全体で見れば、
Amazon.com は B&N に到底及ばないが、オンライン書店では B&N を圧倒した。1999
年の Amazon.com の時価総額は、180 億ドルに達した。一方、B&N のオンライン販
売を行う B&N.com の時価総額は 32 億ドルであった（Nina,M.,1999）。同じオンライ
ン書店を専門とするドットコム企業であるが、市場での評価は雲泥の差があった。 
 Amazon.com が進出してきた影響で、B&N を初めとする既存の書店はマーケットシ
ェアを落とすことになる。Book Indutry Study Group の調査によると、B&N や
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Borders 等のチェーン書店は、マーケットシェアを 1995 年の 25.5%から 1999 年には
24.6%と 0.9%下がっている。独立系書店はさらに深刻で、1995 年の 19.5%から 1999
年には 15.2%と 4.3%もマーケットシェアを落としているのである34。独立系書店の顧
客がまず Amazon.com に奪われた形になり、B&N は現状維持に留まった。 
 
第２項 Amazon.com と B&N の比較～2000 年代後半～ 
（1）価格 
Amazon.com は 2000 年に従来のディスカウントポリシーを見直した。2000 年の夏
に株为が Amazon.com の株を売りに出したときに値上げを決めた。ディスカウントさ
れているすべての本が対象で 10%分値上げした。他のオンライン書店もこれに追随す
る動きを見せている35。Amazon.com が値上げしたのは、ドットコムバブルが崩壊し、
利益を出すことへの投資家からの圧力が日に日に増していったからである。 
時期を同じくして、B&N も実店舗で販売する書籍の値上げをしている。ディスカウ
ントするベストセラー本の点数を 30 点から 20 点に減らし、ベストセラー以外の 10%
分の値引きを取りやめた。その理由は、Amazon.com 同様、利益増をもとめるウォー
ルストリートのプレッシャーを感じ、家賃、人件費、コンピューター投資などのコス
トの上昇、成長率の鈍化が挙げられる（竹内、2002）。Amazon.com が仕掛けてきた
価格競争は、この時期を境の終焉を迎えることになる。価格から、利便性・サービス・
品揃えに競争の軸が移動した。Brynjolfsson,E.（2000）によると、最も安い価格をつ
けているオンラインリテーラーが最も売り上げが高いとは限らないという。
Amazon.com は最も安いから売れているのではなく、顧客から「十分安い」という評
価（満足水準）を勝ち得ている（根来、2005）。先述したように、B&N は 2000 年に
B&N.com との連携を強化し、クリック&モルタルならではのサービスを開始した。
B&N.com がスタートしてから三年、Amazon.com が創業後五年、それはあまりにも遅
すぎた。 
 
 
                                                   
34 Wall Street Journal, July 17,2000；p.44 参照。 
35 The New York Times 9 October,2000 参照。 
59 
 
（2）Amazon.com の独走と B&N.com の失速 
2000 年代は、とりわけ Amazon.com と B&N の間で 90 年代後半に匹敵するような
激しい忚酬は繰り広げられなかったと言っても過言ではないだろう。というのは、
Amazon.com がネットワーク外部性を武器にますます生態系を強くし、独走態勢に入
ったからである。 
B&N は、Amazon.com の後を追うようにマーケットプレイスや Look Inside とい
ったサービスを模倣していった。模倣に徹するばかりで、B&N 独自のサービスはほと
んどなく、あったとしても目立った効果は上げていない。B&N は、マルチチャネル戦
略を掲げ、リアル書店とオンライン書店の双方にサービス提供が 21 世紀の書店業には
かくことができないという考えを示している36。B&N.com の失速を見ると、オンライ
ン事業は B&N にとって補助的なチャネル以上に成りきれなかった。現に、B&N の
Annual Report を見る限り、同レポートにおける B&N.com に関するポジティブな記
述が 90 年代後半に比べ、尐ないように思われる。 
Amazon.com は 2000 年代に、2001 年第四・四半期に黒字を出したのを境に、赤字
から黒字へと転換している。それは、Amazon.com が優れた顧客インターフェースと
ブランド力で黒字を出すのに必要な顧客を獲得することができたからであろう。一方
の B&N.com は、顧客数が伸びず、それに伴って売り上げも微増に留まった。B&N が
考えていたほど、オフラインとオンラインの相乗効果は生み出されなかったのである。
2001 年の B&N.com の顧客数は 1,120 万人であり37、Amazon.com は 3,800 万人以上38
である。Amazon.com は、B&N.com の三倍以上の顧客基盤を誇り、その分、ネットワ
ーク外部性の効果も高い。 
 
（3）多角化 
Amazon.com の躍進の原動力は多角化にもある。1998 年に CD の取り扱いを始めて以
来、家電、工具、アパレルと商品カテゴリーを拡張し、オンライン書店からオンライ
ン百貨店と化している。当初多角化は、赤字の原因であった。99 年 12 月期の営業赤
                                                   
36 B&N 株为への手紙 2003 参照。 
37 B&N Annual Report2001 参照。 
38 日本ヒューレッドパッカード社データウェアハウス導入事例参照 . 
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字 350mil.$のうち、海外事業と書籍以外の新規事業の赤字が合計 320mil.$を占めてい
たのである。2000 年代に入り、それが黒字へと転換し、勢いづいたのである。 
Jeff,Bezos は、多角化の経緯を次のように回顧している。 
「われわれの進化は、顧客の要望に忚えた結果です。他の商品を求める顧客からの
メールが絶え間なく届いていました。結果として、ポピュラー音楽のみを販売する音
楽 ジ ャ ン ル を 始 め た の で す 」（ “Strategic Management of Technology and 
Innovation,”(4th,ed.)のインタビューより；邦訳 p.672） 
確かに顧客の要望に忚えるためという理由も一理ある。それ以外の理由としては、
売上高を伸ばしていくためには書籍だけでは限界だったのである。オンライン書店と
して知名度が上がった結果、Amazon.com のサイトが集客できる場所として地位を確
立した。客が多く集まるから多角化が可能になり、商品カテゴリーが広がることでさ
らに集客力がアップするという好循環構造が生み出されている（根来、2005）。書籍よ
りマージンが良いものもあり、書籍以外のものも売ることで、顧客の利便性が上がり、
利益も増えるという Win-Win の関係を築くことができたのである。 
また、多角化は、Amazon.com に種々のシナジーをもたらした。ワンクリック方式
やリコメンドシステムが他の商品にもそのまま適用できたのである。研究開発の残存
効果を多重利用することは、投資シナジー（Ansoff,H.I.,1965）に該当する。他にも、
多角化することで物流量が増加し、物流倉庫の稼働率が上がる操業シナジー（前掲）
や確立した Amazon ブランドの下、商品カテゴリーを拡張しても以前より広告費が抑
えられるといった販売シナジー（前掲）を生み出している。 
Amazon.com 全体で見ると、書籍を含むメディア部門の占める割合が年々減尐して
きている。けれども、多角化による相乗効果でメディア部門の売上も伸びており、ア
メリカ No.1 の書店となった。海外展開も好調で、海外売上高比率も 2000 年の 13.7%
から 2009 年には 47.5%と三倍になった。グローバルにみると、Amazon.com と B&N
では、雲泥の差がある。 
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図表 2-6：Amazon.com 売上高内訳 2009 年版 
出所：Amazon.com 2009 Annual Report より筆者作成 
 
 北米：メ
ディア 
北米：家
電・その他
の製品 
北米：そ
の他 
海外：メ
ディア 
海外：家
電・その他
の製品 
海外：そ
の他 
00 年 61.1% 24.7% 左 に 含
む 
13.7% 左 に 含
む 
左 に 含
む 
01 年 73.7% 18.4% 2.3% 20.6% 0.5% 0.1% 
02 年 50.7% 17.3% 2.1% 28% 1.6% 0.02% 
03 年 43.1% 16.6% 2% 33.8% 4.2% 0.01% 
04 年 37.4% 16.2% 1.8% 36.3% 8% 0.02% 
05 年 35.8% 16.9% 2.6% 33.9% 10.4% 0.09% 
06 年 33.4% 18.8% 2.4% 32.5% 12.4% 0.1% 
07 年 31.2% 21.1% 2.1% 31% 13.9% 0.3% 
08 年 27.9% 23.1% 2.3% 29.9% 16.2% 0.4% 
09 年 24.3% 43% 2.2% 27.7% 19.4% 0.4% 
図表 2-7：Amazon.com：セグメント別売上高 
出所：Amazon.com Annual Report より筆者作成 
北米：メディ
ア, 24.30%
海外：メディア, 
27.70%
海外：家電その
他, 19.80%
北米：家電そ
の他, 28.00%
Amazon.com売上高：内訳
北米：メディア
海外：メディア
海外：家電その他
北米：家電その他
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注 1：小数点 2 位以下切り捨て 
注 2：メディア部門は、書籍、CD、DVD、Music、VideoGame 等を含む 
 
（4）マーケットシェア 
また、Amazon.com は電子書籍事業に B&N に先駆けて参入しており、常に B&N よ
り先を行っているのである。アメリカ特許局によれば、Amazon.com の有する特許の
数は 115 件でのに対し、B&N は 2 件である39。B&N の有する電子書籍端末「NOOK」
に関するものに限定され、サイト上の特許は保有していない。 
B&N はスーパーストアの 1999 年に 400 店舗あった B. DALTON 系のモール型の店
舗は、2004 年の終わりまでに 154 店舗に減尐したに対し、スーパーストアは 1999 年
の 542 店舗から 666 店舗へと増加している。同期間の B. DALTON からの売上高は、
426mil.$から 176.5$に縮小している。スーパーストアの売上高は、2.82 bil.$から 4.12 
bil.$に拡大した。2004 年の Amazon.com のオンライン書店でマーケットシェアは 70%
で、B&N.com は 20%であった。1999 年の時とほとんど変動がなく、Amazon.com の
独り勝ちの状況である40。 
株価の面でも Amazon.com は青天井であり、ドットコムバブルで値を下げたものの、
それ以降は持ち直している。バウカー社による「2009 年書籍購買者動向調査」によれ
ば、売上部数では B&N のようなチェーンストアが 27%、Amazon.com のようなオン
ラインストアが 21%、ブッククラブが 11%と続く。売上高ベースでみると、チェーン
ストアは 37%、オンラインストアは 19%である41。依然としてチェーン書店がトップ
シェアを守っているが、オンライン書店がその差をじわじわ縮めてきている。 
Amazon.com と B&N.con の差は 2000 年代に入ってさらに開き、図表１が示すよう
に、2008 年には B&N の強みである本業の売上ですら Amazon.com が上回り、全米
No.1 の書店へと伸し上がることとなった。創業 15 年足らずの新興企業が、創業 130
年以上の老舗書店をあっという間に抜き去ってしまったのである。 
 
                                                   
39 2010/12/27 日時点 
40 Answers.com WebPage 参照。 
41 『出版ニュース』2010 年 9 月号下：p.19 参照。  
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第 3 項 Amazon.com と B&N の顧客インターフェースの比較 
（1）サイトの機能サービス別比較 
Amazon.com の先行研究をみる限り、その競争優位性は優れた顧客インターフェー
スにあると言える。はたしてそうなのだろうか。当初、Amazon.com はカスタマーレ
ビューやなかみ検索機能をいち早く導入し、顧客の経験価値を高めたがそれはすぐさ
ま B&N によって模倣されてしまった。実際に両社のサイトから、本の選択からアフ
ターサービスにおいて提供しているサービスを比較したのが図表 2-8 である。 
ここでは、B&N サイドから比較検討していく。配送料、配達日数、支払い方法、問
い合わせに関しては、大きな違いがみられない。囲い込みプログラムとしての有料会
員には、違いがみられた。両サービスとも、通常より早く届けてくれるお急ぎ便
（Express Shipment）が使い放題である点は同じである。けれども、会費が
Amazon.com が年間 79$で B&N の 25$より割高である。また、B&N はクリック＆モ
ルタルの強みを生かし、店頭で会員限定のディスカウントを受けることができる。こ
の点に関して、B&N のサービスの方が費用対効果は高いように見える。 
続いて、返品・返金に関しては、B&N は受付期間が Amazon.com の約半分の期間
であり、未開放を条件としており、返品するための条件が厳しく設定されている。こ
こでも B&N は店舗を利用した Amazon.com に無いサービスとして、オンライン上で
買った書籍を B&N の店頭でも返品できる。ただし、期間や開封済みの商品の返品可
否を考慮すると、Amazon.com の方が顧客にとって使い勝手が良い。 
両社のサイトでは、ディスカウント分が明記されており、顧客は瞬時にいくら得し
たか分かる仕組みになっている。価格面の比較は、後程検討する。また、ある書籍を
買うに当たっても、新品か中古か、紙媒体か電子書籍かオーディオブックかを選べ、
かつその種類別に価格が比較できるようになっている。さらに、中古本だけでなく、
新品の本に関しても両社のサイト上で他のオンライン書店の書籍と比較ができ、価格、
配送料、配達日数を吟味したうえで両社のサイト以外からも書籍を購入できる。 
ただし、B&N のサイトには Amazon.com は掲載されておらず、その逆も同様であ
る。日本のオンライン書店では決して真似できない芸当である。もともと、中古本と
新刊本と併売は、Amazon.com が顧客の購買選択を助けることを目的として、自己利
益の追求に反目した形で始められたサービスである。新刊本が他社の書籍が買えるの
も、同様の趣旨であろう。それを B&N も模倣しており、Amazon.com の優位性は崩
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れた。 
そのほか、Amazon.com がスタートさせたカスタマーレビューやなかみ検索システ
ムは、B&N のサイトで再現され、同様のサービスを受けられる。大きな違いとしては、
Amazon.com はコミュニティとしての機能を果たしているカスタマーディスカッショ
ンというサービスを提供し、一方、B&N はカスタマーレイティングを提供している。
前者はある書籍に関し、テーマを決め、それに関して読者間で議論を交わす。後者は、
ある本に対し、例えば、オリジナリティや本の表紙のデザインについて五段階で評価
するものである。カスタマーレビューのように書評を書く必要がなく、読者から簡便
的な評価を集めやすい。 
このように比較してみると、Amazon.com と B&N のサイトはほとんど同一である
と言えよう。正確に言えば、B&N が Amazon.com を模倣したのである。これによっ
て、顧客インターフェースで Amazon.com に引けを取らなくなり、裏を返せば、かつ
て喧伝されていたほど Amazon.com の競争優位性は失われてしまったのである。 
 
 Amazon.com B&N 
配送料 一冊：3.99$ 
購入金額が 25$以下で無料 
一冊：3.99$ 
購入金額が 25$以下で無料 
配達日数 通常：3~7 営業日 
お急ぎ便：3~4 営業日 
通常：3~7 営業日 
お急ぎ便：1～3 営業日 
囲い込み プライム会員（注 1） 有料会員（注 2） 
支払方法 クレジットカード 
コンビニ等で購入可能なギ
フトカード 
クレジットカード 
ギフトカード 
返品・返金 商品到着後 30 日以内 
＜書籍のケース＞ 
未開封は代金の 80% 
開封済みは代金の 50% 
 
商品到着後 14 日以内（未開
封が条件） 
店頭でも受け付け 
ディスカウント分の明示 ○ ○ 
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新品・中古本・オーディオ
ブック・電子書籍の価格比
較 
○ 
 
○ 
問い合わせ 電話かメール 電話かメール 
備考 ・Look Inside 
・リコメンドシステム 
・カスタマーレビュー 
・カスタマーディスカッシ
ョン 
・VISA カードと提携 
・See Inside 
・リコメンドシステム 
・カスタマーレビュー 
・カスタマーレイティング 
・Master カードと提携 
 
図表 2-8：Amazon.com と B&N.com の顧客インターフェースの比較 
出所：各社 HP より筆者作成 
注１：プライム会員：年会費 79$、家族 4 人まで無料。二日以内に無料配送（一日以内は追加手数料、1
商品につき 3，99$かかる）。数百万のアイテムが二日以内の配送可能。サードパーティからの購
入には適用されない。 
注２：有料会員:年会費 25$。お急ぎ便使い放題（サードパーティからの購入には適用されない）、店頭で
ベストセラー40％OFF、ハードカバー20％OFF、それ以外 10％OFF 
注３：2010 年 12 月 2 日調べ、書籍に限定。 
 
（2） サンプリングによる比較 
つづいて、サンプリングにより、価格・レビューの数・なかみ検索の対忚の有無の
点に関して両サイトの比較を行った。上記の三項目に限定した意図としては、書籍を
購入する際に、重視されかつ購買決定の判断材料として有意であると考えられるから
である。調査対象となった書籍は、New York Times 紙に掲載されているベストセラ
ーランキング上位 10 位の書籍である。 
比較検討した結果、次のことが分かった。第一に、Amazon.com の方が B&N.com
に比べ安い。調査対象の本に限って言えば、Amazon.com は B&N.com の本より高い
ものはなかった。平均ディスカウント率は、Amazon.com が 47.5%、B&N.com が 43.1%
であり、4.4%も違う。仮に十冊全て購入した場合の総額分の差は、14.38$になる。い
かに価格面で、Amazon.com が B&N.com を上回っているかを物語る数字である。か
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つてのように、B&N.com は Amazon.com との価格競争をやめてしまったのである。
それは、二つの理由が考えられる。第一に、B&N.com は B&N の実店舗での価格調整
のために、大胆なディスカウントを行えなくなったのであろう。B&N.com は
Amazon.com を意識した値引きを行ったばかりに、B&N の実店舗より価格が安くなり、
カニバリズムが懸念され、 B&N の実店舗の顧客の不興を買うかもしれない
（Stross,R.E.,1997）。クリック&モルタルがゆえの悩みである。第二に、Amazon.com
は低コスト体質がこの低価格を実現している。両社の間にバイイングパワーはそれほ
どないと考えられるが、物流コストの面で Amazon.com がコスト優位を生み出してい
ると考えられる。 
続いて、カスタマーレビューの数では、Amazon.com が B&N.com に大きく差をつ
けた。ベストセラー本に限らず、Amazon.com のレビューの方が、B&N.com より量が
多く、長いレビューが多かった（Judith, A.C.and Dina, M.,2006）。それは Amazon.com
のユーザー数の多さに由来し、ネットワーク外部性を示している。Amazon.com の競
争優位は、豊富なカスタマーレビューにある（Richard,T.W.and George, M.Z.and 
Leyland, F.P.,2004；井上、2008）。レビューの多さがサイトの有用性を高め（Nanda, 
K.and Izak, B,2006）、レビューを改善することが売上増加に繋がる（Judith, A.C.and 
Dina, M.,2006）との実証結果もある。数が多ければ良いと断定するわけではないが、
Amazon.com の方がより多くのレビューとより多くの顧客からのレビューに対する評
価を得られるため、B&N.com よりレビューの質が高いのである。B&N.com はカスタ
マーレビューの尐なさをカスタマーレイティングで補っている。けれどもこのレビュ
ーの差が如実に表しているように、ネットワーク外部性に基づくと Amazon.com が優
位にある。 
最後になかみ検索が対忚しているかどうかという項目だがこの点に関しては大きな
差は見られなかった。調査対象の本が売れ筋の本であったたため、過半数がなかみ検
索に対忚していた。 
以上の結果、第 5 節第 3 項（1）の形式面でみると、Amazon.com の顧客インターフ
ェースにおける競争優位性は失われているような印象を受けた。けれども、本節で実
際に価格や数で比較してみると Amazon.com に競争優位があることが確認された。 
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書名 価格 レビュー（レイ
ティングの数） 
なかみ検索の
有無 
 Amazo
n.com 
B&N.
com 
 
Amaz
on.co
m 
 
B&N.c
om 
 
Amaz
on. 
com 
B&N. 
com 
 
１． 『CROSS FIRE』 
by James Patterson 
$27.99 
14.96$ 16.15
$ 
25 13 
(218) 
○ ○ 
２． 『THE CONFESSION』 
by John Grisham 
$28.95 
15.48$ 16.71
$ 
277 74 
(1428) 
○ ○ 
３． 『FULL DARK, NO STARS』 
by Stephen King 
$27.99 
14.50$ 15.66
$ 
206 12 
（180） 
○ ○ 
４． 『HELL'S CORNER』 
by David Baldacci 
$27.99 
14.51$ 15.67
$ 
63 28 
(199) 
○ ○ 
５． 『THE GIRL WHO KICKED 
THE HORNET’S NEST』 
by Stieg Larsson 
$27.95 
11.91$ 15.52 844 118 
(3632) 
○ ○ 
68 
 
６． 『CRESCENT DAWN』 
by Clive Cussler and Dirk 
Cussle 
$27.95 
14.99$ 15.37
$ 
32 2 
(65) 
× × 
７．『TOWERS OF MIDNIGHT』 
by Robert Jordan and Brandon 
Sanderson 
$29.99 
15.63$ 17.99
$ 
238 61 
(161) 
○ × 
８．『THE EMPEROR'S TOMB』 
by Steve Berry 
$26.00 
14.44$ 14.44
$ 
30 3 
(73) 
○ ○ 
９．『FALL OF GIANTS』 
by Ken Follett 
$36.00 
18.00$ 20.00
$ 
617 239 
(798) 
× × 
１０．『THE ATHENA PROJECT』 
by Brad Thor 
$27.99 
16.16$ 17.45
$ 
42 9 
(65) 
× × 
図表 2-9：価格・レビューの数・なかみ検索の比較 
出所：「New York Times」ホームページ、Amazon.com、B&N.com のサイトより筆者作成 
注：ベストセラーはハードカバーのフィクション部門、12 月 12 日版。12 月 4 日調べ。 
 
第 4 項 Amazon.co.jp と紀伊國屋書店との比較 
紀伊國屋書店は、日本において業界最大手の書店であった。そして、1996 年にスタ
ートした BookWeb も、No.1 のオンライン書店であった。けれども、図表 2-5 が示し
ているように、紀伊國屋書店の 2000 年代の売上高は横ばい状態である。BookWeb の
失速が響き、オンライン販売を武器とした Amazon.co.jp に追い抜かれることとなった。 
そもそも、BookWeb の強みは、注文の 75%を新宿本店と新宿南店の店頭在庫から出
庫しているため、リードタイムが短い点にあった。在庫があれば 4 日で届く。しかし、
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店頭在庫にない 25%分は、極端に納期が遅くなり、2 週間程度かかってしまう。配送
料は分割配送でも一回目の配送しかかからない。それゆえ、その 25%分は紀伊國屋書
店が負担することになり、コスト構造の弱点である（小野桂之介・根来龍之、2002）。 
国内で常時流通している 50万点うち 30万点は、新宿本店と新宿南店で保有しており、
BookWeb にくる注文の 75%をカバーできた。紀伊國屋書店は店頭から商品を出してい
たから、店頭にあるものについては一定の日数で届いていたことが、先行者優位とい
う点を除くと、トップシェアを占めている要因であろう（吉田、2001）。先行者優位だ
けでなく、店舗在庫を用いたスピーディーな配送が BookWeb の競争優位となってい
た。書名や著者名だけでなく、書籍の表紙写真とともにビジュアルに検索できる点も
優れたユーザー・インターフェイスや別々に送られてきた本にかかる料金も一律 480
円で済むという点がまた、BookWeb の強みであった42。 
BookWeb の売上を店舗の売上への計上を認めることで、店舗で働く社員の協力を得
ることができたのである。開始当初は、新宿本店・南店の書籍を世田谷区のロジステ
ィクセンターに集める方法を取っていた。しかし、オンライン書店間の競争が激化す
るにつれて、2000 年 11 月から新宿本店の地下に設置した配送する方式に切り替え、
物流の効率化を図った43。 
かつて紀伊國屋書店の社長である松原治氏は、コストのかかる Amazon のやり方は、
再販制のある日本では成功しないと語っていた44。BookWeb の売上が好調であり、店
在庫転用型の方式に自信があったわけである。2000 年 11 月、ついに Amazon.co.jp を
迎え撃つこととなった。結論を先取りすれば、紀伊國屋書店はオンライン書店事業で
も、リアル書店事業でも Amazon.co.jp に敗れ、日本最大手の書店の地位を明け渡すこ
ととなった。 
Amazon.co.jp は、書籍流通のノウハウを獲得する為に、紀伊國屋書店のベテラン社
員をヘッドハンティングしたほどだ。コンピューターによる分析とベテラン社員の知
識を組み合わせて行うことで、手持ち在庫を適正化した45。また BookWeb と同等の品
                                                   
42 『日経マルチメディア』 1998 年 1，2 月号参照。 
43 『日経ネットビジネス』 2002 年 4 月 10 日号参照。 
44 『日経ネットビジネス』 1999 年 10 月号参照。 
45 『日経ビジネス』2002 年 4 月 15 日号参照。 
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揃え、ワンクリックやカスタマーレビューを備えた顧客インタフェース、注文の八割
以上を 1~3 日で届ける迅速な配送で、BookWeb の対抗していった。 
また、1500 円以上であれば送料無料キャンペーンを行い、一気に BookWeb の引き
離しにかかった。2001 年の BookWeb の売上が 40 億円であり、Amazon.co.jp の売上
高が 50 億円と推定されることから、上陸して一年で BookWeb を追い抜いてしまった。
日本のユーザーは、Amazon が上陸する前は BookWeb のサービスに満足していたが、
Amazon.co.jp がサイトの使いやすさ、配送料の安さ、迅速な配送という点で BookWeb
よりはるかに上を行っていることに気が付くと、途端に Amazon.co.jp に乗り換えてし
まったのである。BookWeb は特に囲い込みを行っておらず、スイッチングコストを高
めることができてなかったことも響いた。BookWeb を追い抜いた後、その矛先は紀伊
國屋書店本体に向けられたのである。アメリカ本国でのやり方を踏襲し、徐々に商品
カテゴリーを拡張し、なかみ検索やプライム会員を移植していった。  
Amazon.co.jp は、2010 年時点で、販売に必要なインフラが大阪の堺に一カ所と千
葉に二か所の物流倉庫、札幌にあるカスタマーセンターしか所有していない。千葉の
倉庫は、市川と八千代にあり、都心に比べ土地が安い。一方の紀伊國屋書店は、为要
都市に店舗を構えており、土地代やテナント料が高い。売上高に占める固定費比率が
Amazon.co.jp に比べ高くなってしまうのである。しかも日本はアメリカに比べ国土が
狭く人口密度が高い。それゆえ、三カ所の倉庫で日本全国を十分に網羅できている。
E-commerce であることがアメリカ以上に有利に働くのである。2010 年 11 月に送料
無料を恒常的に続けることを発表した。配送料を無料にしても、採算が取れるほどオ
ペレーションコストが下がったのである。 
Amazon は、システム、ロジスティックセンター、仕入れ能力、コミュニティ性、
アフリエイト、といった経営資源が競争相手より尐しずつ優れている。よって、Amazon
は日本ではシステムで、アメリカではロジスティックや仕入れ能力で競争し、市場に
よって差別化ポイントを変えたのである（根来、2005）。すなわち、日本では価格競争
ができない代わりにシステムで競争したことが成功要因となったということになる。  
いずれにせよ、Amazon.co.jp の優れたビジネスモデルは、日本でも成功を収め、10
年もたたないうちに、創業 80 年を超える紀伊國屋書店を超えてしまったのである。 
 
 
71 
 
第 5 項 Amazon.co.jp と紀伊國屋書店（BookWeb）との顧客インターフェース
の比較 
Amazon.com と BookWeb の顧客インターフェースの比較すると、図表 2-10 のよう
になる。Amazon.com が BookWeb よりはるかに優れており、顧客インターフェース
が Amazon.co.jp の競争優位の一つとなっていることが読み取れる。 
1500円上であれば配送料の無料サービスを始めたのはAmazon.co.jpの方であった。
当初、BookWeb は配送料 480 円という価格設定だったが、オンライン書店間での競争
が激しくなるにつれて、Amazon.co.jp と同じ料金体系に合わせた形となった。1500
円以上で送料無料は、オンライン書店業界において、デ・ファクトスタンダードとと
なった46。 
しかしながら、Amazon.co.jp は 2010 年 11 月に送料無料サービスを無期限で実施す
ると発表した。これにより、Amazon.co.jp は BookWeb に大きく差をつけた。
Amazon.co.jp には顧客の囲い込みとして有料会員制度をしているが、BookWeb はこ
れをもうけていない。支払方法も Amazon.co.jp の方は選択肢が多く、返品・返金も受
け付けている。さらに、Amazon.co.jp の優位性を決定づけるのは、BookWeb にはな
かみ検索やカスタマーレビューのサービスが存在しない点である。このサービスが無
いのは致命的であると言わざる負えない。なぜならば、オンライン書店の弱点が買う
前に本の内容を知ることができない点にあるからである（横田、2005）。その弱点を克
服するため、Amazon.co.jp はなかみ検索を始めたのである。カスタマーレビューすら
無いとなると、ユーザー側の判断材料は極端に尐ないことになる。実際に、日本のオ
ンライン書店は、リコメンドシステムこそ標準装備しているが、なかみ検索機能を行
っているサイトはほとんど見受けられなかった。なかみ検索を行っているのは、10 サ
イトの内 Amazon.co.jp のみで、カスタマーレビューが掲載されているのは 10 社中 5
社であった。カスタマーレビューは、多くのサイトで導入されているようだが、レビ
                                                   
46 bk-1（三省堂）、ブックサービス、Amazon.co.jp、e –hon（トーハン）、セブンネットシ
ョッピング、本やタウン、JB ブックス（文教堂）、HON（ジュンク堂）、BookWeb（紀伊國
屋書店）、楽天ブックスの 10 のサイト調べ（2010 年 12 月 5 日時点）10 サイト中、10 サイ
トが 1500 円以上無料。内 5 サイト（Amazon.co.jp を除く）が無料キャンペーンを期間限定で
実施。 
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ュー数は Amazon.co.jp と楽天ブックスが断トツであった47。 
 
 Amazon.co.jp BookWeb 
配送料 1500 円以上無料 
→すべて無料（2010 年 11
月～） 
1500 円以上無料 
囲い込み プライム会員（注１）       × 
支払方法 ・クレジットカード 
・代引き 
・コンビニ、ATM（前払い） 
・ギフトカード 
・クレジットカード 
・代引き 
時間指定 日時指定可（有料） 時間帯のみ指定可 
返品・返金 [到着後 30 日以内] 
未開封：代金と消費税分返
金 
開封済み：代金の 10%と消
費税分返金 
    原則禁止 
カスタマーサービス ・電話:9:00 -21:00,年中無休 
・メール 
・電話：9:30-18:15,土日休
み 
・メール 
ポイントサービス 100 円＝１ポイント（書籍） 100 円＝1 ポイント 
コンビニ受け取り ローソンで受取可 × 
ケータイサイト ○ ○ 
備考 なかみ検索 
カスタマーレビュー 
リコメンドシステム 
マーケットプレイス 
リコメンドシステム 
店舗検索システムと補完関
係にある 
                                                   
47 46 と同じ調査。Ex:「1Q84、Book1」村上春樹著に関するレビュー。Amazon.co.jp311 件、
楽天ブックス 730 件、bk-1, 24 件、セブンネットショッピング 40 件、HON 0 件。 
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図表 2-10：Amazon.co.jp と紀伊國屋書店「BookWeb」顧客インターフェースの比較 
出所：各社 HP より筆者作成 
（注１）日本：年会費 3,900 円、「お急ぎ便」・「お届け日時指定」無料で使い放題。家族二人まで無料。 
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第３章 Amazon.com の競争優位性 
この章では、Amazon.com の優位性を、先行研究を交えながら検討する。Amazon.com
は多くの要素が組み合わさって競争優位性が生み出されているのだが、整理すると大
きく 4 つに分けられる。その 4 つとは、（1）革新性、（2）顧客インターフェース、（3）
物的資産（4）見えざる資産である。 
そして、この章の最後に、B&N 側のオペレーション上にミスとして、経営資源保有
のパラドックスを取り上げる。 
 
第 1 節 革新性 
 Amazon.com がイノベーティブな会社であることは周知の事実である。Business 
Week 誌によると、Amazon.com は 2008 年に世界で最もイノベーティブな会社ランキ
ングで 11 位にランクインしている48。Amazon.com がイノベーティブであると言われ
る所以は、Amazon.com がオンライン書店、引いては e-commerce のデファクトスタ
ンダートを確立した会社であるからである。 
 
第 1 項 クレジットカードによる購入 
Amazon.com は、伊藤（2000）によると、e-commerce において初めてクレジット
カードによる購入方法を導入した会社とされる。クレジットカードのセキュリティー
システムは、Amazon.com の保有する特許の中でも、取得年次が最も早く、1995 年に
特許を取得している（Sugano,Y.J.and Kobayashi,T.,2002）。「Amazon はネット上で
初めてクレジットカードによる購入を採用し、カード番号は暗号化され、厳重に管理
されている点を詳細に説明し、顧客の不安を取り除いた」（伊藤、2000；p.260）。セキ
ュリティ面で、優れたシステムの構築にも成功していたことにもなる。 
 
第 2 項 ワンクリック方式とアフィリエイトプログラム 
Amazon.com は、「ワンクリック方式」と「アフィリエイトプログラム」を生み出し
た。ワンクリック方式は、他の e-commerce サイトでも似たようなサービスは提供さ
                                                   
48 Business Week  April 28,2008 参照。 
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れており、Amazon.com が生み出したものかというと意見が分かれるところである。
しかし、アメリカにおいてビジネスモデル特許を取得しており、本研究では、
Amazon.com が生み出したと捉える。Jeff,Bezos は、ワンクリック方式及びアフィリ
エイトプログラムが生み出された経緯をこう振り返る。 
「質素倹約が多くのイノベーションを生み出したと考えている。広告費に費やす十
分な予算がなかったことがアフィリエイトプログラムの開発に繋がり、私たちが素早
く精算を行えるようにするために、ワンクリックショッピングが生まれた。」（Business 
Week ,(28 Apr, 2008)；p.64） 
つまり、Amazon.com の質素倹約を貴しとする企業文化がこれらのイノベーション
に繋がったということになる。ワンクリック方式は、ユーザーにとってはいちいち住
所やクレジットカードの番号を打ち込む手間が省けるメリットがある。Amazon.com
側には衝動買いでもワンクリックだけで販売が確定されるというメリットもある（森
健、2006）。 
次にアフィリエイトプログラムに関してみてみる。アフィリエイトプログラムは、
Amazon.com が新規顧客を獲得するのに大きく貢献した。「このアフィリエイトという
方法は、アマゾン・ドットコムからみれば、世界中の個人のブログやホームページに
支店を出しているようなものです」（鈴木、2006；p.190）とあるように、Amazon.com
はポータルサイト経由だけでなく、個人のホームページからも顧客を呼び寄せたので
ある。また、広告費の削減にも繋がった。 
 
第 3 項 先行者優位 
一連のイノベーションが、競争優位となり、先行者優位に繋がった。ただし、Web
の機能やデザインは模倣されやすく、e-commerce上の先行者優位は持続性が低い。
Amazon.comの競争優位は先行者優位ではなく、イノベーションや技術に関する専門
知識等のインタンジブルアセットやケイパビリティである（Mellahi,K.and 
Johnson,J.,2000）との指摘すらある。現に、Amazon.comのイノベーティブなサービ
スは競合他社に模倣されてしまっている。 
しかし、先行者優位は、顧客の認知的な側面でプラスの影響をもたらし続けている
と考えられる。恩蔵（1995）によれば、先行者利益の一つのメリットは消費者の心の
中に参入障壁を形成できる点にあり、先行者はその製品カテゴリーの代名詞として認
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識されるようになる。Amazon.comは、オンライン書店の代名詞と化している（幡鎌、
2010）。「イーベイには先行者優位があり、第一人者から顧客を引き離すのは難しかっ
た」（Marcus,J., 2004；邦訳、p.229）と、ネットオークションでの失敗をこう述懐し
ている。Amazon.comはネットオークションの分野でe-bayの先行者優位に苦汁をなめ
させられていたのであった。それだけ、Webの世界では先行者優位が大きな力を持っ
ているのかもしれない。従って先行者優位は、Amazon.comの競争優位の一つとなっ
ている。 
 
第2節 顧客インターフェース 
 Amazon.comが優れた顧客インターフェースを構築し、それらが顧客を呼び込み、
また顧客を維持した。Amazon.comの秀逸な顧客インターフェースとしては、为にカ
スタマーレビュー、リコメンドシステム、マーケットプレイス、なかみ検索機能（Look 
Inside）が挙げられる。優れたインターフェースの構築には、「ウェブ・ラボ」という
企業内組織が一役買っている。この組織は、利用状況に関する実データに基づいてど
のインターフェースが最も有効か実験を行っているのである49。実験を通じたトライ&
エラーの結果、顧客に受けいられたサービスが生き残っていくのである。 
 
第1項 カスタマーレビュー 
カスタマーレビューは、編集者の書評でなく、読者からの本を読んだ感想を載せて
いる。「基本的なルールとしては、①カスタマーレビューに書いてもらう、②一般読者
はレビューに対して評価をすることが可能で、③その結果を集計して公開する、とい
う単純なものである。（中略）レビュアー同士の競争意識もあって（米国のサイトでは
その傾向が著しい）、雪だるま式にレビューコンテンツが集積し、同社の競争優位の源
となっている」（井上、2008；p.62）。カスタマレビューはAmazon.comの顧客数に比
例して量が増え、ネットワーク外部性が作用し、Amazon.comのサイトの魅力度が増
している。先行者がカスタマーレビューのように顧客に従事し、互いに付加価値を得
られるように顧客を刺激でき、ネットワーク外部性を得ることができれば、ライバル
に対して強力な障壁を作り出すことができる（Watson,R.T.and Zinkhan, G.M.and 
                                                   
49 『ハーバード・ビジネス・レビュー』February,2008 参照。 
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Pitt,L. F.,2004）。ある種の隔離メカニズムが生じているのかもしれない。 
さらに、カスタマーレビューは以下の効果をもたらしている。Amazon.comの調査
によれば、書籍にレビューが付くと売り上げが「約一万円」増加するという（横田、
2005）。カスタマーレビューは、商品についての追加的な情報だけでなく、コミュニテ
ィ感覚をもたらした。（Sugano,Y.J.and Kobayashi,T.,2002）。同サービスを導入する
際に、出版社から異論が噴出した。それは、顧客の辛辣な批評が売上減尐を招くと懸
念したためであった。しかし、顧客第一为義を掲げるAmazon.comは、好意的なレビ
ューもそうではないレビューも掲載することが顧客の購買選択の手助けになると判断
し、同サービスの導入を決めた。ただし、レビュー自体を5つ星で評価したり、不適切
な内容をアマゾンに通報できたりする仕組みを付与することでレビュー自体の信頼性
を確保した（森、2006）。 
 
第2項 リコメンドシステム 
 続いては、今では、どのサイトでも標準装備と化したリコメンドシステムである。
しかし、Amazon.comのリコメンドシステムは他サイトのそれとは異なるという。リ
コメンドシステムのアルゴリズムは、「協調フィルタリング型」「クラスター型」「検索
型」の三つに分けられる。Amazon.comのアルゴリズムは、それら三つのタイプには
該当せず、「商品間協調フィルタリング」という独自のものである。これは、自分と似
たユーザーをマッチングさせるというよりも、ユーザーが購入しようとしたあるいは
チェックした商品を類似の商品をマッチングさせようとするものである
（Linden,G.and Smith,B.and York,J.,2003）。 
リコメンドシステムによって、本の検索が容易になり、取引コストが減尐し、それ
がさらなる本の注文の増加に繋がる（Briynjolfsson,E. and Hu,J.Y. and 
Smith,M.D.,2003）。また、リコメンドシステムは衝動買いを生み出しやすい。「ソフ
トウェアの著作権、評判、コミュニティ感覚、先行者利益以外のことは模倣されるた
め、さらなる競争優位を得るために顧客の購入履歴に基づいたリコメンドシステムを
開発した」（Suresh,K.,1998；p.218）。すなわち、Amazon.comは顧客の購買パターン
のデータを基に他社より精度の高いリコメンデーションを行い、顧客の取引コストを
削減しているのである。この機能が、「ロングテール現象」（Anderson,C.,2006）を生
み出していることは言うまでもない。 
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第3項 マーケットプレイス 
 マーケットプレイスは、新刊本と中古本の垣根を越えた顧客第一为義の文化を体現
化したともいうべきサービスである。業界の常識を覆すことで、新たな価値創造に成
功したのである。サードパーティからの手数料ビジネスは、マーケットプレイスが初
めてではない。1999年に開始したネットオークションで不振が続き、それをアレンジ
したものである。 
新刊本と中古本を併売することの最大の懸念は、中古本が新刊本の売上を下げるカ
ニバリゼーションである。マーケットプレイスでは、Amazon.com以外の第三者が中
古本を出品しており、中古本が売れると、Amazon.comには手数料分のキャッシュし
か入らなくなる。けれども、中古本を併売することは顧客の選択肢を増やし、それは
顧客の購買選択の手助けとなる。顧客第一为義を文化とするAmazon.comは、顧客に
商品を売って利益を得ているのではなく、顧客購買意思決定の手助けをして利益を得
ているのだという考え50の下、導入を決めたのであった。在庫切れの書籍や廃刊になっ
た書籍も自社商品として扱えるのが、Amazon.comにとってのメリットである51。 
Amazon.comの中古本の売上のうち、わずか16%しか新品本の売上のカニバリゼー
ションを起こしていない。つまり、アマゾン・マーケットプレイスの新品本の売上に
対する影響は低いと言える。その結果、2006年時点では中古本は新品本に対する強い
代替品とはなっていない（Ghose,A.and Smith,M.D.,2006）。従って、マーケットプレ
イスは、当初危惧したほどのカニバリゼーションを生み出していないことになる。 
 
第4項 なかみ検索 
最後になかみ検索機能に関してであるが、このサービスによってオンライン書店の
弱点である立ち読みをできないという点をある程度克服した。Amazon.comはできる
限りリアル書店に近づけようと、2003年に「Look Inside the Book」（日本では、2005
年に「なか見！検索」としてスタート）という本の内容を一定量、読めるサービスを
開始した。この機能が役に立っているというユーザーからの多くの声が寄せられ、
「Look Inside the Book」の対象書籍は、それ以外の書籍に比べ、9%ほど売り上げが
                                                   
50 『ハーバード・ビジネス・レビュー』第 2 号 (February,2008)参照。 
51 『日経ビジネス』 2003 年 1 月 27 日号参照。 
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多いとAmazon.comが発表している（森健、2006）。ある程度と限定条件を付けたのは、
同サービスが全ての書籍に対忚しておらず、対忚している書籍であっても閲覧できる
ページ数は限定されているからである。 
Amazon.comは、お勧め機能・なか見検索機能・マーケットプレイス機能というよ
うなサービスにより、顧客に対する価値創造を志向している（幡鎌、2010）。
Amazon.comは顧客に利便性向上という価値をもたらした価値創造企業でもある。 
 
第3節 物的資産 
 楠木（2006）によれば、Amazon.comの優れた顧客インターフェースは喧伝されて
おり、Amazon.comの競争優位は自社倉庫にあるという。システムや設備というモル
タル資源の蓄積によってAmazon.comは、現在の地位を築いたといえる（根来、2005）。
両者が指摘しているように、物的資源、特に自社倉庫がAmazon.comの強みである。 
 E-commerceで物的資産が競争優位になっていることに対して違和感を持たざる負
えない。しかしながら、多くのe-commerce企業が自前の倉庫を持たないからこそ、RBV
でいう希尐性で価値がある資源となり、競争優位をもたらすのである。Jeff,Bezos自身
が、「自社倉庫が生み出すサービスこそ、アマゾンの強さ」と公言しているほどである
52。Amazo.comは不動産を一切所有しておらず、米国のみならず世界中の本社や倉庫、
配送センターはすべて賃貸ベースである（大津、2005）。自前の倉庫を持っていると言
っても、賃貸であれば、e-commerce本来のフットワークの軽さも兼ね備えていること
を意味する。 
Amazon.comが倉庫を持つきっかけとなったのは、幾つか理由が考えられる。第一
に顧客は予定通りに商品が届くことに満足感を示すことが分かったからである（前田、
2001）。自社倉庫を持つことで在庫の有無が即座にわかり、在庫があれば、注文があっ
たその日に出荷することができる。迅速な発送を行うには自社倉庫が必要不可欠であ
ったのである。会社の規模が大きくなるにつれて注文にこたえるための戦略が変わっ
た。コストを引き下げ、注文の95%を同日中に出荷するという目標を達成するために
手元の在庫を増やしたのである（アメリカ商務省リポート、1999）。前田（2005）は、
Amazon.comが倉庫を持つ経緯を、リードタイムが大幅にかかったためにリピーター
                                                   
52 『日経ビジネス』 2000 年 7 月 3 日号；p.51 参照。 
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の獲得失敗、1996年に顧客満足の向上を目指し、倉庫を持ったと分析している。以上
の点を要約すると、できるだけ多くの書籍をスピーディーに配送するために、倉庫を
持ち、倉庫の数及び面積を拡大していったのである。アウトソ－スすることでオンラ
イン小売ならではの在庫管理に習熟した業者に発注を頼むことができるが、個々のビ
ジネスに対忚できなかったり、問題が発生した時に身内ほど真剣に対忚してくれない
という欠点もある（小林、2001）。それがまた自前の倉庫に繋がったのである。 
第二に、コスト上の問題である。Amazon.comは当初、Ingram社をはじめとする取
次業者から書籍を卸し発送していたのだが、これには中間手数料がかかってしまう。
それより自社で倉庫を持ち、出版社から直接買って発送をする方が中間マージンを省
けてコスト削減につながると考えたのである。後にこの方法を見直し、取次からの購
入量を増やすことになる。Amazonは自社倉庫を構築することで、垂直統合を進め、卸
売り業者への依存度を下げた(Wells,J.D.and Gobeli,D.H.,2004）。B&NによるIngram
社の買収騒動の経験を踏まえている。そして、Amazon.comは競合他社との差別化を
図るために、自社で倉庫を持つことで、SCMを追求し、オペレーション効率を高めて
いこうとしたのであった。配送料の値引きやディスカントの幅を広げるには、在庫管
理・梱包・配送にかかる経費を削減する努力が必要となったのである。 
いずれもAmazon.comの顧客第一为義の考えが貫かれており、多尐固定費がかさん
でも、迅速かつ確実な配送及び低コスト化は長期的には競争優位をもたらすことにな
った。ここでは詳しく取り上げなかったが、自前のデータベースやシステムももちろ
んAmazn.comに競争優位をもたらしている。 
 
第4節 見えざる資産 
 Amazon.comに持続的な競争優位をもたらしているのは、見えざる資産でもある。
企業は市場との相互作用及び自社内部の活動を通じて、ノウハウ、顧客情報、ブラン
ド、組織の風土等の見えざる資産となる情報を蓄積している。見えざる資産が競争優
位の源泉になる可能性が高いのは、金を出しても買えないことが多く、作るのに時間
がかかり、複数の製品や分野で同時多重利用ができる性質を持っているからである（伊
丹、2003）。Amazon.comの有する見えざる資産は、ブランド、信頼、顧客第一为義、
IT技術・オペレーションのノウハウである。 
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第１項 ブランド・信頼 
まず、Amazon.comの競争優位となっている見えざる資産の代表例として、ブラン
ドが挙げられる。「出版社のピーター・オスノスが言うように、アマゾンは、莫大な資
金をつぎ込んで、実にうまくブランドを確立した。オンラインで本を買おうと思う人
はまずアマゾンの名前を思い出す。ゼロックスと同じだ。アマゾンのブランド名は今
や用語の一つとなっている。」（Spector,R.,2000；邦訳、pp.346‐347）」。Amazonブラ
ンドは決して莫大な広告費の投入のみで構築されたわけではない。ブランドは顧客の
心理的側面（満足、信頼などの心の動き）と深く関係しており、その形成において経
験が核となっている（永田、2003）。Amazon.comのサイトが優れた顧客インターフェ
ースを通じて、斬新な購買経験を顧客にもたらたのである。その結果、Amazon.com
は、ブランド構築に成功した。 
2000年、『the Financial Times』の誌上において、世界で48番目にブランド価値の
ある会社に選ばれた53。ブランドネームは模倣ができず、Amazon.comの成功に寄与し
ている（Mellahi,K.and Johnson,J.,2000）ブランドが構築されてしまえば、そのブラ
ンド名の下、Amazon.comが多角化する際のラーニングコスト（Ex:広告宣伝費）を抑
えることができる。 
このブランド力の高さが信頼形成にも寄与している。ブランドの起源はリスク回避
にあり、ブランドが質の高さを保証してくれ、『エコノミスト』誌は、「アマゾンブラ
ンドに対する信用がなければ、本の購入者がアマゾンにクレジットカード番号を教え
たりはしなかっただろう」と分析している（Slywotzky,A. J.andWeber,K.,2007）。つ
まり、Amazonブランドの構築が顧客の信頼を形成し、それが顧客の増加をもたらした
のである。 
 
第2項 顧客データ 
Amazon.comの強みの一つは、顧客の趣向や購買パターンを記憶したデータベース
である（Vandermerwe,S.,1999）。Amazon.comは、e-commerceであるために、リア
ル書店と違って顧客のデータを収集でき、それをマーケティングに役立てることがで
きるのである。Watson,R.T.and Zinkhan, G.M.and Pitt,L. F.（2004）によれば、顧客
                                                   
53 the Financial times December 27,2000；p.13 参照。 
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の購買パターン、選好、異なったマーケティング戦略に対する顧客の反忚の蓄積が競
争資源になるという。それらの顧客データは、Amazon.comが歳月を要して蓄積して
きたものであり、模倣困難性は著しく高い。 
 
第 3 項 顧客第一主義 
 Amazon.comの企業文化の１つである顧客第一为義は、Jeff,Bezosが徹底して社員一
人一人に根付かせたものである。Jeff,Bezosの言葉の節々に顧客第一为義が見え隠れし
ている。例えば、 
「私自身も、競合他社を意識するより、確かな情報に基づいてお客様重視の姿勢を貫
く方が重要であると、口をすっぱくして言い聞かせています」（『ハーバード・ビジネ
ス・レビュー』第2号 (February,2008)；邦訳p.30） 
 Bezosは、B&Nがオンライン書店に進出してきた際も、競合他社でなく、顧客を見
てビジネスを行っていこうと社員に言い聞かせたという。顧客第一为義こそ、アマゾ
ンを急成長させたKSF（成功の鍵）である。顧客中心为義の考え方が返品等のオペレ
ーションでも貫かれており、カスタマーサービスにはお客様対忚せず、各自の判断の
下、お客様の立場に立った対忚を任されていたのである（松本、2005）。 
「Amazon.comの特別注文部門は、希尐本や絶版本の追跡調査をする体制を持ち、
顧客からの問い合わせのあった書籍が絶版になっていた場合、特別注文部門は卸元や
出版元に在庫を確認し、取寄せ可能な場合は、配送を手配する前に顧客にｅメールで
価格その他の条件を通知して発送の最終確認をとる。書籍小売で国内外すべての顧客
にこれほどのレベルのサービスを提供した例は、業界初である」（Kalakota,R.and 
Robinson,M., 2000；邦訳p.16）。アフターサービスや受注の面で顧客中心为義が反映
されている。また、カスタマーレビューやマーケットプレイスの導入の決め手となっ
たのもこの顧客第一为義による。 
Amazon.comの顧客第一为義の最たる例は、2度買い防止システムであろう。これは、
「Amazon.comの株为への手紙 2001」で紹介されているものである。顧客が
Amazon.com内で買ったことがある商品を購入しようとすると、Amazon.comが一度購
入したことがあることを教えてくれる。そうすることで、顧客がうっかり忘れていて
同じものを2度買うことを防ぐものである。短期的にはAmazon.comの売り上げ減尐に
なるかもしれないが、長期的には利益をもたらすことになるだろう。  
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Jeff,Bezosが顧客第一为義を声高に叫ぶことは、顧客に対するPR効果がある。つま
り、Amazon.comは顧客のためにあらゆる努力を惜しまないと顧客に知ってもらえれ
ば、それがAmazon.comへの信頼形成につながるのである。Amazon.comのAnnual 
Report54に、世界で最も顧客中心为義の会社を目指すと明記することで、株为に対し
てもその姿勢をアピールしている。 
 
第4項 IT技術とオペレーションのノウハウ 
 Amazon.comが優れたIT技術を持っていることをここでくわしく議論しない。しか
し、IT技術が、Amazon.comの強みである顧客インターフェースを支えているのであ
る。アメリカ特許局によれば、Amazon.comの有する特許の数は115件であり55、IT技
術の高さを示している。 
ここでいうオペレーションのノウハウとは、为に自社倉庫でのAmazon独自のピッキ
ング方式を指す。Amazon方式の特徴は在庫管理システムが商品のサイズと棚の空き状
況、商品をピックアップする際の流れなどを考慮して、商品を収める棚の位置を決定
する点である。50音順に並べず、物流スピードに特化した並べ方をしている56。入荷
された書籍や雑誌は、基本的に空いている棚に届いた順に置かれていくが、どこの棚
に置かれているかはコンピューターで管理されている。注文が入ると、コンピュータ
ーが効率的なピックアップルートをはじき出し、倉庫内のどこからどこへ向かえばい
いのか教えてくれるのである（Marcus,J.,2005）。Amazon方式が、迅速かつ正確な配
送を生み出している。横田（2005）によれば、Amazon.co.jpの返品率は、一万件に一
件、0.01%という驚異的な数字を誇る。Amazon.co.jpでの仕事は、払った賃金以上に
働かせる仕組みであり、一分三冊というノルマでアルバイトを縛り付ける。 
過去の統計値などから需要を予測し、過度な発注をしないことで返品率を下げてい
る。在庫が減って無くなりそうになると、取次に自動的に発注する仕組みを持ってい
る57。Amazon方式は、コンピューターとノルマでの管理による人海戦術で正確な配送
                                                   
54 例えば、Amazon.com Annual Report2003：p.3 を参照。 
55 2010/12/27 日時点。 
56 『日経ビジネス』 2001 年 9 月 25 日号；参照。 
57 『日経ビジネス』 2009 年 10 月 26 日号参照 
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とオペレーションコストの削減を実現している。 
以上、4つの切り口からAmazon.comの競争優位性を見てきたが、とりわけ見えざる
資産がAmazon.comのコアとなる部分であると考えられる。なぜならば、表層部分は
模倣が容易であり、優位性が持続しないからである。以上の考察の結果、次の章で、
理論的な枞組みから考察を行い、Amazon.comのコア・コンピタンスの明示及びB&N
並びに紀伊國屋書店のコア・コンピタンスを明示する。 
 
革新性 顧客インターフェース 
クレジットカードによる購入方法 
ワンクリック方式 
アフィリエイトプログラム 
先行者優位 
カスタマーレビュー 
リコメンドシステム 
マーケットプレイス 
物的資産 見えざる資産 
自社倉庫 
データベース・システム 
ブランド・信頼 
顧客データの蓄積 
顧客第一为義 
IT 技術 
オペレーションのノウハウ 
図表 3-1：Amazon.com の競争優位性 
出所：先行研究より筆者作成 
 
第 5 節 経営資源保有のパラドックス 
 B&N は、オンライン事業での失敗したことが響き、Amazon.com に本業でも逆転
された。B&N の本業の売上は、今でもなお右肩上がりである。それよりはるかに速い
スピードで、オンライン書店の売上が伸びているのである。B&N はオンライン事業を
重要視していただけに、ここでの失敗は大きな痛手となった。本節では B&N のその
失敗が何であったのかを議論していく。 
B&N は、リアル書店であったためにバーチャル書店 Amazon.com のように柔軟的
かつ拡大的にオンライン書籍事業を展開できなかった。従来は強みの源泉であったは
ずの経営資源が逆に競合他社に対する弱みの源泉となってしまう「経営資源保有のパ
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ラドックス」という現象（青島・加藤、2003）が、B&N に当てはまるのである。B&N
は、店舗網という戦略的資産を持っている。店内にソファーを設置したり、朗読会を
催したりすることで、顧客に新しい価値を創造している（Hamel,G.,2000）。つまり、
B&N は書店経営に必要な建物、土地、器具備品を持っていることで Amazon.com よ
り固定費の占める割合が高く、高コスト体質となっている。 
また、B&N は、ブリック&モルタル企業特有のジレンマに陥った。それは、B&N
の本業とオンライン事業とのカニバリゼーションである。B&N がオンライン事業に力
を入れれば入れるほど、B&N の実店舗に来る顧客がオンラインに流れることになる。
オンライン事業と書店事業が競合関係になりかねない。それを避けるために、B&N は、
オンライン事業と実店舗と間に Win-Win の関係を築きたい。けれども、B&N と
B&N.com は互いの相乗効果をまったく発揮できず、逆にライバルとなってカニバリズ
ムを生んでしまった58。 
B&N は店舗網を強みにして、Amazon.com に太刀打ちしなければならないのだろう
か。相乗効果を図るための取組として、B&N はオンラインで注文した書籍を B&N の
店舗で受け取れるサービスや B&N 店舗内でのオンラインでの検索、B&N のショッピ
ングバッグに B&N.com で使えるクポーンを添付し、B&N.com のプロモーションを行
っている。果たして、これらの取組が B&N ならではの強みになっているかは甚だ疑
問である。オンラインで書籍を注文しようとしている顧客が、わざわざ B&N の店舗
に注文した書籍を取りに足を運ぶことを厭わないのであろうか。大前（2000）による
と、ブリック&モルタル企業がオンライン事業を手掛けるにあたって、既存のアセッ
トが強みにならない。ブリック&モルタル企業の持つ物流システムは、パッチ配送向
きで B2C に求められる個別配送に転用が困難である。ブリック&モルタル企業の顧客
情報の大半は、統計的な集計情報が大半で個人情報はデータベース化されていないか
らである。 
B&N は、実店舗と仮想店舗のマネジメントを両方とも考えなければならない。
Amazon.com の CEO、Jeff,Bezos は、 
「私たちの大きな強みの一つは、集中できることだと思います。私たちはオンライ
ンで本を販売することだけに集中しようとしていますが、ボーダーズや B&N は二つ
                                                   
58 『日経情報ストラテジー』 2000 年 4 月号；p.215 参照。 
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の問題に悩まなければなりません。まず、物理的な書店での販売法を見出さなければ
なりません。（まだその答えを見つけ出していなかったかのように）。この答えを自力
で見つけ出すのは大変難しいことです。そしてもう一つ、どうすればオンラインでう
まく書籍販売事業を運営できるかということも考えなければならないのです」
（Spector,R., 2000；邦訳、p.259） 
と語っている。二つのことを考えなければならない B&N には、Amazon.com のよ
うなオペレーションができなかったのである。オンライン書店が実店舗で売っている
書籍より極端に価格を安くすることができず、B&N の店舗との調整を図らなければな
らない。セールスプロモーションや仕入れでも、実店舗との調整が考えられる。その
ようなコーディネーションが意思決定のスピードを妨げている。 
B&N は Amazon.com と競争するに何をしなければならないのかよくわかっている。
しかし、自分の既存の事業の引力に抵抗できないのである。失うものが大きすぎるか
らである（Ohmae,2001）。本節の結論は、B&N は経営資源保有のパラドックスによ
ってオンライン事業を、従来の店舗網とのシナジーを生み出すことができず、二つの
ことを考えなければならないことから意思決定に遅れが生じた結果、オンライン事業
に参入後も Amazon.com にさらにリードを許してしまったということである。 
B&N は、何か新しいことを始めるときは、潤沢な資金を武器に他の会社を買収し、
一気にノウハウを獲得していた。煎じ詰めて言えば、B&N はどちらかと言えば外部成
長型の企業に該当する。歴史を遡ると、B&N が全国的に有名になったのも当時の業界
一位であった B. DALTON の買収が成功したからである。カタログ販売は、1979 年
のマルボロ書店の買収が契機となった。また、スーパーストア展開を始める前に、他
のスーパーストア事業を行っている書店を買収し、必要なノウハウを手に入れた。そ
して、電子書籍事業を手掛けるに当たっても電子書籍サイト Fictionwise を買収し、
リニューアルすることでラーニングコストを抑えた。しかし、オンライン事業だけは、
一から作り上げたのである。これが、オンライン事業の明暗を分けたのかもしれない。 
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第 4 章 仮説命題の構築 
本章では、PV、RBV、コア・コンピタンス論、ダイナミックケイパビリティ論とい
った経営戦略論の各理論を用いながら、仮説・命題を構築する。 
 
第 1 節 PV によるアプローチ 
 さて、本節では、PV の観点から書店業界（オフラインとオンライン双方を含む）を
検討する。果たして Amazon.com の競争優位性が業界の魅力度から生じているのだろ
うか。 
 
第1項 分析フレームワーク 
 第 2 章第 2 節で概観したように、Five Forces 分析は、5 つの要因を検討しなければ
ならない。本項では、要因ごとに、その要因を規定する要素を細かく見ていく。 
「業者間の敵対関係」を規定する为な要素として、（1）企業数と規模の分布、（2）産
業の成長性の低さ、（3）固定費・在庫費用の高さ等が挙げられる（青島・加藤、2003）。
企業数が多くなると競争は激しくなる。産業の成長性が低いと、限られたパイの奪い
合いになり、競争は激化する。固定費や在庫費用が高いと、稼働率を上げようするた
め、過剰供給に陥り、競争が激しくなりやすい。 
新規参入の脅威を規定する要素として、（1）規模の経済、（2）製品差別化／スイッ
チングコスト、（3）政府の規制等が挙げられる（青島・加藤、2003）。規模の経済性
が強く作用し、差別化が容易でスイッチングコストが高く、政府の規制がある業界は、
新規参入の脅威が低いということになる。 
代替品は、その価値が価格に比して大きければ大きいほど、脅威となる。取引の規
模やスイッチングコストの大きさが買い手及び売り手の交渉力を左右する。 
買い手の交渉力の規定要素は、（1）買い手の集中度が高い、（2）買い手が十分に利
益を上げていない、（3）当該産業の製品が標準化されている等が挙げられる。供給業
者については、これを逆にして考えることとする（青島・加藤、2003）。 
すなわち、買い手の集中度が高いと選択できる買い手が限られ、買い手にとって有
利な条件をのまざる負えなくなる。買い手が十分に利益を上げてないと、利益を出す
ために買いたたかれる可能性がある。製品が標準化されていれば、スイッチングコス
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トは低くなる。したがって、買い手の集中度が高く、買い手が十分に利益を上げてお
らず、製品が標準化されていない場合、買い手の交渉力が最も強くなる。供給業者も
共通である。 
この分析枞組みを用いることで、ある特定の業界における競争関係を決める決定的
な構造特長を早く理解できるのである。本項で詳述した分析枞組みを次項で書店業界
に適用する。 
 
第 2 項 アメリカの書店業界 
まず、アメリカの書店業界について、Porter,M.E.(1980)が提唱した Five Forces 分
析を行った。アメリカの出版業界は、図表 4-1 にあるように緩やかに成長している。
The Association of American Publishers（アメリカ出版協会）によれば、2002 年か
ら 2009 年までの間の業界の平均成長率は、1.1%である。2007 年をピークに減尐傾向
にある。 
では、さらに絞って書店レベルでの成長率はどうであろうか。The American 
Booksellers Association（アメリカ書店協会）によれば、図表 4-2 にあるように 2007
年までは売上高の増加と減尐を繰り返しており、2007 年をピークに減尐している。産
業の成長性は日本ほどとはいかないとしても、他の産業と比べて、アメリカの書店業
界は成長性が低いと言えるだろう。日本のように再販制が存在せず、書店間の価格競
争が起きやすい。どの書店においても売っている本は同じであるので、製品差別化は
できない。アメリカの書店業界は、業界内の既存競合業者間の敵対関係が激しい。 
アメリカの書店業界は、参入障壁となる規模の経済性が存在する。やはり B&N や
Borders のような大手書店チェーンがバイイングパワーに物を言わせて、安く書籍を
仕入れている。ただし、スイッチングコストは低く、政府の規制もないので、新規参
入の脅威はやや強い。 
PC、携帯電話、ゲーム、電子書籍等の書籍に代わる娯楽メディアが多数存在し、代
替品の脅威は強いと言える。その他、Wal-mart、Target、Costco のような大手小売店
でベストセラーが大幅にディスカウントされて売られており、書店に対する代替関係
にある。 
アメリカは、日本と異なり、書籍の仕入れ先が取次に限定されず、出版社から直接
仕入れることが一般的である。B&N のような大手書店は購入量が多く、出版社側への
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交渉力は強いが、独立書店は交渉力が低い。売り手の交渉力は、大手書店に対しては
弱く、独立書店に対しては強い。 
アメリカでは注文してから本が届くまで平均 8 週間はかかる、日本よりはるかに広
いから時間も日本以上にかかる（原田、2008）。この記述から察するに日本とあまり状
況は変わらないか、むしろ日本より悲惨であったかもしれない。しかし、最大で 20 万
タイトル以上の在庫を持つスーパーストアが広まり、オンライン書店が台頭してきた
ことを踏まえると、読者の待ち時間は短縮され、購買の際の選択肢が増えた。よって、
買い手の交渉力はやや強い。 
Five Forces の分析の結果、競合業者間の敵対関係が激しく、新規参入の脅威はやや
強く、代替品の脅威は強い、そして、。売り手の交渉力は、大手書店に対しては弱く、
独立書店に対しては強く、買い手の交渉力はやや強い。総合的に判断して、アメリカ
の書店業界は、利益ポテンシャルの低い業界であると言える。 
 
（単位：billion $） 
2002
年 
2003
年 
2004
年 
2005
年 
2006
年 
2007
年 
2008
年 
2009
年 
22.0 22.3 23.0 24.2 24.1 24.9 24.3 23.9 
図表 4-1：アメリカ出版業界売上高（推計） 
出所：The Association of American Publishers, Industry Statistics より筆者作成 
 
（単位：billion $） 
2002
年 
2003
年 
2004
年 
2005
年 
2006
年 
2007
年 
2008
年 
2009
年 
15.7 16.8 16.2 16.5 16.1 17.0 16.7 16.6 
図表 4-2：アメリカ書店売上高（推計） 
出所：The American Booksellers Association bookselling this week より筆者作成 
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第 3 項 日本の書店業界 
次に日本の書店業界について分析を行う。日本の書店業界は、業界内の既存競合者
間の敵対関係は、条件付きでやや激しいと言える。市場の成長率からすると、日本の
出版業界は 1997 年以降、売上高の前年比割れを続けており、（2003 年を除く）、それ
に伴って書店業界のパイも縮小し続けている。出版社、取次、書店の三業者とも 2008
年、2009 年連続で減収となった業者が、2008 年、2009 年連続増収となった業者を大
きく上回っており、出版業界総倒れの様相を呈している59。業界の構造上、中小の書店
は希望の書籍を店頭に置けず、競争にすら参加できておらず、次々と脱落していって
いる。全ての書店が同じ土俵で競争できていないので、条件付きとした。業界の成長
性は著しく低い。日本の書店業界は再販制で守られているため、価格競争は起きない。
利益を度外視した競争は起きにくい。アメリカと同じく、製品差別化はできない。そ
れゆえ、業界内の既存競合者間の敵対関係は条件付きでやや激しい。 
 書店業界は、政府の規制が無く、顧客側のスイッチングコストはかなり低いと考え
られるため、新規参入の脅威は強い。また、アメリカ同様、多くのメディアが代替関
係にあり、代替品の脅威は強い。 
 日本の出版業界は、日版、トーハンの二大取次が卸機能の大半を担っている。出版
社との直接取引は稀で、取次会社からの仕入ることがほとんどである。書店の多くは
この 2 社から仕入れており、売り手の集中度が高く、書籍という商品の性質上、商品
が標準化されている。よって、売り手の交渉力は強い。 
一方、一昔前は買い手である読者の交渉力は弱かった。というのも、書店になけれ
ば諦めて他の書店を探すか、注文をして長い間待つかのどちらかであった。大型書店
が家の近くにある都心部はまだ点数が豊富であるが、それ以外のところでは点数が限
定され、地域差があった。しかし、オンライン書店の台頭で、地域を問わず、多くの
読者が同等のアクセスも持ち、今まで以上に本を買えるようになったのである。Web
上であれば、オンライン書店間の在庫のチェックも瞬時にできるようになった。買い
手の交渉力は、やや強い。以上の考察の結果、業界内の既存競合者間の敵対関係は条
件付きでやや激しく、新規参入の脅威は強く、また、代替品の脅威も強く、売り手の
交渉力は強い、買い手の交渉力はやや強い。総じて、日本の書店業界は利益ポテンシ
                                                   
59 帝国データバンク 出版業界 2009 年度決算調査参照。 
91 
 
ャルが高くない業界であると言える。 
 Amazon.com 及び Amazon.co.jp は決して、利益ポテンシャルの高い業界にいるわけ
ではない。となると、多角化の説明がつく。書店業だけでは、十分なマージンを見込
めないことから、家電や食品も扱うようになったと言える。戦略グループの考えを用
いたとしても、Amazon.com と B&N、Amazon.co.jp と紀伊國屋書店は、フルライン
戦略を取り、自前の倉庫を持っていることから、同じグループに属すると考えられる
ため、両社の差異を説明することができない。従って、PV の観点から Amazon.com
及び Amazon.co.jp の競争優位性を説明するのは不可能であるので、次節で、企業内の
資源に着目した RBV の観点から競争優位性を検討する。 
 
2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 
2 兆
4369 億
円 
2 兆
3179 億
円 
2 兆
3481 億
円 
2 兆
2920 億
円 
2 兆
2627 億
円 
2 兆
1983 億
円 
2 兆
1272 億
円 
2 兆
0409 億
円 
図表 4-3：日本の書籍雑誌実売総金額 
出所：出版年鑑 2010 より筆者作成 
 
第 2 節 RBV によるアプローチ 
 PV アプローチで魅力度の低い業界とされても、RBV の観点からアプローチするこ
とで、縮小しつつあるパイを Amazon.com や B&N、紀伊國屋書店がどのように獲得
しているのかが分かるかもしれない。Barney,J.B.（1991）は、持続的な競争優位をも
たらす資源の条件は、VRIN であると指摘した。つまり、価値があり、市場で容易に
調達ができず、模倣に時間を要し、代替が不可能である資産が企業に長期的に利益を
もたらすのである。青島・加藤（2003）が指摘しているように、顧客価値は一定では
ない。書店業界における顧客、すなわち読者の求める価値も、大きく変化している。
ここでは、読者が書店に求める価値にフォーカスして RBV アプローチを試みる。 
かつて、書店とは簡素な店内で書籍を売るだけの場所だった。ここでいう顧客の価
値とは、欲しい書籍を必要最低限買うことである。1960 年から 1970 年にかけて、そ
こにブレイクスルーを見出した B&N の Riggio や紀伊國屋書店創業者の田辺は、書店
の在り方を変えることになる。Riggio は、店内に木製のベンチを設置したり、ショッ
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ピングカートを設置したりすることで、顧客が尐しでも長く、じっくり書籍を選べる
ようにしたのである。田辺は、1964 年に新宿に売り場面積 600 坪の紀伊國屋ビルディ
ングをオープンさせた。そこには業界の常識を破って、紀伊國屋ホールと画廊を併設
した。紀伊國屋ホールは数多くの著名人を輩出し、画廊はゆったりとした空間づくり
がされていた。日本の芸術文化の振興に貢献した60。書店を文化発信の地と位置付けた
のであった。つまり、書店が为導となって、ゆっくりくつろげ、ある種の娯楽施設へ
と価値が変えていったのである。決してすべての書店が B&N や紀伊國屋書店のよう
な価値を提供していたわけではないので、これが差別化にも繋がった。 
1990 年代に入ると、顧客は、より多くの書籍をワンストップで買えることを求める
ようになる。一年あたりに出版される書籍の点数が大幅に増えたからである。『出版年
鑑 2010』によれば、日本の出版点数は 1990 年に 4 万点であったが、1999 年には約 6
万 2 千点、十年の間に 2 万点以上増えているのである。それに対忚するように、書店
の大型化進んでいる。書店数は、1997 年を境に減尐に転じているが、一方で総売り場
面積は 2001 年の 125 万坪から 2009 年には 140 万坪と拡大している61。 
アメリカにおいては、Borders が先駆けとなったスーパーストア展開に、B&N が火
をつけ、書店の大型化が進んだ。2009 年には前年比で 392 店舗もの書店が数を減らし
ており、その原因は各都市に展開する巨大なチェーン書店に押されてのことであろう
（出版年鑑 2010）。アメリカは国土が日本の約 26 倍であるにも関わらず、書店数は
2008 年時点で 18,064 店舗（出版年鑑 2010）しかなく、日本の 15,519 店62に比べれ
ば圧倒的に尐ない。車社会であり、車で遠方から足を運んでくる顧客のためにも、品
ぞろえが豊富であれば、顧客が二の足を踏まなくても済むのである。引き続き、ゆっ
たりくつろげる場としての価値は不変で、B&N のスーパーストア内には、安楽椅子が
設けられ、店内のカフェでコーヒーやサンドウィッチを楽しむことができる。 
それがインターネットの出現で、あらゆるものが Web を介して購入できるようにな
り、物理的な制約にとらわれなくなった。スーパーストアも品ぞろえが豊富だとして
も、20 万タイトルが限度である。バーチャル店舗であれば、数百万タイトル以上の品
                                                   
60『流通とシステム』No.99,1999 年 3 月号参照。 
61 東洋経済新報 2009 年 8 月 29 日号参照。 
62 2009 年時点、アルメディア調べ。 
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ぞろえが可能となる。時間や場所を問わず、ほぼ全ての書籍を、できるだけ早くシー
ムレスに手に入れたいと読者が思うようになったのである。つまり、利便性やスピー
ドが顧客の価値へとなったのである。そのような顧客のニーズに対して価値提案を行
ったのが、Amazon.com である。 
 以上見てきたように、書店に対する顧客のニーズは変化し続けている。ニーズの変
化に忚じて必要とされる経営資源も変わってくる。B&N や紀伊國屋書店は、オンライ
ン書店もオープンさせ、ニーズの変化に対忚している。しかし、Amazon.com との差
は開くばかりである。表面的には、同じオンライン書店を展開していてもその中身は
大きく異なる。Amazon.com の競争優位の節で見てきたように、Amazon.com の有す
る経営資源やコンピタンスが利便性やスピードといった顧客価値を B&N や紀伊國屋
書店より生み出しているからである。Amazon.com は、「現状の顧客ニーズを満たそ
うとすればするほど現状の経営資源は陳腐化する」（青島・加藤、2003：p.188）とい
った状況には陥らない。Amazon.com は、オンライン専業だからである。B&N や紀伊
國屋書店はこれに陥る。そもそも、Amazon.com はオンライン書店としてスタートし
たネット企業であり、B&N や紀伊國屋書店は伝統的な小売書店業としてスタートした。
出自の違いが大きく関係してくる。なぜならば、コア・コンピタンスが違ってくるか
らである。 
 
第 3 節 コア・コンピタンスによるアプローチ 
本節では、本研究におけるコア・コンピタンスを定義するとともに、Amazon.com
及び B&N 並びに紀伊國屋書店のコア・コンピタンスを特定する。 
 
第 1 項 コア・コンピタンスの定義 
繰り返しになるが、Prahalad,C.K. and Hamel,G.（1994）によるコア・コンピタン
スの定義は、「顧客に特定の利益をもたらす一連のスキルや技術」（邦訳 p.254）で
ある。彼らは論文の中でサービス業にも適用可能であるとしているが、Javidan,M.
（1998）が指摘しているように、Prahalad,C.K. and Hamel,G.（1994）のいうコア・
コンピタンスは、製造業を前提としている。本研究で取り扱う企業は、サービス業で
あるため、もう一歩その概念を拡張する必要がある。コア・コンピタンスとケイパビ
リティは本来、異なる概念であるが、Prahalad,C.K. and Hamel,G.（1994）はそれら
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を明確に区別することなく使っている。Barney,J.B.（2002）は、コア・コンピタンス
とケイパビリティを類似の概念として捉えている。よって、本研究においても、コア・
コンピタンスとケイパビリティを明確に区別することなく議論を進めていく。 
では、コア・コンピタンスになるものとそうではないものの違いは何か。コア・コ
ンピタンスの条件は、顧客価値、競合他社との違いを出す、企業力を広げる、の三つ
である。顧客の利益が中心にあり、顧客の価値を十分に高めるものでなければならな
い。特定企業の企業力のレベルが他社に比べて数段優れていなければならない。企業
力に基づいて新製品や新サービスの具体的なイメージが描けなければならない
（Prahalad,C.K. and Hamel,G.,1994）。彼らによると、会計学上の資産（Ex:工場、
流通チャネル、ブランド、特許権）はコア・コンピタンスに該当しない。過去から受
け継いできた財産（Ex:ブランド、資産、特許権、流通インフラ）と将来利益を生み出
すために必要になる企業力を区別するためである。 
Quinn, J. B.and Hilmer, F. G.（1994）もコア・コンピタンスは、技術あるいは知
識の集合体であるとし、柔軟で長期的なプラットフォームであること、顧客にとって
長期的に重要であることをその特徴として挙げている。また、コア・コンピタンスは
優れたリーダーシップではなく、組織に埋め込まれた組織のシステムであるとしてい
る。例えば、ディズ二―やマクドナルドのトレーニング方式、P&G のマーケティング、
Sony や 3M のイノベーションがこれに該当する。 
 Javidan,M.（1998）は、コア・コンピタンスを「事業単位間を超えて共有され、事
業単位の相互作用から生じた能力や知識の体系であり、コンピタンスの集合体である」
（p.62）と定義した。 
 上記の議論から、本研究ではコア・コンピタンスを「顧客に長期的な利益をもたら
す、事業単位超えた知識及び技術に基づく組織のシステム」として定義する。 
  
第 2 項 コア・コンピタンスの特定 
（1）Amazon.com のコア・コンピタンス 
 本項では、第 3 章で議論した Amazon.com の競争優位に基づき、コア・コンピタン
スを提示する。 会計学上の資産（Ex:工場、流通チャネル、ブランド、特許権）はコ
ア・コンピタンスに該当しないため、自社倉庫やブランド、特許は除外される。
Amzon.com は顧客を第一に考える組織文化を有しており、それに基づいてカスタマー
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レビュー、マーケットプレイス、二度買い防止機能のサービスを導入した。B&N がオ
ンライン書店に参入してきた際も、競合他社ではなく、あくまでも顧客に目を向け、
そのことを意思決定の際の決定前提にして、新サービス導入の意思決定をしていった
ことが、Amazon.com の更なるリードに繋がった。よって、顧客第一为義の組織文化
は、コア・コンピタンスの 1 つである。 
 次に、イノベーティブなサービス及び優れた顧客インターフェースをインベントし
続けられるのは、高度な IT 技術があるからである。顧客の購買パターンや嗜好のデー
タをマーケティングに反映させることができるケイパビリティも、IT 技術の一つと言
える。従って、抽象的ではあるが、IT 技術を二つ目のコア・コンピタンスとする。 
 続いては、Amazon.com 方式の SCM である。在庫管理を In House で行うことにし
たことで、オペレーション並びに配送料の低コスト化及び欠陥の低減を追求できてい
るのである。まとめると、以下の図表 4-4 のようになる。 
 木にたとえて言えば、これら 3 つのコア・コンピタンスが木の根っこの部分にあた
り、コア・プラットフォームが木の幹に該当し、各事業が木の枝を構成し、最終サー
ビスが果実となる。Amazon.com の競争優位は、ワンクリックやアフィリエイトプロ
グラムのような目に見えるものではなく、カスタマーゼイションやリコメンドシステ
ム な ど の 目 に 見 え な い プ ラ ッ ト フ ォ ー ム が 支 え て い る （ Sugano,Y.J.and 
Kobayashi,T.,2002）。しかし、カスタマーゼーションやリコメンドシステムを実現し、
維持している IT 技術がコアとなっているに違いない。これらのコア・コンピタンスが
Amazon.com の真の競争優位の源泉であり、目に見えない部分なので模倣困難性が高
い。Amazon.co.jp のコア・コンピタンスも同様の図が描かれるが、電子書籍事業を行
っていなかったたりと、細部が違ってくるだろう。 
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図表 4-4：Amazon.com のコア・コンピタンス 
出所：筆者作成 
 
（2）B&N 及び紀伊國屋書店のコア・コンピタンス 
B&N と紀伊國屋書店は、国内 No.1 の書店として、大型店舗をチェーン展開してき
た点で類似している。両社は、オンライン事業、電子書籍事業を手掛けている。よっ
てコア・コンピタンスに大きな差異はないと考えられる。紙幅の都合上、そして、便
宜上、両社のコア・コンピタンスは同一のものとして捉える。 
さて、両社のコア・コンピタンスは、先行研究から、そして伝統的なブリック&モ
ルタル企業であることから、「立地・陳列・店内レイアウト・仕入れのノウハウ」、「在
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庫管理システム」、「IT 技術」の 3 つであることが分かった。 
伝統的なブリック&モルタル企業として、どこに出店すれば、集客が望めるか、売
上増加に繋がる書籍の陳列や店内レイアウトの能力が、事業経営を通して培われてい
た。どの本を何冊仕入れればよいのかといったノウハウも当然のことながら、蓄積さ
れていたに違いない。それらは長年の試行錯誤と経験を経て、体得したものである。 
在庫管理システムでは、紀伊國屋書店は全店舗に POS システムを導入しており、販
売データを出版社に提供していた。POS データが、自動補充発注システムを通して自
動時に取次会社に送られ、在庫不足分の発注が完了する。それにより、在庫管理の効
率化が図られている63。B&N もできる限り在庫ロスを減らそうと、在庫管理を徹底し
ている。洗練されたインターネットベースのシステムによって、B&N は顧客の需要を
知ることができ、サプライヤーは需要予測を立てやすくなった（Ferrell,O.C.and 
Hartline,M.D.,2007）。 
IT 技術に関しては、POS システムや店内在庫検索システムと言った情報化が進んで
いた。紀伊國屋書店は 1980 年半ばから書籍情報のデータベース化を進めてきた。この
データベースは、日版、トーハン、日外アソシエーツと協力して作ったもので、書店
業界では紀伊國屋書店だけが所有していた64。BookWeb にはそれよりさらに膨大なデ
ータベースが必要となり、和書は日販のデータベースを、洋書はアメリカの取次
Baker&Talor のデータベースを手直しして利用した65。BookWeb のシステムは、自社
開発したものである（小野・根来、2002）。B&N は、「BookMaster」という店内設置
の検索システムは全店舗に導入している。 Amazon.com のサイトをすぐさま模倣した
という点で、ある程度の IT 技術の高さが伺える。 
しかしながら、「立地・陳列・店内レイアウトのノウハウ」は、オンライン事業では
全く生かすことができなかった。ブリック&モルタル企業の既存のアセットはオンラ
イン事業で強みにならない。ブリック&モルタル企業の持つ顧客情報は、POS データ
等の統計的なデータが大半で、個人情報はデータベース化されていない（大前、2000）。
IT 技術を持っているとしても、Amazon.com に比べ脆弱で、革新性に欠ける。 
                                                   
63 『流通とシステム』No.99,1999 年 3 月号参照。 
64 63 と同じ 
65『日経マルチメディア』 1998 年 1，2 月号；pp.97-101 参照。 
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B&N や紀伊國屋書店も決して、顧客を大事にする文化が無いわけではない。
Amazon.com と B&N 及び紀伊國屋書店の顧客中心为義の姿勢は、顧客志向(customer 
orientation)と顧客本位(customer centric)という考え方の違いから生まれてくるのか
もしれない。前者は、企業の視点で顧客が望んでいるもの捉えようとする立場で、後
者は顧客の視点で顧客が望んでいるものを捉えようとする立場である。顧客本位の方
が顧客志向に比べ、より顧客を重視している。Amazon.com は顧客本位の会社であり、
B&N や紀伊國屋書店は顧客志向の会社ではなかろうか。オンライン事業において顧客
中心为義の違いが表れているからである。B&N は、オンライン事業をしばらく様子見
し、参入後も常に Amazon.com の模倣を繰り返した。顧客本位であれば、もっと先手
を打っただろうし、B&N 独自のサービスも生み出せたに違いない。紀伊國屋書店は、
第 2 章の第 6 節における顧客インターフェースの比較をみる限り、Amazon.co.jp にサ
ービス面で著しく务っており、Amazon.co.jp ほど顧客第一为義が徹底されているとは
考えられない。B&N や紀伊國屋書店は、オンライン事業に関していえば、あくまでも
顧客志向に留まり、Amazon のような顧客本位は実践できなかったと言えよう。 
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 図表 4-5：B&N 及び紀伊國屋書店のコア・コンピタンス 
 出所：筆者作成 
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ングカンパニーの交代劇が起こったのである。そして、B&N 及び紀伊國屋書店は、本
業である実店舗経営を支えるコア・コンピタンスがオンライン書店を始める際の阻害
要因となったはずである。次節では、よりダイナミックな視点で考察し、Amazon.com
の競争優位性を明らかにする。 
 
第 4 節 ダイナミックケイパビリティによるアプローチ 
第1項 ダイナミックケイパビリティの定義 
ダイナミックという用語には、環境変化に適合するようにコンピタンスを新しくす
るという意味が込められている（Teece, D.J.and Pisano, G.and Shuen, A.,1997）。要
するに、既存のコンピタンスを再構成して、環境変化に対忚する役割を担っているの
がダイナミックケイパビリティである。 
第 2 章でも述べたように、ダイナミックケイパビリティは、コアリジディティの解
決策として出てきたものである（永野、2010）。インターネットのような著しい環境変
化が生じた際に、既存企業がどのようにその変化に対忚したのか、変化のスピードが
速いネットの世界で持続的に成長をし続けている企業の競争優位性を探求するのに、
ダイナミックケイパビリティ論は一つの答えを示してくれるだろう。  
Helfat,C.E.et al.（2010）は、オペレーショナル・ケイパビリティは組織が現時点
で収益を実現することを可能するものであり、ダイナミックケイパビリティは変化に
関係するものと両者を区別し、今までの先行研究を踏まえてダイナミックケイパビリ
ティを「組織が資源ベースを意図的に創造、拡大、修正する能力のことである」（p.2）
と定義している。それを踏まえ、かつ、ドラスティクな環境変化への対忚と経路依存
性（組織の慣性）の克服という意味合いを色濃く反映させるために、本研究では以下
のように定義する。 
「ダイナミックケイパビリティとは、劇的な環境変化に忚じて、資源・ケイパビリ
ティを意図的に創造、拡大、再構成する能力である」。 
ダイナミックケイパビリティは、①センシング（感知）②シージング（活用）③リ
コンフュギレーション（再構成）の三つのクラスのケイパビリティに分解される。企
業が成功するには、それらをすべて構築・利用し、しばしば同時に利用すべきである
（Teece,2007）。各機能のミクロ的基礎をまとめると、図表 4-6 のようになる。本節で
は、この分析フレームワークを用いて、書店業界で起きた持続的な競争優位性の確立
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と喪失を検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 4-6：ダイナミックケイパビリティの全般的なフレームワーク 
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出 所 ： Teece,D.J.,  “Explicating Dynamic Capabilities:The Nature and Microfoundation of 
(Sustainable)Enterprise Performance,” 
 Strategic Management Journal,vol.28,Issue13,(2007),pp.1319-1350.；渡辺直樹編著者 デビット J
ティース・木原仁・糟谷崇・西谷勢至子・永野寛子・赤尾充哉・高橋大樹・大芝周子著者 「第一章ダ
イナミックケイパビリティの解明」『ケイパビリティの組織論・戦略論』（中央経済社、2010）；p.49 図
表 1－4 より筆者一部修正作成 
 
第2項 ダイナミックケイパビリティによる比較分析 
Amazon.com は絶えずイノベーションを生み出し、多角化を行い、クラウドサービ
スや販売代行と行った本業の e-commerce から派生したビジネスも展開している。ま
た、電子書籍事業にいち早く参入した。Amazon.com は、当然のことながらダイナミ
ックケイパビリティを持っている。 
書店業界は、インターネットの普及で著しい環境変化を起きた。そして、物理的・
時間的な限界を超えたバーチャル書店が誕生したのである。書店業界のリーディング
カンパニーであった B&N、紀伊國屋書店は、そのような環境変化に対忚し、オンライ
ン事業をスタートさせた。そして、現在、電子書籍という新しい波が押し寄せている。
両社は、電子書籍事業にも着手している。序章の第 1 節でも述べたように、B&N、紀
伊國屋書店もまた、ダイナミックケイパビリティを持っていると言える。 
では、ダイナミックケイパビリティを持っているのに、なぜ、片方はオンライン書
店で成功を収め日米最大手の書店となり、もう片方はオンライン事業が伸び悩みトッ
プの座を開け渡すといった明暗を分ける結果となったのであろうか。  
ケイパビリティの違いがなぜ競争優位を獲得できる企業と獲得できない企業がいる
のかを説明するのに役立つ(Amit,S.and Jean,L.J.,2005)とあるように、ダイナミック
ケイパビリティの中身が違ったから差がついてしまったのである。厳密に言えば、ダ
イナミックケイパビリティの機能を十分に発揮することができたかどうかの違いがこ
の差を生んだのである。続いて、各社のダイナミックケイパビリティを考察する。 
 
（1）Amazon.com のダイナミックケイパビリティ 
Amazon.com（Amazon.co.jp も含む）のダイナミックケイパビリティは、以下のよ
うに機能し、持続的な競争優位を生み出した。当初、オンライン書店に目を付けたの
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は、Jeff,Bezos 自身であり、彼のアイデアによって、Amazon.com が誕生した。彼は、
Amazon.com 内に顧客第一为義という文化を作り上げ、社員にそれを徹底させた。
Amazon.com の社員であった Marcus,J.も「顧客満足はアマゾンでは宗教のようなも
のであった」（Marcus,J.,2004；邦訳 p.61）と語っている。Amazon.com の社風はケ
チで有名で、社内の内装にお金をかけるよりも顧客サービスのためにその資源を投入
した方が良いとの考えが根付いている66。年齢・職位を問わず、定期的にカスタマーセ
ンターでの業務を課さる。顧客とのコンタクトポイントを設けることで、顧客を大事
にする精神が薄れないよう工夫してある。 
顧客を重視する文化が、Amazon.com のダイナミックケイパビリティの「センシン
グ」と「シージング」の潤滑油となって、絶えざる革新及び多角化をもたらしたので
ある。すべてのイノベーションは、顧客のために行ってきたものであった。ワンクリ
ック方式は、購入の際の手間を省くために生み出された。カスタマーレビューは出版
社側の危惧をものともせず、マーケットプレイスは自社の売上が下がることを顧みず、
導入を決めた。顧客の要望とワンストップで購入できるようになれば利便性が上がる
だろうと考えた結果、取扱商品を増やした。時間通りかつ尐しでも早く、リーズナブ
ルな配送料で顧客に商品を届けるために自前の物流倉庫を持つこととなった。二度買
い防止システムも、顧客の利益を第一に考えた施策の一つである。 
また、Kindle の開発も顧客本位の考えが反映されている。 
「もっとも確実な戦略は、顧客が何を望んでいるかということからスタートするこ
とである。（中略）もし、私たちが顧客は何を望んでいるかという問いではなく、自分
たちの持つ技術で何ができるかという問いから戦略を立てていたならば、Kindle のよ
うな画期的な製品を生み出すことはできなかったであろう。」 
（Business Week , (28 April, 2008)；p.66） 
と Jeff,Bezos は語っている。この言葉にヒントが隠されている。つまり、顧客第一为
義の文化が、ダイナミックケイパビリティの「センシング」に作用し、市場を先取り
する画期的な製品の開発に結びついたのであった。 
マーケットプレイスでは自社の書籍とサードパーティが出品した書籍とのカニバリ
ゼーションに対して、電子書籍ではオンライン書店事業との間でのカニバリゼーショ
                                                   
66『日経ビジネス』2009 年 8 月 29 日号参照。 
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ンに関する問題に対しても、「お客様にとって望ましい選択肢は何か」という考えに基
づいて、カニバリゼーションを恐れることなく迅速な意思決定を行ってきたのである。
これはダイナミックケイパビリティの「シージング」「リコンフュギレーション」の機
能に影響を与えた。つまり、顧客第一为義の文化がダイナミックケイパビリティの各
機能にそれぞれ作用し、持続的な競争優位を得ることができたのである。 
 以上のことから、次の命題・仮説が導き出される。 
命題 1：Amazon.com は、顧客第一为義の文化がダイナミックケイパビリティに作用
し、持続的な競争優位を獲得している 
仮説 2： e-commerce 業界に所属する企業は、ダイナミックケイパビリティを機能さ
せるために顧客第一为義の文化の形成が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 4-7：Amazon.com のダイナミックケイパビリティモデル 
出所：筆者作成 
 
（2）B&N 及び紀伊國屋書店のダイナミックケイパビリティ 
 続いて、B&N と紀伊國屋書店のダイナミックケイパビリティの中身について考察す
る。B&N も紀伊國屋書店も 1980 年代後半からオンライン書店の可能性を模索してい
た。B&N は、1980 年代の終わりに、Sears 及び IBM とタッグを組み、オンラン販売
のテストを行っていた。紀伊國屋書店は大手取次と共同で 1986 年にはオンライン注文
持続的な 
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を開始していた。時期尚早であったために、大した成果を上げることもなく、陽を見
ることはなかった。この点では、インターネットをビジネスに結び付けようと暗中模
索しており、「センシング」が十分に機能していた。 
 ところが、1995 年の Windows95 の発売を契機に、家庭に PC が一気に普及した。
周辺環境が一変したのである。これを商機と見た Amazon.com は同年オンライン書店
をスタートさせた。 
Dell の直販モデルの成功は、顧客のインターネット利用者が増えたことも一因とな
っている（Helfat,C.E. et al.,2007）。つまり、オンライン書店を一大事業へと築き上
げるには、PC ユーザーが一定数必要となる。ここで、B&N は、「センシング」機能が
鈍り、オンライン書店の参入が二年遅れた。参入が遅れた原因は、幾つか考えられる。
まず、B&N はスーパーストアの拡大に集中していたのである。従来のモール型店舗よ
り、はるかに収益率が高く、売上も増やすことができる。B&N の競争相手は、Borders
や Book a Million であり、伝統的な書店業で絶対的な地位を築くのに必死であった。  
 次に、かつての成功体験が「センシング」だけでなく「シージング」までも阻害し
た。いわゆる成功の罠に陥ったのである。スーパーストア戦略では、Borders より後
発でありながら、圧倒的な資本力と徹底的な模倣をし、遅れを挽回した。リーダー企
業に典型的な模倣戦略が上手くいったのである。オンライン事業も模倣戦略で掌握で
きると見誤ったことが、二年の遅れとなった。 
しかも、オンライン事業を自前で一から作り上げたことがこの遅れの一因でもある。
前述したように、インターネットの世界は成長のスピードが速く、二年の遅れは現実
の世界の二年より大きな意味を持つ。インターネットの世界での 2 年とは決定的な差
を意味する（Nina,M., 1999）。 
 紀伊國屋書店は、1995 年に Web サーバー技術の研究・開発に着手した。翌年には、
オンライン書店事業をスタートさせた。日本においては、同業他社にさきがけ、いち
早くオンライン事業に乗り出している。その後も事業は順調に成長し、Amazon 上陸
前までは日本で No.1 のオンライン書店であった。以上のことから、紀伊國屋書店のダ
イナミックケイパビリティは「センシング」「シージング」が十分機能していたと考え
られる。では、途中で失速したのはなぜか。 
第 3 章第 5 節で議論した（ブリック＆モルタル企業としての）経営資源保有のパラ
ドックスが「リコンフュギレーション」の機能を阻害したからである。同パラドック
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スは、ブリック&モルタル企業である紀伊國屋書店にも当てはまる。そのパラドック
スの影響で、B&N や紀伊國屋書店は、オンライン書店をあくまでも実店舗の補完チャ
ネルとして捉え、両者の間での相互作用を通じてシナジーを生み出そうとした。けれ
ども、大前（2000）が指摘しているように、オフラインの強みはオンラインで強みに
ならなかった。 
B&N や紀伊國屋書店は、伝統的な書店業というイメージが強く、Amazon.com のよ
うな IT 分野における無限の広がりを感じさせない。実際に、両社のオンライン事業は、
販売代行、ウェブサービスといった Amazon.com が行っている域には達していない。
紀伊國屋書店は、「リコンフュギレーション」が機能不全に陥り、顧客インターフェー
スの面で务勢の状態が続いている。B&N は、模倣を徹底し、Amazon.com のサイトに
引けを取らないサービスを提供しているが、目覚ましい成果を上げておらず、依然と
してスーパーストア頼みである。 
もちろん、経営資源保有のパラドックスは、「センシング」や「シージング」にも影
響を及ぼし、環境変化への対忚を遅らせる。しかしながら、「リコンフュギレーション」
に対する影響度が最も強いと考えられる。なぜならば、既存の経営資源が企業全体を
支える収益源となっているので、新しい事業の方が、将来性があっても、すぐさま鞍
替えすることができないのである。したがって、Teece（2007）が为張するようなリコ
ンフュギレーションが困難である。経営資源保有のパラドックス（青島・加藤、2003）
が、迅速な意思決定や行動の妨げとなったのである。既存事業の引力が強すぎる場合、
ダイナミックな経営行動は難しい。これは、ダイナミックケイパビリティ論の限界と
も言える。つまり、理論上では分かっていても、実際に既存事業にとらわれず、大転
換を図ることは至難の業なのである。ダイナミックケイパビリティの各機能を同時並
行で機能させることができなかったことが、B&N 及び紀伊國屋書店の競争優位の喪失
に繋がったと考えられる。 
以上のことから、次の命題と仮説が導き出される。 
命題２－１：B&N 及び紀伊國屋書店は、経営資源保有のパラドックスによってダイ
ナミックケイパビリティの機能が阻害されたため、持続的な競争優位性を失った。 
命題２－２：B&N は、成功の罠がダイナミックケイパビリティのセンシングを鈍らせ、
さらにシージングを遅らせたため、オンライン事業への参入が遅れた。 
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仮説２：伝統的な書店は、経営資源保有のパラドックスを克服できなければ、ダイナミ
ックケイパビリティを介した持続的な競争優位性を獲得できない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 4-8：B&N 及び紀伊國屋書店のダイナミックケイパビリティモデル 
出所：筆者作成 
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終章 
第１節 本研究の貢献点 
 本研究は、なぜ書店業界でトップの交代が起きたかという問題意識に基づいて、日米の
比較事例分析を行った。その結果、Amazon.com が持続的な競争優位を生み出しているの
は、ダイナミックケイパビリティを通して、環境変化に素早く対忚し、かつ、イノベーシ
ョンを生み出し続けているからである。そして、そのダイナミックケイパビリティのドラ
イビングフォースとなっているのが顧客第一为義の文化であった。 
 また、Amazon.com の競争優位性だけでなく、B&N や紀伊國屋書店の失敗原因につい
ても分析した。B&N は、「成功の罠」と「経営資源保有のパラドックス」がダイナミック
ケイパビリティの機能を阻害し、ある種のリジディティを起こしたことで持続的な競争優
位性を失ったのである。一方、紀伊國屋書店も「経営資源保有のパラドックス」がダイナ
ミックケイパビリティの機能、特に「リコンフュギレーション」ができなかったために失
速した。従って、Amazon.com の競争優位性を明らかにしたこと、ダイナミックケイパビ
リティの促進要因と阻害要因を明らかにしたことが本研究の貢献点と言える。 
ダイナミックケイパビリティは、時には既存の資源を再構築して、環境変化を乗り越え
ることができると考えられているが、B&N や紀伊國屋書店のケースを考察してみると、
それがいかに困難であるのかがよくわかる。Ohmae（2001）によれば、B&N は何をしな
ければいけないのかわかっているが、既存事業の引力が強すぎて、それができないのであ
る。紀伊國屋書店もオンライン事業は、本業の補助的なチャネルで留まってしまった。決
して、書店業をやめて、オンラインに特化すべきだと为張するつもりは毛頭ない。ただし、
「イノベーションのジレンマ」や「成功の罠」のように、もはやホールドアップ状態であ
る感が否めない。Amazon.com のような優れたビジネスモデルと企業文化を持つネット専
業の企業が出てきてしまうと、B&N や紀伊國屋書店のような老舗ブリック＆モルタル企
業はなす術がないのだろうか。そのための解が、ダイナミックケイパビリティであるけれ
ど、B&N や紀伊國屋書店に対しては、有効な解とはならなかった。ダイナミックケイパ
ビリティ論で言われる、再構成を行うための具体的なメソッドは不明確である。それゆえ、
ダイナミックケイパビリティ論の限界を指摘したことも貢献点の一つになりうるかもしれ
ない。 
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第 2 節 本研究の限界と課題 
まず、Amazon.com をオンライン書店事業にフォーカスして議論を進めている点が、本
研究の限界点の 1 つ目である。多角化したことによるシナジー効果が書籍販売に影響して
いるはずである。しかしながら、Amazon.com と事業規模が同等で、類似する事業ポート
フォリオを組んでいる企業は、現時点では存在しない。楽天も比較対象として検討したが、
楽天は場所貸しの手数料ビジネスがメインで、小売りの Amazon.com とはそのビジネスモ
デルが異なるため、比較対象から除外した。また、セグメント別に、例えば音楽配信は Apple
と、家電製品のカテゴリーは Best Buy と比較する方法も考えられた。けれども、
Amazon.com のコア事業は書籍販売事業であり、B&N との激しい攻防の中で数々のイノ
ベーションを生み出したことがその成長を押し上げたと考えたため、書籍というカテゴリ
ーに絞った。 
また、日米の比較事例分析であるにも関わらず、日本における比較が尐ない点が本研究
の限界の二つ目である。Amazon の日本法人が売上高を公表しておらず、紀伊國屋書店は
非上場会社であるため、研究に使うことができるデータが Amazon.com や B&N のそれよ
り尐なかったことに起因する。将来の研究は、日本における Amazon.co.jp を掘り下げて
研究していく必要がある。 
前述したように B&N や紀伊國屋書店のようなブリック＆モルタル企業は、Amazon.com
のような強力なピュアプレイヤーが台頭すると太刀打ちできないのではないだろうか。そ
れはおそらく業界によって結果は変わってくるはずである。現に Wal-mart はオンライン
事業に本格参入し、Amazon.com に対抗している。本研究は、オンライン書店参入が書店
業界に及ぼした影響に焦点を当てているため、ブリック＆モルタル企業とピュアプレイヤ
ーの優务を業界別に比較できていないことが限界の 3 つ目である。 
最後に、理論的な限界点としては、ダイナミックケイパビリティにプラスの影響与える
要因又はそれを阻害する要因は、本研究で挙げた以外にももっとあるはずである。また、
本研究で挙げた要因は、精緻さを欠いている。経営資源保有のパラドックスを克服するた
めの解決方法を提示することができなかった。各社、その程度に差はあれども、環境変化
に一忚の対忚をしていることからダイナミックケイパビリティが存在しているという前提
で議論しており、その形成について触れていない。B&N や紀伊國屋書店は、ダイナミッ
クケイパビリティをそもそも持っていなかったとして、議論を展開することもできる。今
後の研究でそれらを明らかにすることが望まれる。 
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